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第1章 災害の状況等 
 
１ 南海トラフ地震等による名張市への影響 
（１） 南海トラフ地震の概要 

南海トラフ地震とは 

    駿河湾から遠州灘、熊野灘、紀伊半島の南側の海域及び土佐湾を経て日向灘沖までのフィ

リピン海プレート及びユーラシアプレートが接する海底の溝状の地形を形成する区域を「南

海トラフ」といいます。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 この南海トラフ沿いのプレート境界では、①海側のプレート（フィリピン海プレート）が陸側

のプレート（ユーラシアプレート）の下に１年当たり数 cm の速度で沈み込んでいます。②その

際、プレートの境界が強く固着して、陸側のプレートが地下に引きずり込まれ、ひずみが蓄積さ

れます。③陸側のプレートが引きずり込みに耐えられなくなり、限界に達して跳ね上がることで

発生する地震が「南海トラフ地震」です。①→②→③の状態が繰り返されるため、南海トラフ地

震は繰り返し発生します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

日本付近のプレートの模式図 

南海トラフ地震の発生メカニズムの概念図 
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長期的ゆっくりすべりと短期的ゆっくりすべり 
「長期的ゆっくりすべり」は、沈み込むフィリピン海プレートと陸のプレートとの境界のうち、

プレート境界の固着が強いと考えられている領域より深い場所（深さ 20～30ｋｍ） が数か月か

ら数年間かけて継続的にゆっくりとすべる現象で、数年から十年程度の間隔で繰り返し発生して

いると考えられています。「短期的ゆっくりすべり」は、更に深い場所（深さ 30～40ｋｍ）のプ

レート境界が、数日～１週間程度かけてゆっくりすべる現象で、数か月から１年程度の間隔で繰

り返し発生しています。ほぼ同時期にほぼ同じ場所で深部低周波地震と呼ばれる長周波の波の地

震が観測されています。 
これらの現象は、プレート境界の固着状況の変化を示す現象と考えられており、注意深く監視

されています。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「気象庁 長期ゆっくりすべり 短期ゆっくりすべり 深部低周波地震（微動）」 
 
南海トラフ地震の過去事例

を見てみると、その発生過程

に多様性があることがわかり

ます。宝永地震（1707 年）の

ように駿河湾から四国沖の広

い領域で同時に地震が発生し

たり、マグニチュード８クラ

スの大規模地震が隣接する領

域で時間差をおいて発生した

りしています。さらに、隣接

する領域で地震が続発した事

例では、安政東海地震（1854

年）の際には、その 32時間

後に安政南海地震（1854 年）

が発生し、昭和東南海地震

（1944 年）に際には、２年後

に昭和南海地震（1946 年）が

発生するなど、その時間差に

も幅があることが知られてい

ます。 

南海トラフ地震は、概ね

100～150 年間隔で繰り返し

発生しており、前回の南海ト

ラフ地震（昭和東南海地震

（1944 年））及び昭和南海地

震（1946 年）以降、70 年以

上が経過した現在では、次の

南海トラフ地震発生の切迫性

が高まってきています。 
  「気象庁 南海トラフ地震とは」 
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南海トラフで発生が想定される地震の分類 
 

全割れ 
南海トラフの想定震源域の広い範囲が破壊され、南海トラフ沿

いの全ての地域で被害が生じている。（該当する過去事例：宝永地

震） 

半割れ 

南海トラフの想定震源域のうち破壊されていない領域があり、

南海トラフ沿いに、大きな被害が出ている地域とまだ被害が出て

いない地域がある。（該当する過去事例：昭和東南海・南海地震） 
 世界の地震データによる統計的分析では、十数回に 1 回程度の

頻度で隣接領域に大規模地震が発生。 

一部割れ 

 南海トラフの想定震源域のうち狭い領域のみが破壊され、被害

が出ている地域は南海トラフ全体と比べれば、限られた範囲。 
 世界の地震データによる統計分析では、数百回に 1 回程度の頻

度で隣接領域に大規模地震が発生。 

局所割れ  破壊はごく限られた領域のみであり、震源近傍においても被害

はほとんどない。 
                  「半割れケース、一部割れケースの評価基準について」 
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（２） 南海トラフ地震の理論上最大クラスの被害概況                   

あらゆる可能性を科学的見地から考慮し、発生する確率は低いものの理論上起こり得る最大ク

ラスの南海トラフ地震 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 避難者数（人） ※冬夕発災 

分  類 名張市 三重県 

家屋の全壊・

焼失棟数 

（棟） 
※冬夕発災 

揺 れ 約 600 約 170.000 

液 状 化 － 約  6.200 

津 波 － 約  37.000 

急 傾 斜 地 等 約  10 約   1.100 

火 災 約  10 約  35.000 

合 計 約 600 約 248.000 

 

死者数 

（人） 

 
※冬深夜発災 

津波からの避難

率が低い場合 

建 物 倒 壊 約   20 約   9.700 

 うち屋内落下物等 － 約     500 

津 波 － 約  42.000 

 う ち 逃 げ 遅 れ － 約  37.000 
うち自力脱出困難 － 約   5.400 

急傾斜地崩壊等 － 約     100 

火 災 －        900 

合 計 約   20 約  53.000 

 

分   類 直後 １日後 7 日後 １ヶ月後 
上
水
道 

給 水 人 口（人） 約 82.000 
断 水 人 口（人） 約 73.000 約 76.000 約 31.000 － 
断 水 率 88％ 92％ 38％ 0％ 

下

水

道 

処 理 人 口（人） 約 14.000 
支 障 人 口（人） 約  500 約11.000  － － 
支 障 率 3％ 81％ 0％ 0％ 

電

力 

需 要 家 数（軒） 約 48.000 
停 電 軒 数（軒） 約43.000 約39.000 約  60  
停 電 率 89％ 80％ 0％  

固

定

電

話 

回 線 数（回線） 約 18.000 
不 通 回 線（回線） 約16.000 約15.000 約    20 － 
不 通 率 89％ 80％ 0％ 0％ 

ガ

ス 

需 要 家 数 約 15.000 
復旧対象戸数（戸） － － － － 
供 給停止率 － － － － 

 

分 類 名張市 三重県 

１ 日 後 約2.300 約757.000 

 避 難 所 約1.400 約478.000 

 避難所外 約  900 約278.000 

１ 週 間 後 約9.700 約793.000 

 避 難 所 約4.900 約474.000 

 避難所外 約4.900 約319.000 

１ か 月 後 約2.300 約973.000 

 避 難 所 約 700 約292.000 

 避難所外 約1.600 約681.000 

 

■ 名張市のライフライン被害数 

■ 家屋の被害数、死者数 

※数値は、全て概数であり、 
合計値は必ずしも一致しません。 

－：わずか（5 未満） 

－：わずか（5 未満） 

三重県地震被害想定調査結果(平成 25 年版) 
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（３） トラフ地震の過去最大クラスの被害概況 

   過去概ね１００年から１５０年間隔で揺れと津波により甚大な被害をもたらしてきた、歴史

的に起こり得ることが実証されている南海トラフ地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■ 家屋の被害数、死者数 
分  類 名張市 三重県 

家屋の全壊・

焼失棟数 

（棟） 
※冬夕発災 

揺 れ 約   20 約  23.000 

液 状 化 － 約  5.900 

津 波 － 約  38.000 

急 傾 斜 地 等 － 約     700 

火 災 － 約   2.100 

合 計 約  20 約  70.000 

 

死者数 

（人） 

 
※冬深夜発災 

津波からの避難

率が低い場合 

建 物 倒 壊 － 約   1.400 

 うち屋内落下物等 － 約      70 

津 波 － 約  32.000 

 う ち 逃 げ 遅 れ － 約  31.000 
うち自力脱出困難 － 約     700 

急傾斜地崩壊等 － 約      60 

火 災 －        － 

合 計 － 約  34.000 

 

■ 避難者数（人） ※冬夕発災 
分 類 名張市 三重県 

１ 日 後 約  100 約411.000 

 避 難 所 約   80 約267.000 

 避難所外 約   50 約144.000 

１ 週 間 後 約3.200 約447.000 

 避 難 所 約1.600 約264.000 

 避難所外 約1.600 約183.000 

１ か 月 後 約  100 約480.000 

 避 難 所 約  40 約144.000 

 避難所外 約   90 約336.000 

 

■ 名張市のライフライン被害数 
分   類 直後 １日後 7 日後 １ヶ月後 

上
水
道 

給 水 人 口（人） 約 82.000 
断 水 人 口（人） 約 40.000 約 70.000 約 13.000 － 
断 水 率 49％ 85％ 15％ 0％ 

下

水

道 

処 理 人 口（人） 約 14.000 
支 障 人 口（人） 約  200 約11.000  － － 
支 障 率 2％ 81％ 0％ 0％ 

電

力 

需 要 家 数（軒） 約 48.000 
停 電 軒 数（軒） 約43.000 約39.000 約  60  
停 電 率 89％ 80％ 0％  

固

定

電

話 

回 線 数（回線） 約 18.000 
不 通 回 線（回線） 約16.000 約15.000 － － 
不 通 率 89％ 80％ 0％ 0％ 

ガ

ス 

需 要 家 数 約 15.000 
復旧対象戸数（戸） － － － － 
供 給停止率 － － － － 

 

※数値は、全て概数であり、 
合計値は必ずしも一致しません。 

－：わずか（5 未満） 

－：わずか（5 未満） 

三重県地震被害想定調査結果(平成 25 年版) 
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（４）布引山地東縁断層帯（東部）地震及び頓宮断層地震の被害概況 

ア 布引山地東縁断層帯（東部）地震 

                   

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

                                          

イ 頓宮断層地震 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                         

 

 

 

 名張市 県計 

建物倒壊 － 約3,500 

うち家具転倒等 － 約200 

急傾斜地等 － 約50 

火災 － 約500 

計 － 約4,100 

 

 名張市 県計 

揺れ 約10 約65,000 

液状化 － 約5,900 

急傾斜地等 約10 約500 

火災 － 約22,000 

計 約20 約93,000 

 

 名張市 県計 

建物倒壊 － 約200 

うち家具転倒等 － 約10 

急傾斜地等 － 約20 

火災 － － 

計 － 約200 

 

 名張市 県計 

揺れ 約100 約4,700 

液状化 － 約3,900 

急傾斜地等 約10 約200 

火災 － 約70 

計 約100 約8,900 

 

■死者数 

■全壊・焼失棟数 

■震度分布図 

■死者数 

■全壊・焼失棟数 

■震度分布図 

三重県地震被害想定調査結果(平成 25 年版) 震度予測分布図(平成 25 年版) 

※数値は、全て概数であり、 
合計値は必ずしも一致しません。 

 



7 

 

  ２ 民間防火組織の状況 

 

防        火        協        会 

名       称 事 務 所 所 在 地 結 成 年 月 日 会 員 数 備   考 

名  張  市  防  火  協  会 消 防 本 部 昭和 56 年 11月 21 日 ４１８   

防      火      委      員      会 

名 

張 

市 

女 

性 

防 

火 

ク 

ラ 

ブ 

ク ラ ブ の 名 称 事 務 所 所 在 地 結 成 年 月 日 クラブ員数 備   考 

1 緑が丘女性防火クラブ                委 員 長 宅 昭和 55 年 8月 26 日 ５９０   

2 滝之原女性防火クラブ                委 員 長 宅 昭和 55 年 11月 29 日 ５８   

3 つつじが丘北９番町女性防火クラブ 委 員 長 宅 昭和 57 年 11月 27 日 １８４   

4 錦生女性防火クラブ                委 員 長 宅 昭和 59 年 9月 1 日 １００   

5 桔梗が丘２番町女性防火クラブ                委 員 長 宅 昭和 60 年 6月 1 日 ６   

6 桔梗が丘１番町女性防火クラブ                委 員 長 宅 昭和 60 年 6月 28 日 ８０   

7 百合が丘東３番町女性防火クラブ                委 員 長 宅 平成 7年 11 月 12 日 ２２   

8 つつじが丘第３区女性防火クラブ 委 員 長 宅 平成 15 年 5月 1 日 ２５   

9 すずらん台女性防火クラブ         委 員 長 宅 平成 18 年 12月 18 日 ２４   

10 赤目町女性防火クラブ                  昭和 55 年 10月 20 日  休止中 

11 美旗女性防火クラブ                  昭和 55 年 10月 20 日  休止中 

12 蔵持地区女性防火クラブ                  昭和 55 年 11月 1 日  休止中 

13 長瀬女性防火クラブ                  昭和 58 年 8月 27 日  休止中 

14 箕曲女性防火クラブ                  昭和 58 年 9月 18 日  休止中 

15 桔梗が丘４番町女性防火クラブ                  昭和 60 年 11月 6 日  休止中 

16 名張地区女性防火クラブ                  昭和 63 年 4月 10 日  休止中 

17 下比奈知女性防火クラブ                  平成 11 年 9月 23 日  休止中 

合  計                             １７ ク ラ ブ     １，０８９人 

名
張
市
少
年
消
防
ク
ラ
ブ 

ク ラ ブ の 名 称 事 務 所 所 在 地 結 成 年 月 日 クラブ員数 備   考 

1 蔵持少年消防クラブ                指 導 者 宅 昭和 55 年 11月 11 日 ２２   

2 桔梗が丘少年消防クラブ                指 導 者 宅 昭和 56 年 5月 23 日 ２   

3 桔梗が丘南少年消防クラブ                指 導 者 宅 昭和 57 年 10月 16 日 ４   

4 箕曲少年消防クラブ                指 導 者 宅 昭和 58 年 9月 10 日 ５   

5 梅が丘少年消防クラブ                指 導 者 宅 平成元年 11 月 13 日 ７   

6 すずらん台少年消防クラブ                指 導 者 宅 平成元年 12 月 16 日 ８   

7 百合が丘少年消防クラブ                指 導 者 宅 平成 4年 7月 15 日 ４   

8 滝之原少年消防クラブ                指 導 者 宅 平成 9年 7月 14 日 １９   

9 錦生少年消防クラブ 指 導 者 宅 平成 14 年 7月 5 日 ２   

合  計                  ９ ク ラ ブ       ７３ 人 

名
張
市
幼
年
消
防
ク
ラ
ブ 

ク ラ ブ の 名 称 事 務 所 所 在 地 結 成 年 月 日 クラブ員数 備   考 

1 名張幼稚園幼児消防クラブ                名張幼稚園 昭和 57 年 11月 30 日 ２７   

2 桔梗南幼稚園幼年消防クラブ                桔梗南幼稚園 昭和 59 年 11月 28 日 ２０   

3 桔梗が丘保育所幼年消防クラブ                桔梗が丘保育所 昭和 60 年 1月 31 日 １９０   

4 つつじが丘幼稚園幼年消防クラブ                つつじが丘幼稚園 平成 2年 5月 10 日 １５２   

5 名張よさみ幼稚園幼年消防クラブ                名張よさみ幼稚園 平成 5年 11 月 12 日 ２８２   

6 桔梗が丘幼稚園幼年消防クラブ                桔梗が丘幼稚園 平成 8年 3月 5日 ４５   

7 梅が丘幼稚園幼年消防クラブ                梅が丘幼稚園 平成 8年 3月 5日 ６３   

合  計                  ７ ク ラ ブ      ７７９人 
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第２章 防災上注意すべき自然的社会的条件等 
 

１ 浸水想定区域 
（１）名張川（国管理区間） 
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（２）宇陀川 
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（３）名張川（県管理区間 比奈知地内） 

 
（三重県ホームページ 洪水浸水想定区域図） 
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（３）名張川（県管理区間 長瀬地内） 

（三重県ホームページ 洪水浸水想定区域図） 
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（４）滝川（県管理区間 赤目地内） 

 
（三重県ホームページ 洪水浸水想定区域図） 
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２ 土砂災害警戒区域 

 
 

 

  

指 定 

(解除) 

年月日 

主な 

地区名 

急傾斜地の 

崩壊 
土石流 地すべり 合 計 

警戒 

区域 

特別 

警戒 

区域  

警戒 

区域 

特別 

警戒 

区域  

警戒 

区域 

特別 

警戒 

区域  

警戒 

区域 

特別 

警戒 

区域 

H24.6.1 錦生など 46 43 34 28 - - 80 71 

H28.3.25 国津地区 
箕曲地区 58 54 36 34 - - 94 88 

H29.3.17 国津地区 
薦原地区 107 105 39 32 - - 146 137 

H30.3.16 下比奈知 外 48 46 4 2 - - 52 48 

H31.3.26 青蓮寺 外 36 36 22 20   58 56 

R2.3.13 川西 梅が丘

地区 外 57 48 14 12   71 60 

名張市合計 352 332 149 128 - - 501 460 

三重県合計 10,384 10,166 5,176 3,946 62 0 15,622 14,112 
（令和３年２月１９日現在） 
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３ 山崩れ、がけ崩れ注意個所   
１－１ 山腹崩壊危険地区                            （三重県防災計画令和３年３月修正分調） 

危険地区番号 位     置 

面 積 

(ha) 

公 共 施 設 等 

 

市

町

村 

 

地

区 

大

 
 

字 

字 

50

戸

以

上 

人 
 

 

家 

49

～

10

戸 

9

～

5

戸 

4

戸

以

下 

（
道
路
除
く
） 

 

公

共

施

設 

道

路 

２０８ １ 滝 之 原 滝 ノ 上 ２  12    県 

〃 ２ 〃 五 百 刈 １   7  1 県 

〃 ３ 〃 大久保（学校裏） １   5  1 市 

〃 ４ 〃 大久保（農協前 ） １   5   県 

〃 ５ 〃 大 久 保 １   6   県 

〃 ６ 〃 谷 垣 内 ２   5   県 

〃 ７ 上 比 奈 知 西 出 ２  12   1 市 

〃 ８ 〃 西 ノ 前 １    1  市 

〃 ９ 〃 西出（神社裏） ２    3 1 市 

〃 １０ 〃 オ サ １    4  市 

〃 １１ 長 瀬 木 平 ３   7  1 市 

〃 １２ 〃 丸 山 １    1  国 

〃 １３ 〃 横 谷 ２   8   国 

〃 １４ 〃 木 中 谷 １   5   市 

〃 １５ 〃 中 出 ５  15    国 

〃 １６ 〃 岩 ノ 谷 ７  9    市 

〃 １７ 〃 大 上 １    1  市 

〃 １８ 〃 上 出 ５  23   1 国 

〃 １９ 上 長 瀬 東 出 １    2  市 

〃 ２０ 〃 羽 後 １   7   国 

〃 ２１ 〃 大 戸 屋 １    3  市 

〃 ２２ 下 比 奈 知 兼 前 ３   5   市 

〃 ２３ 奈 垣 広 芝 １    1  県 

〃 ２４ 神 屋 下 出 ３   5   市 

〃 ２５ 〃 〃 １    1  市 

〃 ２６ 〃 向 １     1 市 

〃 ２７ 〃 上 出 １    2  市 

〃 ２８ 奈 垣 板 屋 ２      県 

〃 ２９ 〃 塚 根 １    1  市 

〃 ３０ 〃 イ ガ ミ １    2  市 

〃 ３１ 神 屋 西 ノ 山 １    1  県 

〃 ３２ 〃 〃 １    2  市 

〃 ３３ 〃 イ ガ ミ １    1  県 

〃 ３４ 奈 垣 村 田 １     2 市 

〃 ３５ 神 屋 カ ン ノ ン ジ １    1  市 

〃 ３６ 〃 イ オ １   6   県 

〃 ３７ 布 生 小 渕 ３   9   県 

〃 ３８ 〃 平 屋 ２  11    県 

〃 ３９ 〃 向 山 １    4  市 

〃 ４０ 〃 シ ロ イ １   6  1 県 

〃 ４１ 神 屋 百 々 １   8  2 市 

〃 ４２ 〃 〃 １   5   市 

〃 ４３ 中 知 山 下出（中知山宮） １    4  市 

〃 ４４ 〃 下出（中知山） １    4  市 

〃  ４５ 中 知 山 ウ シ ビ キ １   7   市 

  〃  ４６ 青 蓮 寺 ヤ マ グ チ ２  11    市 

  〃  ４７ 〃 青 木 １    1  市 

  〃  ４８ 〃 〃 １      市 

  〃  ４９ 赤目町長坂 中 ト ラ ３  10   1 県 

  〃  ５０ 〃 奥 井 戸 １    4  県 

  〃  ５１ 〃 沢 通 り ４  30   2 市 

〃 ５２ 竜 口 寺 谷 １   7  1 市 
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危険地区番号 位     置 

面 積 

(ha) 

公 共 施 設 等  

市

町

 

地

区

大

 
 

字

字 

50

戸

以

上 

人

 
 

 

家 

49

～

10

戸 

9

～

5

戸 

4

戸

以

下 

（
道
路
除
く
） 

公

共

施

設 

道

路 

名張市 ５３ 竜 口 中 ノ 戸 １    3  市 

〃 ５４ 大 屋 戸 上 出 ２  11    市 

〃 ５５ 〃 〃 ２  48   2 市 

〃 ５６ 〃 宮 本 １  25   1 県 

〃 ５７ 短 野 後 が 谷 ２  27   1 市 

〃 ５８ 西 田 原 一 ノ 谷 ２  20   1 市 

〃 ５９ 鵜 山 福 々 １    3  市 

〃 ６０ 奈 垣 板 屋 １    1  県 

〃 ６１ 神 屋 中 山 １   8   市 

〃 ６２ 滝 之 原 深 ケ ２   9   市 

〃 ６３  長 瀬 喜 中 谷 １    1  市 

〃 ６４  神 屋 ナ カ ナ ミ １      県 

〃 ６５  大 屋 戸 上 出 １      林 

〃 ６６ 葛 尾 道 垣 内 １      町 

〃 ６７ 滝 之 原 梁 広 １     1 国 

〃 ６８ 葛 尾 坂 １     1 市 

〃 ６９ 赤目町長坂 檜 尾 １     1 県 

  計 ６９   １０９       
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１－２ 崩壊土砂流出危険地区                           （三重県防災計画令和３年３月修正調） 

 危険地区番号 位     置 

面 積 

(ha) 

公 共 施 設 等 

 

市

町

村 

 

地

区 

 

大 
 

字 

 

字 

50

戸

以

上 

人 
 

 

家 

49

～

10

戸 

9

～

5

戸 

4

戸

以

下 

（
道
路
除
く
） 

公

共

施

設 

道

路 

 ２０８   １ 滝 之 原 栃 ノ 木  0.18   7  1 県 

  〃   ２ 〃 カ ミ ス イ ノ  0.09   6   国 

  〃   ３ 長 瀬 大 上  0.09    1  市 

  〃   ４ 〃 川 前  0.09   7   国 

  〃   ５ 〃 上 川 前  0.03    4  国 

  〃   ６ 上 長 瀬 羽 後  0.36    4  市 

  〃   ７ 〃 東 山  0.81    2  市 

  〃   ８ 長 瀬 上 出  0.24   9  3 国 

  〃   ９ 〃 中 出  0.09    4  国 

  〃  １０ 布 生 井 戸 尻  0.36    4  市 

  〃  １１ 〃 笹 広  0.63   5   市 

  〃  １２ 〃 向 仙  0.30    3  市 

  〃  １３ 〃 打 越  0.06      市 

  〃  １４ 神 屋 吉 原  0.24    4 1 市 

  〃  １５ 〃 〃  0.45   6  1 市 

  〃  １６ 青 蓮 寺 ｺ ｳ ｼ ﾞ ﾝ ﾀ ﾆ  0.30  11    市 

  〃  １７ 赤目町星川 ス ギ ヤ ダ ニ  0.18  22   1 市 

  〃  １８ 〃 石 取 場  0.06  23    市 

  〃  １９ 安 部 田 馬 廻  0.15  40   5 国 

  〃  ２０ 〃 ア シ ダ ダ ニ  0.15 60    1 国 

  〃  ２１ 〃 地 蔵 谷  0.36  40    国 

  〃  ２２ 〃 観 音 谷  0.15 53    1 国 

  〃  ２３ 井 出 ト チ 谷  0.18  29   1 国 

  〃  ２４ 結 馬 立 石  0.48  23    国 

  〃  ２５ 黒 田 茶 臼 谷  0.48  18    国 

  〃  ２６ 〃 〃  0.18    2  市 

  〃  ２７ 〃 中 ノ 谷  1.08  21   1 県 

  〃  ２８ 〃 尻 江  0.12   8   市 

  〃  ２９ 〃 〃  0.09   7   市 

  〃  ３０ 〃 〃  0.06    1 1 市 

  〃  ３１ 〃 〃  0.03     1 林 

  〃  ３２ 短 野 柳 谷  0.21   5   市 

  〃  ３３ 〃 浮 池  0.30  12    市 

  〃  ３４ 下 三 谷 カ ミ ノ 谷  0.06  12   1 市 

  〃  ３５ 〃 柳 谷  0.06    2  市 

  〃  ３６ 薦 生 坂  0.38  15   2 県 

  〃  ３７ 家 野 下 垣 内  0.03   6   市 

  〃  ３８ 〃 中 垣 内  0.03  10    市 

  〃  ３９ 〃 〃  0.06   7   市 

  〃  ４０ 〃 上 垣 内  0.06   6  1 市 

  〃  ４１ 西 田 原 一 ノ 谷  0.03   5   県 

〃  ４２ 井 出 シ マ ノ タ ニ 0.17  17    国 

〃  ４３ 安 部 田 流 石 0.31  28   1 国 

〃  ４４ 安 部 田 下 水 越 0.24  20   1 国 

  計  ４４   10.01       
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 ４ 砂防指定地内の渓流 
 

三重県地域防災計画添付資料【第２部災害予防編】令和３年３月修正 

  

県番号 水系名 渓流名 市町名 位置 

365 淀川 名張川 名張市 上比奈知 

366 淀川 名張川神矢谷 名張市 長瀬 

367 淀川 名張川羽後川 名張市 上長瀬 

368 淀川 名張川ﾅｶﾞﾑﾈ谷 名張市 長瀬 

369 淀川 釜谷川荒神谷 名張市 青蓮寺 

370 淀川 宇陀川大谷 名張市 赤目町星川 

371 淀川 宇陀川 名張市 安部田 

372 淀川 宇陀川観音谷 名張市 安部田 

373 淀川 宇陀川 名張市 井手 

374 淀川 宇陀川巣ヶ谷 名張市 黒田 

375 淀川 宇陀川ﾅｶﾉ谷 名張市 黒田 

376 淀川 三谷川 名張市 短野 

377 淀川 三谷川ｼﾓﾋﾛﾐ谷 名張市 下三谷 

378 淀川 笠間川 名張市 葛谷 

379 淀川 折戸川 名張市 布生 

380 淀川 小波田川 名張市 西田原 

381 淀川 名張川 名張市 上長瀬 

382 淀川 折戸川 名張市 神屋 

383 淀川 三谷川 名張市 短野 

384 淀川 名張川 名張市 薦谷 
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５ 急傾斜地崩壊危険箇所 
 
（自然がけ） 

箇所番号 箇 所 名 

位   置 延    長 
人家戸数 
(戸) 

公共施設 
大  字 字 

傾斜度 
(度) 

延 長 
(ｍ) 

高さ 
（ｍ) 

１１０１０８４ 桜ヶ丘 桜ヶ丘   ４０  ５６０  ２５  ８１ 有り 

１１０１０８５ 平尾 平尾   ６０  １４０   ６   ９ 有り 

１１０１０８６ 丸之内１ 丸之内   ６０  ２６０   ８  ２２  

１１０１０８７ 丸之内２ 〃   ５０  １２０  １０  １０ 有り 

１１０１０８８ 丸之内３ 〃   ５０  ２２０  １０  １１ 有り 

１１０１０８９ 栄町 栄町   ３０  １７０   ７  １６  

１１０１０９０ 東町 東町   ５０  １４０   ６   １３ 有り 

１１０１０９１ 鵜山 鵜山 福々  ３０  ２２０  １５   ５ 有り 

１１０１０９２ 西田原１ 西田原 西浦  ３５  １９０  １５  １２ 有り 

１１０１０９３ 西田原２ 〃 大西谷  ３０  １２０  １５   ５ 有り 

１１０１０９４ 南古山 南古山 向出  ３０  ２６０  １１   ５ 有り 

１１０１０９５ 下小波田 下小波田 下出  ３０  １９０   ９   １１  

１１０１０９６ 家野 家野 大峯  ６０  １１０  ５８   ２ 有り 

１１０１０９７ 家野２ 家野 大峯  ３０   ７０  ２６   １ 有り 

１１０１０９８ 上小波田 上小波田 高林  ３０  ４５０  ４０   ８ 有り 

１１０１０９９ 滝之原１ 滝之原 柿木田  ５０  １５０  ２５  １２ 有り 

１１０１１００ 滝之原２ 滝之原 大黒屋  ４０  １７０  ２０   ５ 有り 

１１０１１０１ 滝之原３ 滝之原 上出小場  ３５  ２２０  ２５   ５ 有り 

１１０１１０２ 滝之原４ 滝之原 大久場  ６０  ２３０  ２０   ６ 有り 

１１０１１０３ 滝之原５ 滝之原 大久場  ６０  ２６０  ２５   ８ 有り 

１１０１１０４ 滝之原６ 滝之原 中出  ５０  １３０  １５   ４ 有り 

１１０１１０５ 滝之原７ 滝之原 南出  ４０  １６０  １０   １０ 有り 

１１０１１０６ 滝之原８ 滝之原 柿木田  ４０  １３０  ２０   ５ 有り 

１１０１１０７ 下比奈知１ 下比奈知 野飼  ４０  ３５０   ７  １４ 有り 

１１０１１０８ 下比奈知２ 下比奈知 檜尾  ４０  ２５０   ７   ６  

１１０１１０９ 下比奈知３ 下比奈知 神谷  ７０  ２００  １０   ７ 有り 

１１０１１１０ 下比奈知４ 下比奈知 兼前  ７０  ２３０  ２５   ６ 有り 

１１０１１１１ 下比奈知５ 下比奈知 兼前  ７０  １６０  ３０   ６ 有り 

１１０１１１２ 上比奈知１ 上比奈知 西出  ６０  １５０  ３０   ５ 有り 

１１０１１１３ 上比奈知２ 上比奈知 西出  ５０  ２２０  １５   １０ 有り 

１１０１１１４ 上比奈知３ 上比奈知 長サ  ５０  ２３０  １０   ８  

１１０１１１５ 奈垣１ 奈垣 村田  ４０  ３８０  ３０   ９ 有り 

１１０１１１６ 奈垣２ 永垣 板屋  ３６  ２６０  ４０   ８ 有り 

１１０１１１７ 神屋１ 羽根 下出  ３５  ２６０  ３０   ７ 有り 

１１０１１１８ 神屋２ 羽根 上出  ３３  ２００  ３０   ５ 有り 

１１０１１１９ 神屋３ 神屋 庵  ３７  ３００  ３０   ２ 有り 

１１０１１２０ 神屋４ 神屋 百々  ３２  ３３０  ９０  １８ 有り 

１１０１１２１ 神屋５ 神屋 百々  ４５  １４０  ５０   ８ 有り 

１１０１１２２ 布生２ 布生 池の尻  ３０  ２７０  １０  １０ 有り 

１１０１１２３ 布生３ 布生 黒岩  ３０  ２２０  ２０   ６ 有り 

１１０１１２４ 布生５ 布生 黒岩  ３９  ６８０  ４０   １５ 有り 

１１０１１２６ 布生７ 布生 向山  ３０  ２１０  １０   ５ 有り 

１１０１１２７ 布生８ 布生 向山  ３０  ２１０  ３０   ５ 有り 

１１０１１２８ 下長瀬１ 布生 木平  ４０  ３５０  ３０  ８ 有り 

１１０１１２９ 下長瀬２ 布生 横谷  ４５  ２９０  ５０  ９ 有り 

１１０１１３０ 下長瀬３ 長瀬 横谷  ４５  ４９０  ５０  １０ 有り 

１１０１１３１ 下長瀬４ 長瀬 神矢  ５０  ２９０  ４０  ９ 有り 

１１０１１３２ 下長瀬５ 長瀬 上出  ５０  ３００ １２０   ６ 有り 

１１０１１３３ 上長瀬１ 上長瀬 川前  ３０  ３００  ３０   ７ 有り 

１１０１１３４ 上長瀬２ 上長瀬 羽後  ４０  １６０  ４０   ６ 有り 

１１０１１３５ 上長瀬３ 上長瀬 大戸屋  ３０  ２００  ２０   ６ 有り 

１１０１１３６ 蔵持町里 蔵持町里 田尻  ４０  ３２０  １０   ８ 有り 

１１０１１３７ 下三谷 下三谷 上広見  ３０  １３０  ３０ ６ 有り 

１１０１１３８ 短野 短野 宮本  ３０  １９０ １２０   ７ 有り 

１１０１１３９ 夏秋 夏秋 片山  ６０  ８９０  １０ ２１ 有り 

１１０１１４１ 大屋戸１ 大屋戸 久保  ５０  ６５０  ２０ ２６ 有り 
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箇所番号 箇 所 名 

位    置 地    形 
人家戸数 
(戸) 

公共施設 
大  字 字 

傾斜度 
(度) 

延 長 
(ｍ) 

高さ 
（ｍ) 

１１０１１４３ 赤坂１ 夏見 赤坂  ６０  １９０   ８  １２ 有り 

１１０１１４４ 赤坂２ 夏見 赤坂  ６０  １２０   ８   ８ 有り 

１１０１１４５ 夏見１ 夏見 奥出  ８０  １７０   ９   ８ 有り 

１１０１１４６ 青蓮寺１ 青蓮寺 南谷  ４０  １３０  １０   ６ 有り 

１１０１１４７ 青蓮寺２ 青蓮寺 後山  ３０  ３００  ２０  １６ 有り 

１１０１１４８ 青蓮寺３ 青蓮寺 上出  ６０  １３０  １５   ７  

１１０１１４９ 中知山１ 中知山 下出  ３０  １２０  ４５   ６ 有り 

１１０１１５０ 中知山２ 中知山 下出  ３５  １４０  ２５   ７ 有り 

１１０１１５１ 黒田１ 黒田 尻江  ４０  ３２０  ２０  １１ 有り 

１１０１１５２ 黒田２ 黒田 堂ヶ谷  ３２   ５０  ２０   １１  

１１０１１５３ 結馬 結馬 内垣内  ３０  ２６０  ２０   ５ 有り 

１１０１１５４ 安部田１ 安部田 坂の下  ３４  １６０  ２５   ７ 有り 

１１０１１５５ 安部田２ 鹿高 鹿の里  ３２  １００  １５   ５ 有り 

１１０１１５６ 矢川１ 矢川 中山  ３０  １９０   ９   ６  

１１０１１５７ 矢川２ 矢川 天道  ７０  １００   ８   ９ 有り 

１１０１１５８ 上三谷 上三谷 中切  ４５  ２２０  １５   ６ 有り 

１１０１１５９ 竜口１ 竜口 宮西  ６５  １９０  １０   ７ 有り 

１１０１１６０ 竜口２ 竜口 中ノ戸  ４５  １８０  ２０   ５ 有り 

１１０１１６１ 赤目町一ﾉ井 一ﾉ井 上之畑  ７０  ２６０  １０  １８ 有り 

１１０１１６２ 赤目町長坂 長坂 木寅  ４５  ３４０  ２０   １３ 有り 

１１０１１６３ 赤目町長坂 長坂 沢の道  ５０  ２３０  ３０   ６ 有り 

１１０２３１８ 東田原 北出   ３０  １１０   ８   ８ 有り 

１１０２３１９ 黒田 茶臼谷   ３０  １００   ５   ７  

１１０２３２０ 家野 上垣内   ３０   ８０   ５   ３ 有り 

１１０２３２１ 桜ケ丘    ３０   ９０  １０  １０ 有り 

１１０２９１９ 鵜山３   ４５ ２７０ ３４ ４ 有り 

１１０２９２０ 西田原３ 西田原  ４０ ２３０ １８ ５ 有り 

１１０２９２１ 東田原３ うぐいす台  ４０ ２７０ ３２ １９ 有り 

１１０２９２２ 東田原４   ３５ ４４０ ２７ ３６ 有り 

１１０２９２３ 西田原５   ５０ ２３０ ３０ ９ 有り 

１１０２９２４ 薦生   ４５ ７０ １８ ０ 有り 

１１０２９２５ 梅が丘１   ６５ ３８０ ６５ ５０ 有り 

１１０２９２６ 緑ヶ丘２   ４０ １７０ ６ １０ 有り 

１１０２９２７ 緑ヶ丘３   ４５ ４２０ ４２ ３６ 有り 

１１０２９２８ 緑ヶ丘４   ３５ ２４０ ２６ ２４  

１１０２９２９ 梅が丘２   ６５ ８０ ４０ ６ 有り 

１１０２９３０ 蔵持町里２ 里  ３５ １７０ ８ ６  

１１０２９３１ 蔵持町原出 原出  ４５ １７０ １５ ３ 有り 

１１０２９３２ 桔梗が丘２   ４５ １８０ ２６ ０ 有り 

１１０２９３３ 桔梗が丘３   ４０ １００ １８ ２９ 有り 

１１０２９３４ 梅が丘３   ４０ ２３０ ２０ １１  

１１０２９３５ 蔵持町芝出１ 芝出  ３５ １７０ ３２ ８ 有り 

１１０２９３６ 蔵持町芝出２ 芝出  ３５ １２０ ２３ １２ 有り 

１１０２９３７ 夏見３   ４５ １４０ ４４ ０ 有り 

１１０２９３８ 下比奈知６   ４０ １５０ ２７ ０ 有り 

１１０２９３９ 桔梗が丘４   ６０ ７０ １０ ０ 有り 

１１０２９４０ 滝の原１５   ３０ １９０ １８ ８ 有り 

１１０２９４１ 滝の原１９   ４０ １２０ ４０ １ 有り 

１１０２９４２ 滝の原２０   ３０ ３２０ ５０ ６ 有り 

１１０２９４３ 滝の原２１   ４０ １８０ ４０ ７ 有り 

１１０２９４４ 夏見６ 夏見  ４５ １７０ ２６ ２ 有り 

１１０２９４５ 夏見７ 赤坂  ４０ １７０ １０ ８  

１１０２９４６ 富貴ケ丘   ６０ ２１０ ５０ ２１ 有り 

１１０２９４７ 夏見８ 夏見  ４０ ８０ ８ ０  

１１０２９４８ 下比奈知９ 下比奈知  ６０ １８０ ４０ ６ 有り 

１１０２９４９ 上比奈知６ 上比奈知  ４０ １１０ ６０ ０ 有り 

１１０２９５０ 安部田３ 谷出  ３５ １９０ ３８ ５ 有り 

１１０２９５１ 安部田４  四季ヶ丘 ４５ ２００ １６ １３ 有り 

１１０２９５２ 赤目１ 柏原  ６０ １００ １０ １  
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箇所番号 箇 所 名 

位    置 地    形 
人数戸数 
(戸) 

公共施設 
大  字 字 

傾斜度 
(度) 

延 長 
(ｍ) 

高さ 
（ｍ) 

１１０２９５３ 中村４ 中村  ３０ ２００ １１ ８ 有り 

１１０２９５４ 百合が丘１   ３０ １８０ ３８ ８ 有り 

１１０２９５５ 百合が丘２   ３０ １４０ ２２ ８ 有り 

１１０２９５６ 青蓮寺１２ 青蓮寺  ４５ ２２０ ６６ ０  

１１０２９５７ つつじが丘１   ４０ １２０ ３０ １０ 有り 

１１０２９５８ つつじが丘４   ３０ １１０ １６ ９  

１１０２９５９ 赤目６ 星川  ５５ ８０ ３２ ２  

１１０２９６０ 青蓮寺１４ 青蓮寺  ５０ １３０ ３０ ０ 有り 

１１０２９６１ 神屋７ 百々  ４０ ２１０ ３４ ７ 有り 

１１０２９６２ つつじが丘５   ４０ ２１０ １２ １０ 有り 

１１０２９６３ 長瀬３   ４５ １６０ １８０ ６ 有り 

１１０２９６４ 竜口３   ４０ １７０ ４２ ５ 有り 

１１０２９６５ 上三谷６   ５５ １１０ １４ １  

１１０３８８７ 赤目１１ 長坂  ４０ １６０ ６２ ０ 有り 

１１０３８８８ 布生１７ 上出  ３５ １９０ ２０ ２ 有り 

１１０３８８９ 上長瀬５   ４５ １９０ １２２ ３ 有り 

１１０３８９０ 上長瀬６   ３５ １７０ ５４ ２ 有り 

２１０１２４０ 南古山２   ６０ ８０ １６ ２  

２１０１２４１ 鵜山２ 鵜山  ４０ １４０ １１ ２ 有り 

２１０１２４２ 鵜山４ 鵜山  ５０ １３０ １９ ２ 有り 

２１０１２４３ 西田原４ 西田原  ４５ ５０ １１ １  

２１０１２４４ 東田原２   ３５ １２０ ８ ２ 有り 

２１０１２４５ 葛尾１   ５０ １００ ３８ １ 有り 

２１０１２４６ 葛尾２   ４５ ６０ ８ ２  

２１０１２４７ 葛尾３   ４５ ４０ １３ １ 有り 

２１０１２４８ 家野３   ５０ ８０ ９２ ２  

２１０１２４９ 家野４   ４５ ８０ ８４ ３ 有り 

２１０１２５０ 中村１ 中村  ３０ ８０ ８ ２ 有り 

２１０１２５１ 桔梗が丘１   ４０ ６０ ８ ２  

２１０１２５２ 下小波田２ 下小波田  ３５ １１０ １０ １ 有り 

２１０１２５３ 下小波田３ 下小波田  ５５ ６０ １０ １  

２１０１２５４ 新田 新田 上庄田 ４５ ２２０ １２ ３ 有り 

２１０１２５５ 短野 短野  ４０ １２０ ５６ ３  

２１０１２５６ 下三谷２ 下三谷  ４５ ５０ １７ １ 有り 

２１０１２５７ 夏秋２ 夏秋  ３５ １７０ ４８ ２ 有り 

２１０１２５８ 下三谷３ 下三谷  ４０ １３０ ２０ １ 有り 

２１０１２５９ 上小波田２ 上小波田  ４０ １９０ ４０ １ 有り 

２１０１２６０ 上小波田３ 上小波田  ４０ １１０ ３８ ２ 有り 

２１０１２６１ 上小波田４ 上小波田  ３０ ８０ ２８ ２ 有り 

２１０１２６２ 滝之原１０ 滝之原  ４０ １６０ １２ ４ 有り 

２１０１２６３ 下比奈知７ 下比奈知  ４５ １２０ １８ １ 有り 

２１０１２６４ 滝之原１１ 滝之原  ５０ １００ ２０ １ 有り 

２１０１２６５ 滝之原１２ 滝之原  ３５ １２０ １６ １ 有り 

２１０１２６６ 滝之原１３ 滝之原  ５０ １３０ １６ １ 有り 

２１０１２６７ 滝之原１４ 滝之原  ４５ １７０ ２２ １ 有り 

２１０１２６８ 滝之原１６ 滝之原  ４０ １１０ ２８ ２ 有り 

２１０１２６９ 滝之原１７ 滝之原  ４０ １８０ ２８ １ 有り 

２１０１２７０ 滝之原１８ 滝之原  ４５ １３０ ２４ ３ 有り 

２１０１２７１ 滝之原２２ 滝之原  ３５ ７０ １８ ２ 有り 

２１０１２７２ 滝之原２３ 滝之原  ４０ １５０ ３０ １ 有り 

２１０１２７３ 滝之原２４ 滝之原  ３５ １００ ４８ ２ 有り 

２１０１２７４ 滝之原２６ 滝之原  ４０ ８０ ２０ １  

２１０１２７５ 黒田４ 黒田  ４５ １３０ ２８ ３ 有り 

２１０１２７６ 夏見４ 夏見  ３５ ５０ １４ １  

２１０１２７７ 夏見５ 夏見  ３０ ６０ ８ ２ 有り 

２１０１２７８ 中村３ 中村  ３５ ４０ ８ １  

２１０１２７９ 下比奈知８ 下比奈知  ６５ ２２０ ４６ ２  

２１０１２８０ 下比奈知１０ 下比奈知  ４５ ２２０ ５３ ３  

２１０１２８１ 下比奈知４ 上比奈知  ４５ １４０ ５４ １ 有り 
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箇所番号 箇 所 名 

位    置 地    形 
人家戸数 

(戸) 
公共施設 

大  字 字 
傾斜度 
(度) 

延 長 
(ｍ) 

高さ 
（ｍ) 

２１０１２８２ 安部田５ 安部田 坂ノ下 ４０ １２０ １４ ２ 有り 

２１０１２８３ 安部田６ 安部田 坂ノ下 ４５ １２０ １８ ２ 有り 

２１０１２８４ 百合が丘３   ３０ ７０ １９ ２  

２１０１２８５ 青蓮寺４ 南谷  ５０ １６０ １４ １ 有り 

２１０１２８６ 青蓮寺５ 青蓮寺  ５５ ８０ １４ １ 有り 

２１０１２８７ 青蓮寺６ 青蓮寺  ４５ １００ １６ １ 有り 

２１０１２８８ 青蓮寺７ 青蓮寺  ４０ １４０ ３０ ２ 有り 

２１０１２８９ 青蓮寺８ 青蓮寺  ６５ １６０ ５８ ２  

２１０１２９０ 青蓮寺９ 青蓮寺  ５０ ２２０ ５２ ２ 有り 

２１０１２９１ 青蓮寺１０ 青蓮寺  ６０ ７０ １８ ２ 有り 

２１０１２９２ 青蓮寺１１ 青蓮寺  ５０ １８０ ２１ ４  

２１０１２９３ 中知山４ 中知山  ４５ ６０ ３０ １ 有り 

２１０１２９４ つつじが丘２   ３０ １００ １４ ２  

２１０２２９５ 奈垣３ 奈垣  ３５ １９０ ６８ ３ 有り 

２１０１２９６ 奈垣４ 奈垣  ５５ ６０ １２ １  

２１０１２９７ 奈垣５ 奈垣  ４０ １１０ ３１ ２ 有り 

２１０１２９８ 奈垣６ 奈垣  ５０ １９０ １６ ３ 有り 

２１０１２９９ つつじが丘２   ３０ １００ １４ ２ 有り 

２１０１３００ 神屋６ 神屋 羽根 ４０ １５０ ５６ １ 有り 

２１０１３０１ 長瀬１ 長瀬  ４５ １１０ ６０ １ 有り 

２１０１３０２ 安部田３ 安部田 小屋出 ３０ １１０ １８ ２ 有り 

２１０１３０３ 安部田４ 安部田 小屋出 ３０ １２０ ３０ ２ 有り 

２１０１３０４ 安部田５ 安部田  ４５ １７０ ２８ １  

２１０１３０５ 赤目２ 一ノ井  ３０ １００ ５０ １ 有り 

２１０１３０６ 赤目３ 一ノ井  ４５ ６０ ６ ２ 有り 

２１０１３０７ 赤目４ 一ノ井  ５０ ７０ １０ １  

２１０１３０８ 赤目５ 一ノ井  ４０ １９０ １２ ２ 有り 

２１０１３０９ 青蓮寺１３ 青蓮寺  ４０ １００ ４０ １  

２１０１３１０ 中知山５ 中知山  ６５ １３０ ３５ ３ 有り 

２１０１３１１ 中知山６ 中知山  ５０ ８０ １２ １  

２１０１３１２ 中知山７ 中知山  ５０ ７０ １６ ２  

２１０２３１３ 中知山８ 中知山  ３５ １００ ６０ １ 有り 

２１０１３１４ 中知山９ 中知山  ６０ １２０ ４０ １ 有り 

２１０１３１５ 中知山１０ 中知山  ３０ ８０ ３０ １  

２１０１３１６ 中知山１１ 中知山  ４０ ２４０ ２６ ４ 有り 

２１０１３１７ 神屋８ 神屋  ４５ １２０ １６ ２ 有り 

２１０１３１８ 奈垣７ 奈垣  ６５ ７０ １４ １  

２１０１３１９ 奈垣８ 奈垣  ６０ １６０ １７ ３ 有り 

２１０１３２０ 奈垣９ 奈垣  ４５ ９０ ４０ ２ 有り 

２１０１３２１ 奈垣１０ 奈垣  ５５ ７０ ４０ １  

２１０１３２２ 神屋９ 神屋  ４５ １２０ ４０ １ 有り 

２１０１３２３ 奈垣１１ 奈垣  ４５ ８０ １０ ２  

２１０１３２４ 奈垣１２ 奈垣  ３５ １１０ ４８ １ 有り 

２１０１３２５ 神屋１０ 神屋  ５０ １４０ ３９ １ 有り 

２１０１３２６ 神屋１１ 神屋  ４０ １２０ ２６ １ 有り 

２１０１３２７ 布生９ 布生 上出 ４５ １４０ ２０ ３ 有り 

２１０１３２８ 神屋１２ 神屋  ４５ １８０ ７０ ２ 有り 

２１０１３２９ 布生１０ 布生  ４５ １００ ５０ １ 有り 

２１０１３３０ 布生１１ 布生  ３５ ９０ ３０ １  

２１０１３３１ 神屋１３ 神屋  ４０ １８０ ６２ ４ 有り 

２１０１３３２ 神屋１４ 神屋  ４５ ５０ １０ １ 有り 

２１０１３３３ 奈垣１３ 奈垣  ４０ １７０ ５６ ３ 有り 

２１０１３３４ 布生１２ 布生 上出 ３５ ２２０ ２０ ２ 有り 

２１０１３３５ 神屋１５ 神屋 羽根 ４５ １００ ２７ １ 有り 

２１０１３３６ 神屋１６ 神屋 羽根 ３５ ２２０ ４２ １  

２１０１３３７ 長瀬２ 長瀬  ３５ １４０ ５０ ３  

２１０１３３８ 神屋１７ 神屋 羽根 ４５ ７０ １０ １  

２１０１３３９ 上三谷２ 上三谷  ５０ ６０ １８ ２ 有り 

２１０１３４０ 上三谷３ 上三谷  ３０ ７０ ３６ ２  
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箇所番号 箇 所 名 

位    置 地    形 
人家戸数 
(戸) 

公共施設 
大  字 字 

傾斜度 
(度) 

延 長 
(ｍ) 

高さ 
（ｍ) 

２１０１３４１ 上三谷４ 上三谷  ６０ ９０ ２８ ２ 有り 

２１０１３４２ 上三谷５ 上三谷  ４０ １２０ ２４ ２ 有り 

２１０１３４３ 赤目７ 長坂  ４０ ７０ ３４ ２  

２１０１３４４ 赤目８ 長坂  ４０ ９０ ４６ １ 有り 

２１０１３４５ 赤目９ 長坂  ４０ １６０ ６２ ４ 有り 

２１０１３４６ 赤目１０ 長坂  ３０ ２２０ ３２ ３ 有り 

２１０１３４７ 神屋１８ 神屋 吉原 ５０ １３０ ３０ １ 有り 

２１０１３４８ 神屋１９ 神屋 吉原 ４０ １４０ ８４ １ 有り 

２１０１３４９ 布生１３ 布生 下出 ４５ １００ ５４ ２ 有り 

２１０１３５０ 布生１４ 布生 下出 ４０ ８０ ６２ １ 有り 

２１０１３５１ 布生１５ 布生 下出 ４５ １００ ７６ １  

２１０１３５２ 布生１６ 布生 上出 ６０ １４０ ３２ ２  

２１０１３５３ 布生１８ 布生 上出 ４５ １７０ ２８ １ 有り 

２１０１３５４ 上長瀬４ 上長瀬  ５０ １２０ ４９ １ 有り 

２１０１３５５ 上長瀬７ 上長瀬  ４０ ８０ ５９ １ 有り 

２１０１３５６ 上長瀬８ 上長瀬  ３５ ９０ ２０ １  

２１０１３５７ 上長瀬９ 上長瀬  ３５ １２０ １３６ １  

２１０１３５８ 竜口４ 竜口  ４０ ９０ ９２ １  

 

（人工がけ） 

箇所番号 箇 所 名 

位    置 地    形 
人家戸数 

(戸) 
公共施設 

大  字 字 
傾斜度 

(度) 

延 長 

(ｍ) 

高さ 

（ｍ) 

１２０００３６  桜が丘１  桜が丘   ５０  ２００   ５  １４ 有り 

１２０００３７  桜が丘２   〃   ４５  １４０   ５  １５ 有り 

１２０００３８  丸之内  丸之内   ７０   ７０   ７ １０ 有り 

１２０００３９  平尾  平尾   ７０   ７０   ８  ２０  

１２０００４０  夏見２  夏見  芝出  ７０  １６０  １２ ２０  

１２０００４１  中知山  中知山  折戸  ８０   ６０  ４０   ０ 有り 

１２０００４２  八幡  八幡  荒田  ４０  ２７０   ８   ０ 有り 

１２００１０３  緑が丘    ４５   ８０   ５   ５  

１２００２０２ 中村２   ３５ １００ ７ ０  

１２００２０３ 東田原５   ４０ ６０ １０ ０  

１２００２０４ 滝之原 9   ４５ ８０ ６ ０ 有り 

１２００２０５ 梅が丘 4   ４０ ２５０ ３８ １９  

２２０００７６ 滝之原 25   ７０ ８０ １０ １ 有り 

２２０００７７ 上比奈知５   ４５ ３０ ２２ １ 有り 
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６ 土石流危険渓流 
 

対象番号 水 系 名 渓  流  名 位    置 流 域 面 積 人 家 戸 数 渓流番号 

４７６ 木津川 名張川 名張市 鵜山 ０.２３５(ｋ㎡) １１（戸）  ２４８０１ ⅠＡ 

４７７ 〃 名張川ｵﾋﾔ谷 〃  家野 ０.０１４ ６  ２４８０２ ⅠＡ  

４７８ 〃 名張川ｹﾝｼ谷 〃   〃 ０.０１４ ８  ２１８０３ ⅠＡ 

４７９ 〃 名張川ﾀﾐﾉ谷 〃   〃 ０.０３４ ７  ２１８０４ ⅠＡ 

４８０ 〃 名張川ﾊｲｶﾞｸﾎﾞの谷 〃   〃 ０.０２２ ６  ２４８０５ ⅠＡ 

４８１ 〃 名張川 〃   〃 ０.０２３ ５  ２４８０６ ⅠＡ 

４８２ 〃 小波田川 〃  西田原 ０.０１１ ６  ２４８０７ ⅠＡ 

４８３ 〃 小波田川 〃   〃 ０.０１９ ３  ２４８０８ ⅠＡ 

４８４ 〃 小波田川 〃   〃 ０.０１８ ６  ２４８０９ ⅠＡ 

４８５ 〃 小波田川ﾌﾄﾞｳの谷 〃  滝之原 ０.０８６ ４  ２４８１０ ⅠＡ 

４８６ 〃 小波田川滝の上の谷 〃   〃 ０.０７４ ９  ２４８１１ ⅠＡ 

４８７ 〃 小波田川森内の谷 〃   〃 ０.０４４ ５  ２４８１２ ⅠＡ 

４８８ 〃 小波田川ｵｸﾉ谷 〃   〃 ０.１４７ １  ２４８１３ ⅠＡ 

４８９ 〃 小波田川堀坂の谷 〃   〃 ０.００８ ５  ２４８１４ ⅠＡ 

４９０ 〃 小波田川ﾄﾁﾉｷ谷 〃   〃 ０.０９５ ５  ２４８１５ ⅠＡ 

４９１ 〃 名張川 〃   上比奈知 ０.０６２ ２  ２４８１６ ⅠＡ 

４９２ 〃 名張川上山谷 〃  長瀬 ０.０１４ ６ ２４８１７ ⅠＡ 

４９３ 〃 名張川神矢谷 〃   〃 ０.０７７ ７  ２４８１８ ⅠＡ 

４９４ 〃 名張川砂谷 〃  上長瀬 ０.０９３ ５  ２４８１９ ⅠＡ  

４９５ 〃 名張川 〃   〃 ０.０６６ ５  ２４８２０ ⅠＡ  

４９６ 〃 名張川羽後川 〃   〃 ０.４３２ ５  ２４８１２ ⅠＡ  

４９７ 〃 名張川奥ノ谷 〃   〃 ０.０３９ ５  ２４８２２ ⅠＡ  

４９８ 〃 名張川ﾅｶﾞﾑﾈ谷 〃  長瀬 ０.０７７ ４  ２４８２３ ⅠＡ  

４９９ 〃 名張川クボ谷 〃   〃 ０.０５９ ６ ２４８２４ ⅠＡ  

５００ 〃 名張川 〃   〃 ０.０３ ５  ２４８２５ ⅠＡ  

５０１ 〃 名張川 〃   〃 ０.０１５ ６  ２４８２６ ⅠＡ  

５０２ 〃 名張川 〃  上比奈知 ０.０２９ ２３  ２４８２７ ⅠＡ  

５０３ 〃 名張川 〃   〃 ０.０８２ ６  ２４８２８ ⅠＡ  

５０４ 〃 折戸川 〃  布生 １.２８４ １３  ２４８２９ ⅠＡ  

５０５ 〃 折戸川 〃   〃 ０.１７８ ６  ２４８３０ ⅠＡ  

５０６ 〃 折戸川 〃  神屋 ０.７３８ １０  ２４８３１ ⅠＡ  

５０７ 〃 折戸川 〃   〃 ０.０２６ ６  ２４８３２ ⅠＡ  

５０８ 〃 釜石川荒神谷 〃  青蓮寺 ０.１０６ ９ ２４８３３ ⅠＡ  

５０９ 〃 宇陀川大谷 〃  赤目町星川 ０.２９２ ２２ ２４８３４ ⅠＡ  

５１０ 〃 宇陀川 〃   〃 ０.０５６ １８ ２４８３５ ⅠＡ  

５１１ 〃 宇陀川 〃   〃 ０.０６２ ２２ ２４８３６ ⅠＡ  

５１２ 〃 滝川 〃  赤目町柏原 ０.１２５ １２  ２４８３７ ⅠＡ  

５１３ 〃 滝川 〃  赤目町長坂 ０.０３１ １４ ２４８３８ ⅠＡ  

５１４ 〃 滝川 〃   〃 ０.０５ ７  ２４８３９ ⅠＡ  

５１５ 〃 滝川 〃   〃 ０.１０７ ６ ２４８４０ ⅠＡ  

５１６ 〃 阿清水川 〃  竜口 ０.０２３ ６ ２４８４１ ⅠＡ  

５１７ 〃 阿清水川 〃   〃 ０.０７８ ５ ２４８４２ ⅠＡ  

５１８ 〃 阿清水川 〃   〃 ０.０６１ ６ ２４８４３ ⅠＡ  

５１９ 〃 宇陀川 〃  安部田 ０.２５８ ２４ ２４８４４ ⅠＡ  

５２０ 〃 宇陀川 〃   〃 ０.０４６ １４  ２４８１５ ⅠＡ  

５２１ 〃 宇陀川西谷芝谷 〃   〃 ０.１５２ ７０  ２４８４６ ⅠＡ  

５２２ 〃 宇陀川観音谷 〃   〃 ０.２５４ ３０  ２４８４７ ⅠＡ  

５２３ 〃 宇陀川湯山谷 〃   〃 ０.１１３ ３６  ２４８４８ ⅠＡ  

５２４ 〃 宇陀川 〃   〃 ０.２３８ ３８  ２４８４９ ⅠＡ  
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対象番号 水 系 名 渓  流  名 位    置 流 域 面 積 人 家 戸 数 渓流番号 

５２５ 木津川 宇陀川御所垣内谷  名張市 井出 ０．０４１(ｋ㎡)  １４(戸)   ２４８５０ ⅠＡ 

５２６ 〃 宇陀川御所垣内谷   〃   〃 ０.０７５ ６  ２４８５１ ⅠＡ 

５２７ 〃 宇陀川   〃   〃 ０.２９５ ８  ２４８５２ ⅠＡ 

５２８ 〃 宇陀川   〃   〃 ０.０５７ １０  ２４８５３ ⅠＡ 

５２９ 〃 宇陀川巣ヶ谷 〃  黒田 ０.２７ １５  ２４８５４ ⅠＡ 

５３０ 〃 宇陀川堂ケ谷   〃   結馬 ０.１１３ １３  ２４８５５ ⅠＡ 

５３１ 〃 宇陀川ﾅｶﾉ谷   〃   黒田 ０.３８２ １１  ２４８５６ ⅠＡ 

５３２ 〃 宇陀川ﾅｶﾉ谷 〃   〃 ０.１０７ １３  ２４８５７ ⅠＡ 

５３３ 〃 宇陀川ｺﾛｸ谷 〃   〃 ０.０７５ １０  ２４８５８ ⅠＡ 

５３４ 〃 名張川   〃  大屋戸 ０.０１３ ７  ２４８５９ ⅠＡ 

５３５ 〃 名張川ﾎｼ谷   〃   〃 ０.０２１ １５  ２４８６０ ⅠＡ 

５３６ 〃 三谷川   〃   短野 ０.０６５ ６  ２４８６１ ⅠＡ 

５３７ 〃 三谷川ｷﾀ谷   〃   〃 ０.００６ ８ ２４８６２ ⅠＡ 

５３８ 〃 三谷川   〃   〃 ０.０３３ ８ ２４８６３ ⅠＡ 

５３９ 〃 三谷川   〃   〃 ０.０６３ ７ ２４８６４ ⅠＡ 

５４０ 〃 三谷川ｸﾜﾝ谷   〃   〃 ０.０３６ ６  ２４８６５ ⅠＡ 

５４１ 〃 三谷川   〃  下三谷 ０.０９９ １０ ２４８６６ ⅠＡ 

５４２ 〃 三谷川ｶﾐﾋﾛﾐ谷   〃    〃 ０.００６ １０  ２４８６７ ⅠＡ 

５４３ 〃 三谷川ｼﾓﾋﾛﾐ谷   〃    〃 ０.０５９ １０  ２４８６８ ⅠＡ 

５４４ 〃 笠間川   〃   葛谷 ０.２５３ ５  ２４８６９ ⅠＡ 

５４５ 〃 小波田川   〃  滝之原  ０.１４ ６  ２４８７０ ⅠＡ 

５４６ 〃 名張川鍛冶屋谷 〃 上長瀬 ０．０２２ ５ ２４８７１ ⅠＡ 

５４７ 〃 折戸川ﾀｶﾂﾕ谷 〃   布生 ０．０３ ５ ２４８７２ ⅠＡ 

５４８ 〃 折戸川   〃    〃 ３．２１３ ７ ２４８７３ ⅠＡ 

５４９ 〃 折戸川   〃    〃 ０．０１４ ３ ２４８７４ ⅠＡ 

５５０ 〃 滝川 〃 赤目町長坂 ０．０６３ ５ ２４８７５ ⅠＡ 

５５１ 〃 名張川 〃   長瀬 ０．０１７ ２ ２４８７６ ⅡＡ 

５５２ 〃 宇陀川 〃   井出 ０．０６９ ２ ２４８７７ ⅡＡ 

５５３ 〃 名張川 〃   家野 ０．０８２ ３ ２４８７８ ⅡＡ 

５５４ 〃 小波田川 〃  西田原 ０．０１８ ３ ２４８７９ ⅡＡ 

５５５ 〃 小波田川・ﾊｸの木谷 〃  滝之原 ０．０５１ ４ ２４８８０ ⅡＡ 

５５６ 〃 小波田川 〃    〃 ０．０７４ １ ２４８８１ ⅡＡ 

５５７ 〃 小波田川・ｶｸﾚ谷 〃    〃 ０．０１２ ４ ２４８８２ ⅡＡ 

５５８ 〃 小波田川・ﾌｹ谷 〃    〃 ０．１８７ ３ ２４８８３ ⅡＡ 

５５９ 〃 小波田川 〃    〃 ０．０７８ ４ ２４８８４ ⅡＡ 

５６０ 〃 名張川 〃  上長瀬 ０．０７１ ２ ２４８８５ ⅡＡ 

５６１ 〃 名張川 〃    〃 ０．０７ １ ２４８８６ ⅡＡ 

５６２ 〃 名張川 〃    〃 ０．０２９ ３ ２４８８７ ⅡＡ 

５６３ 〃 名張川 〃    〃 ０．７０６ ２ ２４８８８ ⅡＡ 

５６４ 〃 名張川 〃   長瀬 ０．００９ ４ ２４８８９ ⅡＡ 

５６５ 〃 名張川 〃    〃 ０．３１３ ４ ２４８９０ ⅡＡ 

５６６ 〃 名張川 〃    〃 ０．０１６ １ ２４８９１ ⅡＡ 

５６７ 〃 折戸川 〃   布生 ０.２８２ ２  ２４８９２ ⅡＡ 

５６８ 〃 折戸川 〃   神屋 ０．１７２ ４ ２４８９３ ⅡＡ 

５６９ 〃 折戸川 〃    〃 ０．１０３ １ ２４８９４ ⅡＡ 

５７０ 〃 釜石川 〃    〃 １．０１３ ４ ２４８９５ ⅡＡ 

５７１ 〃 釜石川 〃 青蓮寺 ０．０４８ ３ ２４８９６ ⅡＡ 

５７２ 〃 釜石川荒神谷 〃    〃 ０．１５ １ ２４８９７ ⅡＡ 

５７３ 〃 滝川 〃 赤目町長坂 ０．４２５ ２ ２４８９８ ⅡＡ 

５７４ 〃 阿清水川 〃  滝口 ０．１０３ ３ ２４８９９ ⅡＡ 

５７５ 〃 阿清水川 〃    〃 ０．５９４ ４ ２４９００ ⅡＡ 

５７６ 〃 名張川 〃  黒田 ０．０３ ２ ２４９０１ ⅡＡ 
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対象番号 水 系 名 渓  流  名 位    置 流 域 面 積 人 家 戸 数 渓流番号 

５７７ 木津川 名張川 〃    〃 ０．０１２（ｋ㎡） ３（戸）  ２４９０２ ⅡＡ 

５７８ 〃 三谷川 〃  短野 ０．４５６ ４ ２４９０３ ⅡＡ 

５７９ 〃 名張川 〃  薦谷 ０．４５ １ ２４９０４ ⅡＡ 

５８０ 〃 名張川 〃    〃 ０．０１６ １ ２４９０５ ⅡＡ 

 



27 

 

７ 道路注意箇所 
 

番号 路線番号 道路種別 路線名 地内 注意内容 箇所数 

1 1011 １級 新田南古山線 南古山 落石崩壊 ３か所 

2 1015 １級 夏秋八幡線 蔵持町里・八幡 落石崩壊 ２か所 

3 1016 １級 大屋戸短野線 梅が丘南 落石崩壊 １か所 

4 1019 その他 上比奈知中央線 上比奈知 落石崩壊 １か所 

5 1021 １級 鹿高８号線 安部田・赤目町丈六 橋梁基礎・落石崩壊 ５か所 

6 1025 １級 夏見青蓮寺線 青蓮寺 落石崩壊 ４か所 

7 1026 １級 谷出９号線 安部田 擁壁 １か所 

8 1027 １級 関野寺線 布生・神屋 落石崩壊・擁壁 ３か所 

9 1031 １級 広出兼前線 奈垣 地すべり １か所 

10 1125 １級 青蓮寺名張第１号線 青蓮寺 落石崩壊・盛土 ４か所 

11 1139 その他 丈六鹿高線 矢川 落石崩壊 １か所 

12 1311 ２級 鹿高１号線 安部田 落石崩壊・擁壁 ８か所 

13 1312 ２級 矢川竜口線 矢川 落石崩壊 ２か所 

14 1314 ２級 赤目滝竜口線 長坂 擁壁 ４か所 

15 1319 ２級 下比奈知夏見線 下比奈知 落石崩壊・擁壁 ３か所 

16 1321 ２級 中知山中央線 中知山 落石崩壊・擁壁 ２か所 

17 1324 ２級 国津箕曲線 つつじが丘北・神屋 落石崩壊・擁壁 ３か所 

18 1325 ２級 羽根神屋線 奈垣・羽根 落石崩壊・擁壁 ９か所 

19 1538 ２級 葛尾菅生線 葛尾 落石崩壊 ３か所 

20 1571 ２級 下比奈知つつじが丘線 下比奈知 落石崩壊・擁壁 ２か所 

21 1602 その他 竜口上三谷１号線 上三谷 擁壁 ２か所 

22 3453 ２級 
大久保すずらん台東１

号線 
滝之原 盛土 １か所 

23 3504 その他 原六線 神屋 地すべり １か所 

24 3555 その他 小松線 神屋 落石崩壊 １か所 
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８ 老朽ため池箇所 
 

県指定番号 ため池 位   置 
管理者名 

(団体名) 

受 益 

面 積 

(ha) 

ため池規模 予想される 

人的被害 

(人) 

堤 高 

(ｍ) 

堤 長 

(ｍ) 

貯 水 量 

(ｍ３) 

経過年数 

(年以上) 

危険箇所 

 

４６１ 七ツ池 青蓮寺 星川区 ２０ ８ １００ １２６,０００ ３００以上 
提体・樋管 

余水吐工 ２００ 

 ４６２  石神池  西田原  北部土地改良区  １０   ５  １１４   １０,０００  不 明  堤体･余水吐工   ２０ 

４６３  三ツ池（上） 芝出 奥池井子 １５ １ ２３０ ２６,０００ ３００以上 提体・波止め必要 ２００ 

 ４６４  大池  西田原  西田原区  ２０ ６   ６０   ３６,０００ ３００以上  堤体･余水吐工  １００ 

 ４６５  百々池  東田原 北部土地改良区  １０   ４  １００  １１７,０００ ３００以上 堤体･余水吐工   １０ 

 ４６６  新池  安部田  鹿高区   ６   ６   ５０    ４,５００ ３００以上 堤体･余水吐工   １０ 

 ４６７  東田原新池  東田原  東田原区  １０   ８   ８０    ７,５００ ３００以上 堤体･余水吐工   ３０ 

 ４６８  東田原新池  東田原  東田原区  １０   ７   ７０    １,２００ ３００以上 堤体･余水吐工   ３０ 

 ４６９  上源城池  西田原 北部土地改良区   ４   ４   ４０    ５,０００ ３００以上 堤体･余水吐工   １０ 

 ４７０  大谷池  安部田(坂之下)  大谷井子   ４   ８   ４０    ２,５００   ８０  堤体   ６０ 

 ４７１  村池  井手  井手区   ３   ７   ３５     ９００  ２００  提体   ６０ 

４７２ 池の谷中池 美旗中村 北部土地改良区 １０ ４ １００ １５,０００ ３００以上 堤体･余水吐工 ３０ 

 ４７３  矢川上池  矢川  矢川区   ５   ６   ６０    ５,０００ ３００以上 堤体･余水吐工   ３０ 

 ４７４  桧谷池  矢川  矢川区   ５   ６  １００    ６,０００  明治前 堤体･余水吐工   １０ 

５１４ 新田池 下小波田 新田区 ９７ ８ ２５０ ２５,０００ ３００以上 堤体･余水吐工  

５１５ 杉山池 西田原 北部土地改良区 ３０ ４ ３０ ５,３００ ３００以上 堤体･余水吐工  

  

 

 

 －  ｶﾗﾎｺ池  布生  ｶﾗﾎｺ池水利組合   ６  １０   ３０   １７,０００  ３００ 
 堤体･取水施設 

 余水吐工 
  ２０ 
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９ 重要水防区域 
１．大臣管理区間河川の重要水防区域 

図

面

対

象

番

号 

河川名 
左
右
の
別 

種 別 
重
要
度 

地 先 名 位  置 
延 長

( m ) 
適  用 

111 名張川 左 越水・溢水 Ａ 薦生地先 
名 張 20.0k-

100m ～

20.4k+100m 

400  

112 名張川 右 越水・溢水 Ａ 家野地先 
〃  20.2k-

70m 

～20.2k+100m 

170   

113 名張川 右 越水・溢水 Ａ 家野地先 
〃 

20.4k+100m 

～20.6k+100 

200  

114 名張川 － 工作物 Ａ 家野地先 
〃 

20.6+70m 
－ 家野橋 

115 名張川 左 越水・溢水 Ｂ 薦生地先 
〃 20.8k-

100m ～

21.2k+100m 

200   

116 名張川 左 堤防断面 Ａ 薦生地先 
 〃 21.2k-

100m ～

22.4k+100m 

1400   

117 名張川 左 越水・溢水 Ａ     薦生地先 
 〃 21.8k-

100m ～

22.0k+100m 

200   

118 名張川 左 越水・溢水 Ｂ    
薦生 

～夏秋地先 

 〃 22.0k 

～22.2k+100m 
200   

119 名張川 左 越水・溢水 Ａ 夏秋地先 
〃 24.4k-

100m ～

24.4k+100m 

200   

11 名張川 左 堤防水高 Ａ 夏秋地先 
 〃 24.8k-

100m ～

25.0k+100m 

400   

12 名張川 左 堤防断面 Ａ 夏秋地先 
 〃 24.8k-

100m ～

25.0k+100m 

400   

13 名張川 左 堤防高 Ｂ 夏秋地先 
 〃 25.2k-

100m ～

25.2k+100m 

200   

14 名張川 左 堤防断面 Ｂ 夏秋地先 
 〃 25.2k-

100m ～

25.2k+100m 

200   

15 名張川 － 工作物 Ｂ 
夏秋 

～蔵持町里地先 

〃 

25.4k+100m 
－ 夏秋橋 

16 名張川 左 堤防断面 Ｂ 
夏秋 

～松原町地先 

 〃 25.6k-

100m ～

26.2k+100m 

800   

17 名張川 左 堤防高 Ｂ 
松原町 

～大屋戸地先 

 〃 25.8k-

100m ～

26.8k+30m 

1130   
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図

面

対

象

番

号 

河川名 

左
右
の
別 

種 別 
重
要
度 

地 先 名 位  置 
延長

(m) 
適  用 

18 名張川 右 堤防高 Ａ 
蔵持町里 

～東町地先 

 〃 25.8k 

～26.4k+100m 
700   

19 名張川 右 堤防断面 Ａ 
蔵持町里 

～東町地先 

 〃 25.8k 

～26.6k+100m 
900   

20 名張川 左 堤防断面 Ａ 
松原町 

～大屋戸地先 

 〃 26.4k-

100m ～

26.6k+100m 

400   

21 名張川 右 堤防高 Ｂ 東町地先 
 〃 26.6k-

100m ～

26.6k+100m 

200   

22 名張川 － 工作物 Ｂ 
大屋戸 

～東町地先 

〃 

26.6k+71m 
－ 大屋戸歩道橋 

23 名張川 右 堤防高 Ａ 
東町 

～朝日町地先 

 〃 26.8k-

100m ～

27.2k+100m 

600   

24 名張川 － 工作物 Ｂ 
大屋戸 

～東町地先 

〃 

26.8k+25m 
－ 大屋戸橋 

25 名張川 左 堤防高 Ａ 大屋戸地先 
名 張 川

26.8k+30m 

～27.0k+100m 

270   

26 名張川 右 堤防断面 Ａ 
東町 

～朝日町地先 

〃 26.8k+30m

～27.4k+100m 
670   

27 名張川 左 堤防断面 Ａ 大屋戸地先 
 〃 27.0k-

100m ～

27.0k+100m 

200   

28 名張川 － 工作物 Ａ 
大屋戸 

～東町地先 
 〃  27.0k － 大屋戸潜水橋 

29 名張川 左 堤防高 Ｂ 大屋戸地先 
 〃 27.2k-

100m ～

27.2k+100m 

200   

30 名張川 左 堤防断面 Ｂ 大屋戸地先 
 〃 27.2k-

100m ～

27.2k+100m 

200   

31 名張川 右 堤防高 Ｂ 
朝日町 

～南町地先 

 〃 27.4k-

100m ～ 29.0k-

50m 

1650   

32 名張川 右 堤防断面 Ｂ 朝日町地先 
 〃 27.6k-

100m ～

28.0k+100m 

600   

33 名張川 － 工作物 Ａ 
大谷 

～朝日町地先 

〃 

28.2k+35m 
－ 朝日町潜水橋 

34 名張川 左 堤防高 Ａ 黒田地先 
 〃 28.8k-

100m ～

28.8k+40m 

140   

35 名張川 左 堤防断面 Ｂ 黒田地先 
 〃 28.8k-

100m ～

29.2k+100m 

600   
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図

面

対

象

番

号 

河川名 

左
右
の
別 

種 別 
重
要
度 

地 先 名 位  置 
延長

(m) 
適  用 

36 名張川 － 工作物 Ａ 
黒田 

～南町地先 

〃 

29.0k+10m 
－ 名張大橋 

37 名張川 左 堤防高 Ａ 
黒田 

～瀬古口地先 

〃 

29.0k+20m ～

30.0k+100m 

1080   

38 名張川 右 堤防高 Ｂ 
南町 

～新町地先 

〃 

29.0k+20m ～

29.4k-60m 

320   

39 名張川 － 工作物 Ａ 
箕曲中村 

～新町地先 

〃 

29.2k+141m 
－ 新町橋 

40 名張川 左 陸閘 要 瀬古口地先 
〃

29.2k+182.3m 
－ 

瀬古口左岸第

1 陸閘 

41 名張川 右 陸閘 要 新町地先 
〃

29.2k+195.7m 
－ 

新町右岸第 1

陸閘 

42 名張川 右 堤防高 Ａ 
新町 

～鍛冶町地先 

 〃  29.4k-

60m ～

30.0k+100m 

760   

43 名張川 左 工作物 Ａ 瀬古口地先 
 〃 29.4k-

20.5m 
－ 

瀬古口第 1 排

水樋門 

44 名張川 右 陸閘 要 新町地先 
〃

29.4k+82.3m 
－ 

新町右岸第 2

陸閘 

45 名張川 左 陸閘 要 瀬古口地先 
〃 

29.4k+117.4m 
－ 

瀬古口左岸第

2 陸閘 

46 名張川 左 陸閘 要 瀬古口地先 
〃

29.4k+195.5m 
－ 

瀬古口左岸第

3 陸閘 

47 名張川 左 工作物 Ａ 瀬古口地先 
 〃  29.6k-

0.6m 
－ 

瀬古口 

第 2 排水樋門 

48 名張川 右 陸閘 要 新町地先 
〃  

29.6k+5m 
－ 

新町右岸 

第 3 陸閘 

49 名張川 左 陸閘 要 瀬古口地先 
〃

29.6k+176.5m 
－ 

瀬古口左岸 

第 4 陸閘 

50 名張川 左 工作物 Ａ 瀬古口地先 
〃 

29.8k+56m 
－ 

瀬古口 

第 3 排水樋門 

51 名張川 右 陸閘 要 鍛冶町地先 
〃 

29.8k+64.5m 
－ 

鍛冶町右岸 

第 4 陸閘 

52 名張川 左 陸閘 要 瀬古口地先 
〃 

29.8k+71.9m 
－ 

瀬古口左岸 

第 6 陸閘 

53 名張川 左 陸閘 要 瀬古口地先 
〃 

29.8k+74.9m 
－ 

瀬古口左岸 

第 7 陸閘 

54 名張川 － 工作物 Ａ 
瀬古口 

～鍛冶町地先 

〃  30.0k-

100m 
－ 鍛冶町橋 

55 名張川 右 陸閘 要 鍛冶町地先 
〃 

29.8k+141.6m 
－ 

鍛冶町右岸 

第 5 陸閘 

56 名張川 右 陸閘 要 鍛冶町地先 
〃 

29.8k+143.6m 
－ 

鍛冶町右岸 

第 6 陸閘 

         



 32

図

面

対

象

番

号 

河川名 

左
右
の
別 

種 別 
重
要
度 

地 先 名 位  置 
延長

(m) 
適  用 

57 名張川 左 陸閘 要 瀬古口地先 
〃 

29.8k+185.5m 
－ 

瀬古口左岸 

第 8 陸閘 

58 名張川 右 陸閘 要 鍛冶町地先 
〃 

29.8k+196.9m 
－ 

鍛冶町右岸 

第 7 陸閘 

60 名張川 右 陸閘 要 鍛冶町地先 
〃 

30.0k+64.3m 
－ 

鍛冶町右岸 

第 8 陸閘 

61 名張川 右 堤防高 Ｂ 平尾地先 
〃 30.0k+100m 

～30.2k+85m 
185  

62 名張川 左 堤防高 Ｂ 
瀬古口 

～夏見地先 

〃 30.2k-100m 

～30.6k-90m 
410  

63 名張川 右 堤防高 Ａ 平尾地先 
〃 

30.2k+85m ～

30.6k-90m 

225  

64 名張川 右 堤防断面 Ａ 平尾地先 
〃 

30.2k+85m ～

30.6k-90m 

225  

65 名張川 左 陸閘 要 夏見地先 
〃

30.2k+148.9m 
－ 

夏見左岸 

第 10 陸閘 

66 名張川 左 陸閘 要 夏見地先 
〃 

30.4k+100m 
－ 

夏見左岸 

第 10a 陸閘 

67 名張川 － 工作物 Ｂ 
夏見 

～平尾地先 
〃 30.6k+15m － 沖津藻大橋 

68 名張川 左 陸閘 要 夏見地先 
〃

30.6k+147.1m 
－ 

夏見左岸 

第 11 陸閘 

69 名張川 左 陸閘 要 夏見地先 
〃 

30.8k+3.8m 
－ 

夏見左岸 

第 12 陸閘 

70 名張川 左 堤防高 Ｂ 夏見地先 
〃  31.2k-

100m 

～31.2k+100m 

200  

71 名張川 左 堤防高 Ａ 夏見地先 
 〃 31.4k-

100m ～

31.4k+45m 

145  

72 名張川 右 堤防高 Ａ 夏見地先 
 〃 31.4k-

100m ～

31.4k+100m 

200  

73 名張川 － 工作物 Ｂ 夏見地先 
〃 

31.4k+20m 
－ 夏見橋 

74 名張川 － 工作物 Ａ 夏見地先 
 〃  31.8k-

60m 
－ 宮橋潜水橋 

75 宇陀川 左 堤防高 Ａ 
黒田 

～安部田地先 

宇陀川 0.0k

～2.6k+100m 
2700  

76 宇陀川 左 堤防断面 Ｂ 黒田地先 
 〃   0.0k

～0.2k+100m 
300  

77 宇陀川 右 堤防高 Ｂ 箕曲中村地先 
 〃   0.0k

～0.0k+100m 
100  
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78 宇陀川 － 工作物 Ａ 
黒田 

～箕曲中村地先 

〃 

0.0k+10m 
－ 黒田橋 

79 宇陀川 右 堤防高 Ａ 
箕曲中村 

～安部田地先 

 〃  0.2k-

100m ～

2.6k+100m 

2600  

80 宇陀川 右 堤防断面 Ａ 
箕曲中村 

～矢川地先 

 〃  0.2k-

100m ～ 4.2k-

80m 

4020  

81 宇陀川 － 工作物 Ａ 
黒田 

～箕曲中村地先 

〃 

0.2k+122m 
－ 黒田大橋 

82 宇陀川 左 堤防断面 Ａ 
黒田 

～安部田地先 

 〃  0.4k-

100m ～ 3.0k-

20m 

2680  

83 宇陀川 右 水衝・深掘れ Ｂ 箕曲中村地先 
 〃  0.8k-

100m ～

0.8k+100m 

200  

84 宇陀川 － 工作物 Ａ 
黒田 

～箕曲中村地先 

〃 

0.8k+144m 
－ 錦滝橋 

85 宇陀川 右 漏水 Ａ 
赤目町相楽地

先 

 〃 1.8k 付

近 
100  

86 宇陀川 － 工作物 Ｂ 
結馬～ 

赤目町相楽地先 

〃  

1.8k+42m 
－ 赤目口橋 

87 宇陀川 － 工作物 Ａ 安部田地先 
〃   2.6k-

55m 
－ 坂之下橋 

88 宇陀川 左 堤防高 Ｂ 安部田地先 
 〃  2.8k-

100m ～ 3.0k-

20m 

280  

89 宇陀川 右 堤防高 Ｂ 安部田地先 
 〃  2.8k-

100m ～

2.8k+100m 

200  

90 宇陀川 右 堤防高 Ａ 安部田地先 
 〃  3.0k-

100m ～

3.0k+100m 

200  

91 宇陀川 左 水衝・深掘れ Ｂ 安部田地先 
 〃  3.0k-

20m ～

3.0k+100m 

120  

92 宇陀川 － 工作物 Ａ 安部田地先  〃  3.0k － 猪尻潜水橋 

93 宇陀川 左 堤防高 Ｂ 安部田地先 
 〃  3.2k-

100m ～

3.4k+100m 

400  

94 宇陀川 右 堤防高 Ｂ 安部田地先 
 〃  3.2k-

100m ～

3.4k+100m 

400 
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95 宇陀川 － 工作物 Ａ 安部田地先 
〃 

3.2k+140m 
－ 高橋 

96 宇陀川 右 堤防高 Ａ 
安部田 

～矢川地先 

 〃  3.6k-

100m ～

3.8k+100m 

400  

97 宇陀川 左 堤防高 Ａ 安部田地先 
 〃  3.8k-

70m～4.2k-30m 
440  

98 宇陀川 左 堤防断面 Ａ 安部田地先 
 〃  4.0k-

100m ～ 4.2k-

30m 

270  

99 宇陀川 右 堤防高 Ｂ 矢川地先 
 〃  4.0k-

100m ～ 4.2k-

80m 

220  

100 宇陀川 － 工作物 Ｂ 
安部田 

～矢川地先 

〃 

4.0k+30m 
－ 矢川橋 

101 宇陀川 右 堤防高 Ａ 矢川地先 
〃  4.2k-

80m ～

4.2k+100m 

180  

102 宇陀川 左 堤防高 Ａ 安部田地先 
〃 

4.6k+100m ～

4.8k+70m 

170  

103 宇陀川 － 工作物 Ｂ 
安部田 

～矢川地先 

〃 

4.6k+100m 
－ 

近鉄宇陀川 

第二橋梁 

104 宇陀川 右 堤防高 Ａ 
矢川 

～安部田地先 

 〃  4.8k-

90m ～

5.2k+100m 

590  

105 宇陀川 － 工作物 Ａ 安部田地先 
〃 

4.8k+75m 
－ 阿清水橋 

127 青蓮寺川 左 堤防高 Ｂ 夏見地先 
青 蓮 寺 川

0.0k+70m 

～0.2k+100m 

230  

    令和２年度直轄河川重要水防箇所総括調書（重点区間）（令和元年３月現在） 
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２．知事管理区間河川の重要水防区域 
 

河川名 種 別 左右
の別 位  置 地 先 名 延長(m) 適  用 

名張川 堤防高 右 33.6k＋30 
～34.6k＋160 

下比奈知 1,160  

名張川 堤防高 左 33.6k＋50 
～34.4k＋80 

下比奈知 770  

名張川 堤防高 左 41.0k＋100 
～42.8k＋50 

長瀬 1,760  

名張川 工作物 － 41.0k＋100 長瀬  横矢橋 

名張川 工作物 － 41.4k＋60 長瀬  無名橋 

名張川 工作物 － 41.6k＋160 長瀬  長瀬橋 

名張川 工作物 － 42.2k＋150 長瀬  無名橋 

名張川 工作物 － 42.4k＋100 長瀬  東井堰 

名張川 工作物 － 42.4k＋130 長瀬  無名橋 

名張川 工作物 － 42.8k＋50 長瀬  布瀬橋 

名張川 堤防高 右 42.8k＋50 
～43.4k＋170 

上長瀬 700  

名張川 工作物 － 43.0k＋100 上長瀬  西井堰 

名張川 工作物 － 43.4k＋170 上長瀬  新昭和橋 

小波田川 堤防高 右 7.2k＋10 
～8.0k＋60 

上小波田 850  

小波田川 工作物 － 7.2k＋140 上小波田  無名橋 

小波田川 工作物 － 7.4k＋160 上小波田  上小波田橋 

小波田川 工作物 － 7.6k＋150 上小波田  新小井手橋 

小波田川 工作物 － 7.8k＋20 上小波田  小井手橋 

小波田川 工作物 － 7.8k＋140 上小波田  井堰 

ｼｬｯｸﾘ川 堤防高 左 0k＋10 
～1.6k＋190 

蔵持町原出 1,790  

ｼｬｯｸﾘ川 工作物 － 0.2k＋170 蔵持町原出  里橋 

ｼｬｯｸﾘ川 工作物 － 0.2k＋80 蔵持町原出  町田橋 

ｼｬｯｸﾘ川 工作物 － 0.2k＋190 蔵持町原出  宮橋 

ｼｬｯｸﾘ川 工作物 － 1.6k 蔵持町原出  無名橋 

ｼｬｯｸﾘ川 工作物 － 1.6k＋120 蔵持町原出  無名橋 

ｼｬｯｸﾘ川 堤防高 右 0k＋180 
～1.8k 

蔵持町原出 1,640  
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河川名 種 別 左右
の別 位  置 地 先 名 延長(m) 適  用 

滝 川 堤防高 左 0.4k＋80～ 
2.4k＋170 

赤目町丈六～ 
  赤目町柏原 2,080  

滝 川 工作物 － 0.4k＋140 赤目町丈六  丈六上井堰 

滝 川 工作物 － 0.6k＋170 赤目町丈六  近鉄橋梁 

滝 川 工作物 － 1.6k＋100 赤目町柏原  川尻井堰 

滝 川 工作物 － 2.4k＋140 赤目町柏原  東野井堰 

滝 川 堤防高 右 0.4k＋80～ 
2.4k＋170 

赤目町丈六～ 
  赤目町柏原 2,120  

阿清水川 堤防高 左 0k＋90～ 
1.0k＋90 

鹿高 1,000  

阿清水川 堤防高 右 0k＋90～ 
1.8k 

鹿高 1,730  

阿清水川 工作物 － 0.4k＋80 鹿高  無名橋 

阿清水川 工作物 － 1.0k＋60 鹿高  猪尻橋 

折戸川 堤防高 左 4.6k＋100～ 
5.2k＋110 

布生下出 630  

折戸川 工作物 － 4.6k＋110 布生下出  井堰 

折戸川 工作物 － 5.0k＋30 布生下出  井堰 

折戸川 工作物 － 5.2k 布生下出  井堰 

折戸川 堤防高 右 4.6k＋100～ 
5.2k＋140 

布生下出 640  

百々川 堤防高 左 0k～ 
0.2k＋140 

百々 340  

百々川 堤防高 右 0k～ 
0.4k＋90 

百々 490  

百々川 工作物 － 0k＋160 百々  井堰 

百々川 工作物 － 0k＋190 百々  百々2 号橋 

花瀬川 堤防高 左 0k～ 
0.6k＋90 

下比奈知 680  

花瀬川 工作物 － 0k＋170 下比奈知  無名橋 

花瀬川 堤防高 右 0k～ 
0.6k＋90 

下比奈知 680  
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第３章 避難予定場所 

１ 避難予定場所の所在等一覧表 
（１）避 難 所  （５２か所） 

地    区 名   称 所  在  地 収容可能人員 電  話  備  考 

名  張 

 名張小学校  丸之内 55 ３２０ 63-0041  
 名張中学校   〃  15   ３５０ 63-0247  
 名張市保健センタ－  朝日町 1361-4 ５０ 63-3913  
 名張市民センター  上八町 1321-1    ８０ 64-2605  
 名張高等学校  東町 2067-2 １,１７０ 63-2131  
 名張市立図書館 桜ヶ丘 3088-156 ２４０ 63-3260  
名張市青少年センター 松崎町 1325-1 １３０ 64-3478  

鴻之台・希央台 名張市市民情報交流センター 希央台 5-19 ５０ 63-5325  

蔵  持 

 蔵持小学校  蔵持町原出 338 ２３０ 63-0068  
 蔵持市民センター    〃    314-3 ７０ 63-0235  
武道交流館 いきいき  蔵持町里 2928 １４０ 62-4141  

川西・梅が丘 
 梅が丘小学校  梅が丘北 1-340   ４００ 63-2160  
 梅が丘市民センター   〃 南５-184   １２０ 61-2855  

薦  原 
 薦原小学校  薦生 1595   ２３０ 63-2800  
 薦原市民センター   〃  1607    ４０ 63-1800  

美  旗 

 美旗小学校  新田 117-2   ２９０ 65-3009  
 北中学校  美旗中村 2380   ３４０ 65-1244  
 美旗市民センター  美旗町南西原 229-3   ２００ 65-3007  
 特別支援学校 伊賀つばさ学園 美旗町南西原 229-2   ３００ 67-1050  

比奈知 

 比奈知小学校  下比奈知 1422   ２９０ 68-1104  
比奈知市民センター 〃    1768 ７０ 68-1101  

 滝之原体育館  滝之原 1050   ２４０   

すずらん台 
 すずらん台小学校  すずらん台東３-219   ２９０ 68-0555  
すずらん台市民センター  すずらん台東３-220   １１０ 68-1007  

錦  生 
錦生体育館  安部田 2270   ２３０   

錦生市民センター 〃   2118 ３０ 63-0252  

赤  目 

 錦生赤目小学校  赤目町檀 116   ３４０ 63-1803  
 一ノ井市民センタ－   〃 一ノ井 826-2    ４０ 64-0164  
 赤目中学校  箕曲中村 219   ３５０ 63-0707  
赤目市民センター 赤目町丈六 238-1 １６０ 63-0329  

箕  曲 

 箕曲小学校  夏見 351   ２５０ 63-1802  
 箕曲市民センター  〃  215    ３０ 63-0453  
 名張市勤労者福祉会館  〃  2812   ２００ 63-5239  

青蓮寺 

百合が丘 

 名張青峰高等学校  百合が丘東６-1   ５４０ 64-1500  
 百合が丘小学校   〃  東９-1   ５００ 64-6211  
 百合が丘市民センター    〃  西 5-13   １１０ 64-6466  

国  津 

 国津体育館  神屋 1866   ２３０   

くにつふるさと館 〃  814-4 ６０ 69-1001  
 長瀬体育館  長瀬 1418   ２００  

 

 

桔梗が丘 

 

 

 桔梗１体育館  桔梗が丘 1-5-13   ２６０  

 桔梗が丘小学校   〃   3-2-67   ２３０ 65-2189  
 桔梗が丘市民センター   〃  6-1-131-4   ２５０ 65-1206  
 桔梗が丘中学校   〃  7-1-1926-1   ５９０ 65-1726  
 桔梗が丘東小学校   〃  7-1-86   ２９０ 65-4800  
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桔梗が丘 

 桔梗が丘南小学校   〃  5-12-38   ２９０ 65-0339  
 桔梗が丘南市民センター   〃  5-12-10     ６０ 65-1299  
こども支援センターかがやき 桔梗が丘西 3-3-107 ５０ 67-0250  

つつじが丘 

 つつじが丘小学校  つつじが丘北３-5   ２９０ 68-3485  
 つつじが丘市民センター   〃  北５-73-2    ９０ 68-1236  
 南中学校   〃  南１-241   ３５０ 68-0022  
春日丘自治会館 春日丘４-95-1、95-2 ６０  

地域指定なし 名張市総合体育館 夏見 2812 ７００ 63-5339  
 

 

（２）指定緊急避難場所（３１か所）（※１） 

地区 名称 所在地 

対象となる異常な現象の種類と適合性 

洪水 
急傾斜 

地崩壊 
土石流 地震 

大規模 

な火災 

内水 

氾濫 

名張 

名張小学校グラウンド 丸之内 55 番地 ○ 
○ 

（※２） 
○ ○ ○ ○ 

名張中学校グラウンド 丸之内 15 番地 ○ 
○ 

（※２） 
○ ○ ○ ○ 

名張高等学校グラウンド 東町 2067 番地 2 
○ 

（※３） 
○ ○ ○ ○ ○ 

平尾山カルチャーパーク 桜ケ丘 3088 番地 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

朝日公園 朝日町 1319 番地 5 × ○ ○ ○ ○ ○ 

鴻之台・希央台 鴻之台３号公園 鴻之台 3 番町 83 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

蔵持 蔵持小学校グラウンド 蔵持町原出 338 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

川西・梅が丘 梅が丘小学校グラウンド 梅が丘南 5 番町 184 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

薦原 薦原小学校グラウンド 薦生 1595 番地 ○ 
○ 

（※２） 
○ ○ ○ ○ 

美旗 

美旗小学校グラウンド 新田 117 番地 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

北中学校グラウンド 美旗中村 2380 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

特別支援学校伊賀つばさ学園 

グラウンド 
美旗町南西原 229 番地 2 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

比奈知 
比奈知小学校グラウンド 下比奈知 1422 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

滝之原体育館グラウンド 滝之原 1050 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

すずらん台 すずらん台小学校グラウンド すずらん台東 3 番町 219 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

錦生 錦生体育館グラウンド 安部田 2270 番地 ○ ○ × ○ ○ ○ 

赤目 
錦生赤目小学校グラウンド 赤目町檀 116 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

赤目中学校グラウンド 箕曲中村 219 番地 × ○ ○ ○ ○ ○ 

箕曲 
箕曲小学校グラウンド 夏見 351 番地 ○ 

○ 

（※２） 
○ ○ ○ ○ 

名張中央公園 夏見 2812 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

青蓮寺・百合が丘 
百合が丘小学校グラウンド 百合が丘東 9 番町 1 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

名張青峰高等学校グラウンド 百合が丘東 6 番町 1 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

国津 国津体育館グラウンド 神屋 1866 番地 ○ 
○ 

（※２） 
○ ○ ○ ○ 

桔梗が丘 

桔梗が丘小学校グラウンド 桔梗が丘 3 番町 2 街区 67 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

桔梗が丘東小学校グラウンド 桔梗が丘 7 番町 1 街区 86 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

桔梗が丘南小学校グラウンド 桔梗が丘 5 番町 12 街区 38 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

桔梗が丘中学校グラウンド 桔梗が丘 7 番町 1 街区 1926 番地 1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

桔梗１体育館グラウンド 桔梗が丘 1 番町 5 街区 13 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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つつじが丘 

つつじが丘小学校グラウンド つつじが丘北 3 番町 5 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

南中学校グラウンド つつじが丘南 1 番町 241 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

近畿大学工業高等専門学校 

グラウンド 
春日丘 7 番町 1 番地 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 

※１ 各指定緊急避難場所での、火気の使用及び杭打ち等は禁止とする。 

※２ 敷地内の一部（建物やグラウンドの一部分）が、土砂災害警戒区域となっている。 

※３ 敷地内の一部（グラウンドの一部分）が、洪水浸水想定区域となっている。 

 

２ 洪水浸水想定区域内の要配慮者利用施設 

 

 

施設名 住所 対象河川 電話番号 

通所介護事業所ふれあい 名張市丸之内 79 番地 名張川 63-1207 

名張西保育園 名張市南町 506 番地 名張川 63-0577 

セントケア豊後町 名張市豊後町 262 番地 1 名張川 63-1082 

特別養護老人ホームゆう 名張市木屋町 812 番地 2 名張川 63-8118 

第二かな保育園 名張市木屋町 812 番地 2 名張川 64-0415 

なばりひやわんこども園 名張市元町 376 番地 イオン名張店 3 階 名張川 51-6156 

デイサービスけんだま 名張市松崎町 1330 番地 1 105 号 名張川 48-7856 

ひまわり児童ファーム・名張ファーム 名張市松崎町 1330 番地 3 名張川 48-7784 

介護付老人ホームえがお 名張市松崎町 1339 番地 1 名張川 41-0250 

三重ヤクルト販売株式会社名張センター 名張市松崎町 1341 番地 1 名張川 63-8960 

児童養護施設名張養護学園 名張市朝日町 1263 番地 3 名張川 63-0717 

フェアハウス名張 名張市朝日町 1515 番地 4 名張川 48-7739 

デイサービスいとぐるま 名張市上八町 1644 番地 1 名張川 62-5511 

医心館名張Ⅰ・医心館名張Ⅱ 名張市東町 1901 番地 1 名張川 64-2146 

介護老人保健施設ふくにし 名張市東町 1921 番地 1 名張川 62-1555 

Ｙ’ｓ ｃｏｒｐｏｒａｔｉｏｎ ＰＯＷＥＲ ｋｉｄ’ｓ ＮＡＢＡＲＩ 名張市蔵持町里 3333 番地 名張川 44-6220 

大屋戸保育所 名張市大屋戸 150 番地 名張川 63-2801 

錦生保育所 名張市安部田 2262 番地 宇陀川 63-1194 

通所介護オルゴール 名張市安部田 2309 番地 宇陀川 48-6502 

グループホーム奏 名張市安部田 2309 番地 宇陀川 64-7015 

デイサービス福ふく 名張市赤目町丈六 243 番地 1 滝川 62-2626 

グループホーム福ふく 名張市赤目町丈六 243 番地 1 滝川 62-2626 

グループホームみずひき 名張市赤目町丈六 243 番地 9 滝川 62-2626 

やわらぎの郷 名張市赤目町丈六 414 番地 1 宇陀川 51-4001 

くらしサポートゆっくる 名張市夏見 4 番地 1 名張川 62-0305 

ハーモニーハウス名張 名張市夏見 721 番地 1 名張川 62-3500 

医療法人寺田病院 名張市夏見 3260 番地 1 名張川 63-9001 

医療法人寺田病院通所リハビリテーション事業所 名張市夏見 3260 番地 1 名張川 64-4937 

医療法人寺田病院介護医療院 名張市夏見 3260 番地 1 名張川 63-9001 

医療法人寺田病院院内保育所 名張市夏見 3260 番地 1 名張川 63-9001 

赤目中学校 名張市箕曲中村 219 番地 宇陀川 63-0707 
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３ 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施設名 住所 災害の種類 電話番号 

名張中学校 名張市丸之内 15 番地 急傾斜地の崩壊 63-0247 

名張小学校 名張市丸之内 55 番地 急傾斜地の崩壊 63-0041 

名張幼稚園 名張市丸之内 55 番地 5 急傾斜地の崩壊 63-3280 

昭和保育園 名張市丸之内 67 番地 10 急傾斜地の崩壊 63-1767 

大屋戸保育所 名張市大屋戸 150 番地 急傾斜地の崩壊 63-2801 

薦原保育所 名張市薦生 1590 番地 2 急傾斜地の崩壊 63-5827 

薦原小学校 名張市薦生 1595 番地 急傾斜地の崩壊 63-2800 

Ｋｏｍｏ²キッズ 名張市薦生 1595 番地 急傾斜地の崩壊 61-0877 

ショートステイ第３はなの里 名張市西田原 2100 番地 急傾斜地の崩壊 67-1100 

特別養護老人ホーム第３はなの里 名張市西田原 2100 番地 急傾斜地の崩壊 67-1100 

名張育成園成峯 名張市美旗中村 2326 番地 急傾斜地の崩壊 65-0868 

とも 名張市美旗中村 2326 番地 急傾斜地の崩壊 65-3774 

あぐり工房 名張市東田原 529 番地 急傾斜地の崩壊 44-6789 

滝之原保育園 名張市滝之原 1056 番地 急傾斜地の崩壊 68-2993 

シニアハウスひろこの家 名張市滝之原 1587 番地 4 土石流 68-7010 

デイサービスひろこの家 名張市滝之原 1862 番地 土石流 68-2876 

小規模多機能型居宅介護事業所とんぼ池 名張市安部田 1094 番地 土石流 61-0733 

共生型デイサービスとんぼ池 名張市安部田 1108 番地 土石流 63-8208 

錦生保育所 名張市安部田 2262 番地 土石流 63-1194 

通所介護オルゴール 名張市安部田 2309 番地 土石流 48-6502 

グループホーム奏 名張市安部田 2309 番地 土石流 64-7015 

デイサービスセンター名張もみじ山荘 名張市赤目町長坂 250 番地 3 土石流・急傾斜地の崩壊 62-2300 

特別養護老人ホーム名張もみじ山荘 名張市赤目町長坂 250 番地 3 土石流・急傾斜地の崩壊 62-5500 

箕曲小学校 名張市夏見 351 番地 急傾斜地の崩壊 63-1802 

みのわっ子 名張市夏見 351 番地 急傾斜地の崩壊 64-0594 

デイサービス青蓮寺 名張市中知山 897 番地 25 急傾斜地の崩壊 63-8900 

デイサービスセンター国津園 名張市神屋 765 番地 急傾斜地の崩壊 69-1316 

ショートステイサービスセンター国津園 名張市神屋 765 番地 急傾斜地の崩壊 69-1316 

特別養護老人ホーム国津園 名張市神屋 765 番地 急傾斜地の崩壊 69-1316 

グループホームあみーご奈垣せせらぎ 名張市奈垣 1422 番地 5 急傾斜地の崩壊 68-6548 

グループホームあみーご奈垣さえずり 名張市奈垣 1431 番地 1 急傾斜地の崩壊 51-0502 
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第４章 災害対策活動報告様式等 

 
１ 動員配備報告（名張市災害対策用) 

別紙 
  

配 備 人 員 報 告 書 
 
                      年   月   日 
                        （   時   分 現在） 
  名張市災害対策本部長  様 
                                       

                     部 長 
 

 所属名 氏  名 配備日時 備 考  
       日  時  分～   
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２ 災害報告の種類（県・国） 

 
災害速報の際の用語の解釈  

 
被  害  報  告  内  容  基  準 

区分 被害の種類 説              明 

人 

的 

被 

害 

死 者  当該災害が原因で死亡し、死体を確認した場合、又は、死体を確認することができないが死

亡したことが確実な場合。 

行 方 不 明 者  当該災害が原因で所在不明となり、かつ死亡の疑いのある者とする。 

重 傷 者 

（ 軽 傷 者 ） 

 当該災害により負傷し、医師の治療を受け、または受ける必要のある者のうち、「重傷者」

とは１月以上の治療を要する見込のものとし、「軽傷者」とは、１月未満で治療できる見込の

ものとする。 

住 
 

 
 

家 
 

 
 

被 
 
 

 

害 

住 家  現実に居住のために使用している建物をいい社会通念上の住家であるかどうかを問わない。 

非 住 家  住宅以外の建物で他の項目に属さない物をいうものとする。 

ただし、これらの施設に、常時、人が居住している場合には、当該部分は住家とする。 

なお、非住家被害に該当する対象としては、全壊または半壊程度の被害を受けた棟のみとする。 

住 家 全 壊 

（ 流 失 、 全 焼 ） 

住家が滅失したもので、具体的には住家の損壊、消失もしくは流失した部分の床面積がその

住家の延床面積の 70％以上に達した程度のもの、または住家の主要構造物の被害額がその住

家の時価の 50％以上に達した程度のものとする。 

戸数ならびに世帯数及び人員を報告する。なお、住家被害戸数については「独立して家庭生

活を営むことができるように建築された建物または完全に区画された建物の一部」を戸の単位

として算定する。（半壊半焼も同様） 

住 家 半 壊  住家の損壊が甚だしいが、補修すれば元通りに再使用できる程度のもの。具体的には、損壊

部分がその住家の延床面積の 20％以上 70％未満のもの、または住家の主要構造物の被害額が

その住家の時価の 20％以上 50％未満のものとする。 

住 家 床 上 浸 水 住家の床以上に浸水したもの、および、全壊（焼）、半壊（焼）に該当しないが、土砂、竹

木等のたい積等のため、一時的に居住することができないものをいう。 

但し、同一の家屋で被害の程度が半壊以上に達している場合は、全壊または半壊として取り

扱う。 

住 家 床 下 浸 水 床上浸水にいたらない程度に浸水したもの。 

住 家 一 部 破 損 半壊（焼）、床上浸水、床下浸水に至らない程度のもの。但し、ガラスが数枚破損した程度

のごく小さいものは除く。 

なお、官公署、学校、病院、公民館、神社仏閣等は非住家とする。 

ただし、これらの施設に、常時人が居住している場合には、当該部分は住家とする。 

公 共 施 設 関 係  官公署庁舎、学校、病院、公民館、神社仏閣、教会その他これに類するもの。 

そ 
 

 
 

 

の 
 

 
 

 

他 

田

・

畑 

流 失 、 埋 没  耕土が流失し、又は砂利等のたい積のため耕作が不可能となった場合及び植付作物が流失し

た場合。 

冠 水  植付作物の先端が見えなくなる程度に水につかった場合。 

道 路  道路法に定める市町村道以上の道路。 

道 路 決 壊  自動車の通行が不能となった程度の被害。 
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区分 被害の種類 説              明 

橋 梁  市町村道以上の道路に架設した橋梁。 

堤 防  河川及び海岸の堤防。 

鉄 道 被 害  汽車、電車の通行が不能となった程度の被害。 

そ の 他 の 被 害  他の項目に属さない被害｡(通信施設被害、文化財等社会的影響のあるものなど) 

世 帯  生計を一つにしている実際の生活単位をいう。従って、同一家屋内の親子夫婦であっても、

生活の実態が別々であれば、当然二世帯となるわけである。また、主として学生等を宿泊させ

ている寄宿舎、下宿その他これに類する施設に宿泊するもので、共同生活を営んでいるものに

ついては、原則として、その寄宿舎等を一世帯として取り扱う。 

り 災 世 帯  全壊（焼）、流失、半壊（焼）、床上浸水の被害を受けた世帯とする。 

り 災 者  り災世帯の構成員。 
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【消防庁指定 第４号様式（その２）】 
（様式①） 
〔災害概況速報〕 
 

災害名        （第  報） 

災

害

の

概

況 

発 生 場 所  発 生 日 時    月  日  時  分 

 

被

害

の

状

況 

死 傷 者 
死  者   人 不明  人 

住 家  
全壊  棟 一部損壊  棟  

負 傷 者   人 計   人 半壊  棟 床上浸水   棟 

 

応

急

対

策

の

状

況 

 

報告日時 時    分 

市町村名 三重県名張市 

報 告 者  
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（様式②） 
【消防庁指定 第 4 号様式（その１）】 
 〔被害状況速報〕 
市    名 三 重 県     名張市 区      分 被      害 

災 害 名 
・ 

報告番号 

災 害 名 
 
第      報 
 

（  月  日  時現在） 

そ

の

他 

田 
流 失 ・ 埋 没 h

a  

冠 水 h
a  

畑 
流 失 ・ 埋 没 ha  

冠 水 ha  

報告者名  
文 教 施 設 箇

所  

病 院 箇

所  

区      分 被      害 道 路 箇

所  

人

的

被

害 

死 者 人  橋 り ょ う 箇

所  

行 方 不 明 者 人  河 川 箇

所  
負

傷

者 

重 傷 人  港 湾 箇

所  

軽 傷 人  砂 防 箇

所  

住

家

被

害 

全 壊 

棟  清 掃 施 設 箇

所  
世

帯  崖 く ず れ 箇

所  
人  鉄 道 不 通 箇

所  

半 壊 

棟  被 害 船 舶 隻  
世

帯  水 道 戸  
人  電 話 回

線  

一 部 破 損 

棟  電 気 戸  
世

帯  ガ ス 戸  
人  ブ ロ ッ ク 塀 等 箇

所  

床 上 浸 水 

棟  

   世

帯  
人  

床 下 浸 水 

棟  り 災 世 帯 数 世

帯  
世

帯  り 災 者 数 人  
人  

火

災

発

生 

建 物 件  

非

住

家 

公 共 建 物 棟  危 険 物 件  

そ の 他 棟  そ の 他 件  
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区       分 被    害 

 
 
 
 
 
 

名
張
市
災
害
対
策
本
部 

 
 
 
 
 
 

等
の
設
置
状
況 

月      日     時    分設置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
月      日     時    分廃止 
 

災害対策本部設置時間      時     分 

公 立 文 教 施 設 千円  

農 林 水 産 業 施 設 千円  

公 共 土 木 施 設 千円  

その他の公共施設 千円  

小 計 千円  

公共施設被害市町村数 団体  

そ

 
 

の

 
 

他 

農 業 被 害 千円  

林 業 被 害 千円  

畜 産 被 害 千円  災

害

救

助

法 

発

動

要

請

日

時 

月       日      時     分  

水 産 被 害 千円  

商 工 被 害 千円  

 
 

  

そ の 他 千円  消防職員出動延人数 人  

被 害 総 額 千円  消防団員出動延人数 人  

備 
 

 
 

 

考 

災害発生場所  

災害発生年月日 
災害の種類概況 
応急対策の状況 
・ 消防、水防、救急・救助等消防機関の活動状況 
・ 避難の勧告・指示の状況 
・ 避難所の設置状況 

・ 他の地方公共団体への応援要請、応援活動の状況 
・ 自衛隊の派遣要請、出動状況 
 

※被害額は省略することができるものとする。 
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 被 害 速 報 送 受 信 票  
 

№1                      人 的 被 害 の 状 況 

発生（覚知）日時 発 生 場 所 原   因 
年 齢 

性 別 
状 況  

氏 名 

職 業 
住  所 

       

 
№2                    住   家 等 被 害 の 状 況 

発 生 （ 覚 知 ） 日 時 発 生 場 所 原 因 
種 別 

そ の 他 
棟 数 世 帯 数 人 数 状  況 

        

 
№3                        避 難 の 状 況 

発 生 （ 覚 知 ） 日 時 発  生  地  区 発 令 等 避   難   場   所 世 帯 数 人数 

ピーク時 

解除日時 

世帯数 人 数 

         

 
№4                      市 町 村 道 路 通 行 止 め の 状 況 

発 生 （ 覚 知 ） 日 時 路 線 名 称 通行止め区間 解除見込み日時 原 因 摘 要  

      

 

№5                     水  道  被  害  の  状  況 

発生（覚知）日時  発生地域 原       因 戸 数 状 況  復旧見込日時 摘 要  

       

 
№6                      地 す べ り ・ 山 （ 崖 ） 崩 れ の 状 況 

発生（覚知）日時 発 生 場 所 状       況  
人 的 (家 屋 )被 害

の有無  
摘 要  
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№ 7                      船  舶  の  状  況  

発生（覚知）日時  発 生 場 所 原     因 船  舶  名 沈 没  流 出  破 損  摘 要 

        

 
№8                        田 畑 の 状 況 

発生（覚知）日時  発  生  場  所  
田 （ｈａ） 畑 （ｈａ） 

原    因 摘  要 
流  埋 冠  水 流  埋 冠  水 

        

 

№9                      そ の 他 の 状 況 

発生（覚知）日時 名   称  発  生  場  所  原 因  状     況  摘 要  

      

 
№ 10                      火 災 の 状 況  

発生（覚知）日時 発 生 地 域  火 災 の 状 況  火災件数  摘 要  

     

 

№ 11                    交 通 機 関 の 状 況  

発生（覚知）日時 名   称  運  休  区  間  復 旧 見 込 日 時 原      因  摘  要 

      

 
№ 12                    ラ イ フ ラ イ ン の 状 況  

発生（覚知）日時  名 称 発生地域 原    因 戸 数 状 況 復旧見込時間  摘  要 
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№ 13                      道 路 情 報  

発生（覚知）日時 番 号 
道路管理者  

路 線 名  
箇所名（規制区間） 

規制原因 

規制内容 

規制（災害)  

解除見込日時 

迂回路有無  

迂回路線名  
摘 要 
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災害救助法適用基準 1/2 に達したとき 

様式Ａ 

被  害  状  況  調  書 

 

 (  年  月  日  時  分 現在 ）               名 張 市 

人 
 

的 
 

被 
 

害 

 死           者 ア               人 

 行   方   不   明 イ               人 

負 
 

傷 

  重       傷 ウ               人 

  軽       傷 エ               人 

   小     計 オ               人 

計 カ               人 

住 
 

 
 

家 
 

 
 

の 
 

 
 

被 
 
 

 

害 

棟 
 

 
 

数 

全 壊 ･ 全 焼 又 は 流 失 キ               棟 

半 壊 又 は 半 焼 ク               棟 

一 部 破 損 ケ               棟 

床 上 浸 水 コ               棟 

床 下 浸 水 サ               棟 

世 
 

帯 
 

数 
 

及 
 

び 
 

人 
 

員 

全壊・全焼又は流失 
世 帯 シ              世帯 

人 員 ス               人 

半 壊 又 は 半 焼 
世 帯 セ              世帯 

人 員 ソ               人 

一 部 破 損 
世 帯 タ              世帯 

人 員 チ               人 

床 上 浸 水 
世 帯 ツ              世帯 

人 員 テ               人 

床 下 浸 水 
世 帯 ト              世帯 

人 員 ナ               人 

報 

告 

発  信   月  日  時  分  発 信 者 

受  信   月  日  時  分  受 信 者 

 (注)災害救助法によるもの。 
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住家の被害状況が、そ族・昆虫等駆除指示基準に達したとき 

様式Ｂ 

被  害  状  況  報  告 

    月  日現在                         名 張 市 

地区名 総戸数 
被  害  状  況 （ 戸 数 ） 

被害率 摘要 
全 壊 流 失 半 壊 床上浸水 床下浸水 計 

          

 

 （注）  １．この報告は、伝染病予防法によるものである。 

２．地区とは、慣習上又は行政上一つの区間として取扱われている地域であっ

て、一般に「字」又は「町」と呼称されている程度の範囲の地域をいう。 
 

                              床下浸水の戸数 
                全壊、流出、半壊、床上浸水の戸数 ＋ 
                                ５ 

  ３．被害率 ＝                                                            × １００ 

地 区 の 総 数 

（小数点以下３位四捨五入） 
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３ 水防活動実施報告書 
  各分団長は、水防活動終了後２日以内に別紙様式により水防管理者に報告する。 
 

水 防 活 動 実 施 報 告 書  
 

年   月   日 
 
                            作成責任者          印 

出 水 の 概 況          川 はん濫注意

水位雨量 
     ｍ 
     ㎜ 

水防実施箇所 
           右 
         川   岸       地先     ｍ 
           左 

日 時   自  月  日  時     至  月  日  時 

出 動 消防団員 地域住民 そ の 他 合  計 

人 員 人 人 人 人 

水防作業の概況 
及 び 工 法 

 箇 所 
                        ｍ 
 工 法 

水
防
の
結
果 

 
 

効  果 
 

被  害 

堤 防 
 

ｍ 
 

ｍ 

田 
 

㎡ 
 

㎡ 

畑 
 

㎡ 
 

㎡ 

家 
 

戸 
 

戸 

鉄 道 
 

ｍ 
 

ｍ 

道 路 
 

ｍ 
 

ｍ 

人 口 
 

人 
 

人 

その他 
 
 
 
 

使 
用 

資 

器 

材 

かます､俵  
居 住 者 の 
出 動 状 況  万年､土俵  

な わ  

丸 太  
水 防 関 係 
者 の 死 傷  そ の 他  

  

  
雨 量 水 位 
の 状 況    

  

備  考  水防活動に関する自己批判 

（注）水防を行った箇所ごとに作成すること。 
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４ 災害対策関係機関等電話一覧表 
 

機   関   名 所   在   地 電 話 番 号 防災無線専用電話 

 《国の機関及び指定公共機関等》     

 中央防災会議事務局  東京都千代田区霞ヶ関１丁目２番２号  ０３(３５９３)３３１１  

 内閣府   〃 千代田区永田町１丁目６番１号  〃 (５２５３)２１１１  

 文部科学省  東京都千代田区霞ヶ関３丁目２番２号  〃 (５２５３)４１１１  

 国土交通省      〃     ２丁目１番３号  〃 (５２５３)８１１１  

 厚生労働省      〃     １丁目２番２号  〃 (５２５３)１１１１  

 農林水産省      〃     １丁目２番１号  〃 (３５０２)８１１１  

 総務省      〃     ２丁目１番２号  〃 (５２５３)５１１１  

 消防庁      〃        〃  〃 (５２５３)５１１１  

 近畿地方整備局  大阪市中央区大手前１の５の４４  ０６（６９４２）１１４１  

    〃   木津川上流河川事務所  名張市木屋町８１２の１  ０５９５(６３)１６１１  

 東海財務局津財務部事務所  津市桜橋２丁目１２９  ０５９(２２５)７２２１  

 東海農政局 三重県拠点  津市広明町４１５の１   〃 (２２８)３１５１  

 〃 木曽川水系土地改良調査管理事務所青蓮寺支所 伊賀市緑ヶ丘本町１５０７－３  ０５９５(２６)２１５３  

 津地方気象台       観測予報窓口  津市島崎町 327 の 2 津第二地方合同庁舎 5Ｆ  ０５９(２２８)２０２２  

    〃          防災管理窓口 津市島崎町 327 の 2 津第二地方合同庁舎 5Ｆ  ０５９(２２８)６８１８  

 陸上自衛隊 久居駐屯地 第 33 普通科連隊 連隊本部  久居市新町９７５  ０５９(２５５)３１３３  

 独立行政法人 水資源機構 木津川ダム総合管理所  名張市下比奈知２８１１の２  ０５９５(６４)８９６１  

             〃      青蓮寺ダム管理所  名張市中知山１の１６６  ０５９５(６３)１２８９  

             〃      比奈知ダム管理所  名張市上比奈知字熊走り１７０６  ０５９５(６８)７１１１  

             〃      室生ダム管理所  奈良県宇陀市室生大野３８４６  ０７４５(９２)２３２０  

NTT ﾌｨｰﾙﾄﾞﾃｸﾉ東海支店三重営業所 

ﾌｨｰﾙﾄﾞ統括災害対策担当 
  津市丸之内２８の３８  ０５９(２２３)９３３０ 

 

 日本赤十字社三重県支部  津市栄町１丁目８９１  ０５９(２２７)４１４５  

 中部電力パワーグリッド株式会社 伊賀営業所  伊賀市四十九町８６２－４  ０５９５(２４)９２０２  

 近畿日本鉄道株式会社  大阪市天王寺区上本町６丁目１番５５  ０６（７７５）３３０９  

     〃     名張駅  名張市平尾２９６１  ０５９５(６３)０２６９  

 名張近鉄ガス株式会社  名張市桔梗が丘１番町１街区５の１    〃 (６５)２３１１  

 三重交通株式会社  津市中央１番１号  ０５９(２２９)５５１１  

    〃      伊賀営業所  名張市西田原字大野田４５０  ０５９５(６６)３７１５  

 ＮＨＫ津放送局  津市丸之内養正町４番８号  ０５９(２２９)３０００  

 名張郵便局  名張市栄町２９３０の１  ０５９５(６４)２４２８  

 中部運輸局三重陸運支局  津市雲出長常町字六ノ割１１９０の９  ０５９(２３４)８４１１  

    

 《県 関 係》     

 三重県 防災対策部 防災対策総務課 企画総務班  津市広明町１３  ０５９(２２４)２１８１  

〃     〃 防災航空班(防災ヘリ)     〃   〃 (２３５)２５５５  

    〃  防災企画・地域支援課 地域支援班     〃   〃 (２２４)２１８５  

    〃  災害対策課 災害対策班     〃   〃 (２２４)２１８９  

〃  災害対策課 災害訓練班(自衛隊派遣)     〃 〃 (２２４)２１８６  

 三重県 地域連携部 市町行財政課 企画・分権班     〃   〃 (２２４)２１７０  

伊賀地域防災総合事務所地域調整防災室(地域防災課  伊賀市四十九町２８０２ 伊賀庁舎３Ｆ  ０５９５(２４)８００３  

 伊賀建設事務所           保全室        〃            伊賀庁舎６Ｆ  ０５９５(２４)８２１０  

 伊賀保健所        保健衛生室       〃      伊賀庁舎２Ｆ   〃  (２４)８０７０  

 伊賀農林事務所      総務企画室       〃      伊賀庁舎５Ｆ   〃  (２４)８１００   

 三重県警察本部  津市栄町１－１００  ０５９（２２２）０１１０  

 名張警察署  名張市蔵持町芝出８３７の３  ０５９５(６２)０１１０  

    

  《市町関係》     

  津 市役所  危機管理部  危機管理課  津市西丸之内２３番１号  ０５９(２２９)３２８１  

     〃     〃     防災室       〃   ０５９(２２９)３１０４  

 四日市 〃  危機管理室  四日市市諏訪町１番  ０５９(３５４)８１１９  

 伊勢 〃危機管理部 危機管理課 防災危機管理係  伊勢市岩淵１丁目７番２９号  ０５９６(２１)５５２３  

 松阪  〃  防災対策課 防災係  松阪市殿町１３４０の１  ０５９８(５３)４０３４  

 桑名  〃  防災・危機管理課 災害対策係  桑名市中央町２丁目３７  ０５９４(２４)１１８５  22-4010 

 伊賀  〃  総合危機管理課  伊賀市丸之内１１６  ０５９５(２２)９６４０  24-4010 
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機   関   名 所   在   地 電 話 番 号 防災無線専用電話 

 鈴鹿 市役所 危機管理部 防災危機管理課  鈴鹿市神戸１丁目１８番１８号  ０５９３(８２)９９６８  22-4440 

 名張  〃  危機管理室  名張市鴻之台１番町１番地  ０５９５(６３)７２７１  24-4020 

 尾鷲  〃  防災危機管理課 総合防災係  尾鷲市中央町１０番４３号  ０５９７(２３)８１１８  27-4010 

 亀山   〃   防災安全課 防災安全ｸﾞﾙｰﾌﾟ  亀山市本丸町５７７  ０５９５(８４）５０３５  22-4210 

 鳥羽  〃  総務課 防災危機管理室  鳥羽市鳥羽３丁目１番１号  ０５９９(２５)１１１８  26-4020 

 熊野  〃  防災対策推進課 防災対策推進係  熊野市井戸町７９６ 0597(89)4111 内線 336､337  28-4010 

宇陀    〃   総務部 危機管理課 奈良県宇陀市榛原下井足１７の３ ０７４５(８２)１３０４  

 山添村役場  総務課  奈良県山辺郡山添村大西１５１  ０７４３(８５)００４１  

 曽爾村 〃  総務課   〃 宇陀郡曽爾村今井４９５の１  ０７４５(９４)２１０１  

 《消  防 関 係》     

 桑名市  消防本部 総務課  桑名市大字江場７  ０５９４(２４)５２７３  22-4080 

 四日市市   〃     総務課   四日市市西新地１４番４号  ０５９３(５２)２００２  22-4470 

 菰野町    〃   消防総務課  菰野町大字潤田４４１８  ０５９３(９４)３２１１  22-4290 

 鈴鹿市    〃  鈴鹿市飯野寺家町２１７の１  ０５９(３８２)０５００  22-4480 

 亀山市    〃  亀山市野村四丁目１の２３  ０５９５(８２)０２４４  22-4280 

 津市     〃   消防総務課 津市久居明神町２２７６  ０５９(２５４)０３５１  23-4090 

 松阪地区   〃   総務課  松阪市川井町１００１の１  ０５９８(２５)１４１１  25-4060 

 伊勢市  消防本部  伊勢市楠部町１５９番地１１  ０５９６(２５)１２６１  26-4080 

 鳥羽市    〃  鳥羽市船津町２８１  ０５９９(２５)２８２１  26-4090 

 志摩   広域消防組合  志摩市阿児町鵜方３０８０  ０５９９(４３)１４１８  26-4280 

 紀勢地区   〃  多気郡大台町弥起井３２９－３  ０５９８(８２)３６１１  

 三重紀北 消防組合 消防総務課  尾鷲市中川２８番４３号  ０５９７(２２)２０２１  27-4040 

 熊野市  消防本部  熊野市有馬町１３６５番地１  ０５９７(８９)０１１９  28-4060 

 伊賀市消防本部 消防総務課  伊賀市緑ヶ丘東町９２０  ０５９５(２４)９１００  24-4080 

   〃     中消防署 警防係       〃  ０５９５(２４)９１０７  

〃          東消防署 警防係  伊賀市下柘植７３４の１  ０５９５(４５)３１００  

   〃      南消防署 警防係  伊賀市青山町羽根４１の１   〃  (５２)１１５１  

 名張市消防本部 名張消防署 名張市鴻之台１番町２  ０５９５(６３)０９９９  24-4090 

   〃     名張消防署 桔梗が丘分署  名張市桔梗が丘６番町１－１３１の３   〃  (６５)２０００  

   〃       〃   つつじが丘出張所  名張市つつじが丘南７番町３６の３   〃  (６８)１０５７  

 名張市消防団事務局 名張市鴻之台１番町２   〃  (６３)５９９０  

 奈良県広域消防組合  奈良県橿原市慈明寺町１４９－３ ０７４４（２６）０１１９  

 《保健・衛生関係》     

 名張市保健センタ－  名張市朝日町１３６１の４  ０５９５(６３)６９７０  

 名張市応急診療所       〃   〃  (６３)３９１３  

 名張市立病院  名張市百合が丘西１番町１７８   〃  (６１)１１００  

伊賀南部クリーンセンター 

(伊賀南部環境衛生組合事務局) 

 伊賀市奥鹿野１９９０   〃  (５３)１１２０  

 伊賀南部ストックヤード  名張市青蓮寺２７２３   

 伊賀南部最終処分場  名張市下比奈知７３７   

 伊賀南部浄化センタ－  名張市薦生１８１０   〃  (６３)１２１１  

 《上 下 水 道 関 係》     

 名張市上下水道部お客様センター  名張市下比奈知２８２０  ０５９５(６３)４１１１  

名張市上下水道部浄水室(富貴ヶ丘浄水場)            〃    〃   (６３)４１１７  

 大屋戸浄水場   〃 大屋戸３５２   〃  (６３)１２０２  

 名張市中央浄化センター   〃 蔵持町里 2９２８   〃  (６１)２００８  

    

 《そ の 他》     

 ミエライス 本店  津市庄田町１９５７番地   ０５９(２５６)０３１１  

 名賀医師会事務局  名張市朝日町１３６１の４  ０５９５ (６４)２３２１  

 名張商工会議所   〃 南町８２２の２   〃  (６３)００８０  

 名張土木協力会協同組合   〃 南町８２２の２   〃  (６３)８０７５  
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第５章 関係法令及び主な協定等 
 

１ 名張市防災会議条例 
 

〔沿革〕 

   制定 昭和 38 年 3月 27 日条例第 9 号 

 改正 平成 12 年 3月 29 日条例第１号 

平成 24 年 9 月 28 日条例第 27 号 
 （目 的） 

第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 16 条第６項の規定に基づき、

名張市防災会議（以下「防災会議」という。）の所掌事務及び組織を定めることを目的とする。 

 

 （所掌事務） 

第２条 防災会議は、次に掲げる事務をつかさどる。 

（１）名張市地域防災計画を作成し、及びその実施を推進すること。 

（２）市長の諮問に応じて市の地域に係る防災に関する重要事項を審議すること。 

（３）前号に規定する重要事項に関し、市長に意見を述べること。 

（４）市の水防計画その他水防に関する調査、審議 

（５）前各号に掲げるもののほか、法律又はこれに基づく政令によりその権限に属する事務 

 

 （会長及び委員） 

第３条 防災会議は、会長及び委員をもって組織する。 

２ 会長は、市長をもって充てる。 

３ 会長は、会務を総理する。 

４ 会長に事故があるときは、あらかじめその指名する委員がその職務を代理する。 

５ 委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

（１）指定地方行政機関の職員のうちから市長が委嘱する者 

（２）三重県の知事の内部の職員のうちから市長が委嘱する者 

（３）三重県警察の警察官のうちから市長が委嘱する者 

（４）市長がその部内の職員のうちから指名する者 

（５）教育長 

（６）消防長及び消防団長 

（７）指定公共機関又は指定地方公共機関の職員のうちから市長が委嘱する者 

（８）自主防災組織を構成する者又は学識経験のある者のうち市長が委嘱する者 

６ 前項第１号、第２号、第３号、第４号、第７号及び第８号の委員の定数は、それぞれ市長が別 

 に定めるものとする。 

７ 第５項第７号及び第８号の委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、その前任者

の残任期間とする。 

８ 前項の委員は、再任されることができる。 

 

 （専門委員） 

第４条 防災会議に専門の事項を調査させるため、専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、関係地方行政機関の職員、三重県の職員、市の職員、関係指定公共機関の職員、関 

 係指定地方公共団体の職員及び学識経験のある者のうちから市長が任命又は委嘱する。 

３ 専門委員は、当該専門の事項に関する調査が終了したときは、解任されるものとする。 

 

 （議事等） 

第５条 前各条に定めるもののほか、防災会議の議事その他防災会議の運営に関し必要な事項は、会

長が防災会議に諮って定める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 12 年 3 月 29 日条例第 1 号抄） 

（施行期日） 

１ この条例は、平成１２年４月１日から施行する。 
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（関係条例の廃止） 

４ 次に掲げる条例は、廃止する。 

（２）名張市水防協議会条例(昭和 35 年条例第 1 号) 

  附 則（平成 24 年９月 28 日条例第 27 号） 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例の施行に伴い新たに委嘱される委員の任期は、改正後の第３条第７項の規定にかかわ

らず、平成 26 年３月 31 日までとする。 
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名 張 市 防 災 会 議 委 員 名 簿  

                 職            名 

 会 長  名 張 市 長  

 委 員  近 畿 地 方 整 備 局 木 津 川 上 流 河 川 事 務 所 長  

  〃  伊 賀 地 域 防 災 総 合 事 務 所 長 

  〃  三 重 県 伊 賀 建 設 事 務 所 長  

  〃  名 張 警 察 署 長  

  〃  独 立 行 政 法 人 水 資 源 機 構 木 津 川 ダ ム 総 合 管 理 所 長  

  〃  独立行政法人水資源機構木津川ダム総合管理所 青蓮寺ダム管理所長  

  〃  独立行政法人水資源機構木津川ダム総合管理所 室生ダム管理所長  

  〃  独立行政法人水資源機構木津川ダム総合管理所 比奈知ダム管理所長  

  〃  西 日 本 電 信 電 話 （ 株 ） 三 重 支 店 設 備 部 長  

  〃  一 般 社 団 法 人 名 賀 医 師 会 理 事  

  〃  中部電力パワーグリッド ( 株 ) 伊 賀 営 業 所 長 

  〃  近 畿 日 本 鉄 道 ( 株 ) 名 張 駅 長 

  〃  三 重 交 通 ( 株 ) 伊 賀 営 業 所 長 

  〃  名 張 近 鉄 ガ ス ( 株 ) 代 表 取 締 役 社 長 

  〃  地 域 づ く り 代 表 者 会 議 会 長  

  〃  名 張 市 消 防 団 長  

  〃  名 張 市 身 体 障 害 者 互 助 会 会 長  

  〃  名 張 市 老 人 ク ラ ブ 連 合 会 会 長  

  〃  名 張 市 消 防 団 本 団 女 性 部 部 長  

  〃  み え 防 災 コ ー デ ィ ネ ー タ ー  

  〃  名 張 市 民 生 委 員 児 童 委 員 協 議 会 連 合 会  

  〃  伊 賀 人 権 擁 護 委 員 協 議 会 名 張 地 区 会  

  〃  名 張 市  副 市 長 

  〃  〃  教 育 長 

  〃  〃  消 防 長 

  〃  〃  総 務 部 長 

  〃  〃  総 務 部 財 政 担 当 部 長 

  〃  〃  地 域 環 境 部 長 

  〃  〃  市 民 部 長 

  〃  〃  福 祉 子 ど も 部 長 

  〃  〃  福祉子ども部健康・子ども担当部長 

  〃  〃  福祉子ども部保育・家庭担当部長 

  〃  〃  産 業 部 長 

  〃  〃  都 市 整 備 部 長 

  〃  〃  上 下 水 道 部 長 
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  〃  〃  市 立 病 院 副 院 長 

  〃  〃  市 立 病 院 事 務 局 長 

 委 員  〃  教 育 次 長 

  〃  〃  議 会 事 務 局 長 

  〃  伊 賀 南 部 環 境 衛 生 組 合 事 務 局 長  

  〃  〃  統 括 監 
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２ 名張市災害対策本部条例 
 

〔沿革〕 
制定 昭和 38 年 3 月 27 日名張市条例 第 10 号 
改正 平成 12 年 3 月 29 日名張市条例 第 16 号 

平成 24 年 9 月 28 日名張市条例 第 26 号 
 
（目 的） 
第１条 この条例は、災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）第 23 条の２第８項の規 
 定に基づき、名張市災害対策本部に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 
 
（組 織） 
第２条 災害対策本部長は、災害対策本部の事務を総括し、本部の職員を指揮監督する。 
２ 災害対策副本部長は、災害対策本部長を助け、災害対策本部長に事故があるときは、 
 その職務を代理する。 
３ 災害対策本部員は、災害対策本部長の命を受け、災害対策本部の事務に従事する。 
 
（ 部 ） 
第３条 災害対策本部長は、必要と認めるときは、災害対策本部に部を置くことができる。 
２ 部に属すべき災害対策本部員は、災害対策本部長が指名する。 
３ 部に部長を置き、災害対策本部長の指名する災害対策本部員がこれに当る。 
４ 部長は、部の事務を掌理する。 
 
（雑 則） 
第４条 前３条に定めるもののほか、災害対策本部に関し必要な事項は、災害対策本部長 
 が定める。 
 
   附 則 
 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 12 年 3 月 29 日条例第 16 号) 
 この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(平成 24 年９月 28 日条例第 26 号) 
 この条例は、公布の日から施行する。 
 
３ 名張市災害対策本部組織規程 
 
  〔沿革〕 
   制定 昭和 51 年 6 月 12 日規程第 16 号     

 改正 昭和 52 年 4 月 11 日規程第  7 号       改正  昭和 56 年 8 月 21 日規程第 5 号 
〃  昭和 58 年 7 月 28 日規程第  5 号       〃  昭和 59 年 6 月 30 日規程第 5 号 
〃  昭和 62 年 6 月 19 日規程第  5 号           〃  昭和 63 年 5 月 ２日規程第 6 号 
〃  平成 元年 6 月 ９日規程第 10 号           〃  平成 2 年 11 月 １日規程第 14 号 
〃  平成 3 年 3 月 30 日規程第  7 号           〃  平成 3 年 9 月 10 日規程第 16 号 
〃  平成 4 年 8 月 20 日規程第  5 号           〃  平成 5 年 6 月 11 日規程第 3 号 
〃  平成 6 年 10 月 19 日規程第 15 号           〃  平成 7 年 8 月 22 日規程第 7 号 
〃  平成 ７年 11 月 22 日規程第 15 号           〃  平成 8 年 10 月 21 日規程第 10 号 
〃  平成 10 年 1 月 29 日規程第  2 号           〃  平成 11 年 7 月 26 日規程第 9 号 
〃  平成 12 年 6 月 13 日規程第  7 号           〃  平成 13 年 4 月 23 日規程第 7 号 
〃  平成 14 年 8 月 1 日規程第  8 号       〃  平成 15 年 6 月 17 日規程第 7 号 
〃  平成 16 年 5 月 12 日規程第  7 号           〃   平成 17年 12 月 27 日規程第 20 号 
 〃  平成 18 年 3 月 31 日規程第  4 号           〃  平成 18 年 9 月 13 日規程第 19 号 
 〃  平成 19 年 3 月 30 日規程第  7 号           〃  平成 19 年 6 月 29 日規程第 34 号 
〃  平成 21 年 8 月 25 日規程第  8 号           〃  平成 22 年 5 月 31 日規程第  5 号 
〃  平成 23 年 3 月 31 日規程第  5 号           〃  平成 24 年 3 月 30 日規程第  6 号 
〃  平成 25 年 4 月 30 日規程第  5 号           〃  平成 26 年 5 月 30 日規程第  3 号 
〃  平成 27 年 3 月 31 日規程第  3 号           〃  平成 28 年 3 月 31 日規程第  3 号 
〃  平成 29 年 3 月 29 日規程第  3 号           〃  平成 29 年 3 月 31 日規程第  6 号 

     〃  平成 31 年 3 月 8 日規程第  1 号           〃  令和 2 年 6 月 30 日規程第  6 号 
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（目 的） 
第１条 この規程は、名張市災害対策本部条例（昭和 38 年名張市条例第 10 号）第 4 条の 

規定に基づき、名張市災害対策本部（以下「対策本部」という。）の円滑な運営を期する 
ため、必要な事項を定めることを目的とする。 

 
（部の設置等） 
第２条 対策本部に設置する部及び班並びに所掌事務は、別表のとおりとする。 
２ 別表に定めるもののほか、当該各部及び各班は、主管に属する被害調査を行うものとす 

る。 
 
（災害対策連絡会議） 
第３条  災害の予防及び災害応急対策の円滑な実施を図るため、災害対策本部員会議を設置

し、関係機関と連携して総合災害対策を図り、対策本部の意思決定を行う。 
２ 災害対策本部員会議は、本部長が総理し、副本部長及び対策本部員をもって構成する。 
 
（任 命） 
第４条 災害対策副本部長、対策本部員、部長、副部長及び班長は、別に任命するもののほ

かは、別表によってそれぞれ任命したものとみなす。 
 
 
   附 則 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 52 年４月 11 日規程第 7 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 56 年 8 月 21 日規程第 5 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 58 年 7 月 28 日規程第 5 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 59 年 6 月 30 日規程第 5 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 62 年 6 月 19 日規程第 5 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（昭和 63 年 5 月 2 日規程第 6 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成元年 6 月 9 日規程第 10 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成２年 11 月 1 日規程第 14 号） 
 この規程は、平成２年 11 月１日から施行する。 

附 則（平成 3 年 3 月 30 日規程第 7 号） 
 この規程は、平成 3 年 4 月１日から施行する。 

附 則（平成 3 年 9 月 10 日規程第 16 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 4 年 8 月 20 日規程第 5 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 5 年 6 月 11 日規程第 3 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 6 年 10 月 19 日規程第 19 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 
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附 則（平成 7 年 8 月 22 日規程第 7 号） 
この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 7 年 11 月 22 日規程第 15 号） 
 この規程は、公布の日から施行し、平成７年 10 月 1 日から適用する。 

附 則（平成 8 年 10 月 21 日規程第 10 号） 
 この規程は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 10 年 1 月 29 日規程第 2 号） 
 この規程は、公布の日から施行し、平成 9 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則（平成 11 年 7 月 26 日規程第 9 号） 
 この規程は、公布の日から施行し、平成 11 年 7 月 1 日から適用する。 

附 則（平成 12 年 6 月 13 日規程第 7 号） 
 この規程は、公布の日から施行し、平成 12 年 4 月 1 日から適用する。 

附 則（平成 13 年 4 月 23 日規程第 7 号）         
この規程は、公布の日から施行し、改正後の名張市災害対策本部組織規程の規定は、平成

13 年 4 月 1 日から適用する。 
附 則（平成 14 年 8 月 1 日規程第 8 号）        

この規程は、公布の日から施行し、改正後の名張市災害対策本部組織規程の規定は、平成

14 年 6 月 1 日から適用する。 
附 則（平成 15 年 6 月 17 日規程第 7 号）        

この規程は、公布の日から施行し、改正後の名張市災害対策本部組織規程の規定は、平成

15 年 4 月 1 日から適用する。 
附 則（平成 16 年 5 月 12 日規程第 7 号）      

この規程は、公布の日から施行し、改正後の名張市災害対策本部組織規程の規定は、平成

16 年 4 月 1 日から適用する。 
附 則（平成 17 年 12 月 27 日規程第 20 号）           

この規程は、平成 18 年 1 月 1 日から施行する。 
附 則（平成 18 年 3 月 31 日規程第 4 号）      

この規程は、平成 18 年 4 月 1 日から施行する。 
附 則（平成 18 年 9 月 13 日規程第 19 号）            

この規程は、公表の日から施行し、改正後の名張市災害対策本部組織規程の規定は、平成

18 年 7 月 1 日から適用する。 
附 則（平成 19 年 3 月 30 日規程第 7 号） 

 (施行期日) 

1 この規定は、平成 19 年 4 月 1 日から施行する。 
 (名張市災害対策本部組織規程の一部改正に伴う経過措置) 
2 地方自治法の一部を改正する法律(平成 18 年法律第 53 号)附則第３条第１項の規定により

収入役として在職するものとされた者は、第３条の規定による改正前の名張市災害対策本部

組織規程別表第１及び別表第２の規定は、なおその効力を有する。 
附 則（平成 19 年 6 月 29 日規程第 34 号）      

この規程は、公布の日から施行し、平成 19 年 7 月 1 日から適用する。 
附 則（平成 21 年 8 月 25 日規程第 8 号）      

この規程は、公表の日から施行する。 
附 則（平成 22 年 5 月 31 日規程第 5 号）   

この規程は、平成 22 年 6 月 1 日から施行する。 
附 則（平成 23 年 3 月 31 日規程第 5 号）           

この規程は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 
附 則（平成 24 年 3 月 30 日規程第 6 号）      

この規程は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 
附 則（平成 25 年 4 月 30 日規程第 5 号）           

この規程は、公表の日から施行する。 
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附 則（平成 26 年 5 月 30 日規程第 3 号）    
この規程は、平成 26 年 6 月 1 日から施行する。 

附 則（平成 27 年 3 月 31 日規程第  3 号）            

この規程は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 
附 則（平成 28 年 3 月 31 日規程第 3 号）      

この規程は、平成 28 年 4 月 1 日から施行する。 
附 則（平成 29 年 3 月 29 日規程第  3 号）           

この規程は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
附 則（平成 29 年 3 月 31 日規程第 6 号）    

この規程は、平成 29 年 4 月 1 日から施行する。 
附 則（平成 31 年３月８日規程第１号） 

この規程は、平成 31 年４月１日から施行する。 
附 則（令和２年６月 30 日規程第６号） 

この規程は、令和２年７月１日から施行する。 
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４ 名張市防災行政無線運営協議会規約 

平成 8 年 4 月 22 日規則第 20 号 

名張市防災行政無線運営協議会規約 

 （設置） 

第１条 名張市が開設する防災行政無線設備の適切な運営により、災害を未然に防止

し、災害が発生した場合における被害の拡大を防ぎ、及び災害の復旧を図るための通

信（以下「防災行政通信」という。）を確保することを目的として、名張市防災行政

無線運営協議会（以下「協議会」という。）を設置する。 

（組織） 

第２条 協議会は、前条の目的を達成するため、名張市、防災関係機関及び生活関連機

関で、別表に掲げる者からなる会員をもって組織する。 

２ 会員は、名張市防災行政無線運営協議会会員名簿に登録する。 

（会長及び副会長） 

第３条 協議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長は、名張市長をもって充てる。 

３ 副会長は、名張市副市長をもって充てる。 

４ 会長は、協議会を代表し、会務を総理する。 

５ 副会長は会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職

務を代理する。 

（会議） 

第４条 協議会の会議は、必要に応じて会長が招集する。 

（付議事項） 

第５条 協議会の会議においては、次の事項を審議する。 

(１) 規約の制定、改廃に関する事項 

(２) 防災行政通信の運用計画及び実施に関する事項 

(３) 防災行政通信の訓練計画及び実施に関する事項 

(４) その他必要な事項 

（防災行政通信の実施） 

第６条 会員は、名張市地域防災計画に基づき、会長の指揮により防災行政通信を行

う。 

（無線局の管理及び運用） 

第７条 会員は、別に定めるところにより、無線局を適正に管理及び運用しなければな

らない。 

（無線局の運用訓練） 

第８条 会員は、災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に円滑な防災行政通信

が確保できるよう、平素から訓練を行わなければならない。 

（無線局管理者の選任） 

第９条 会員は、所属する団体又は機関において、それぞれ無線局管理責任者を定める

ものとする。 

２ 会員は、無線局管理責任者を定めた場合には、無線局管理責任者届出書（様式第１

号）により会長に届け出るものとし、変更した場合も、同様とする。 

（無線局運用証明書） 

第10条 会長は、会員に無線局運用証明書（様式第２号）を交付する。 

２ 会員は、無線局を操作するとき、必ず無線局運用証明書を携帯しなければならな

い。 

（地域防災計画） 

第11条 協議会に関する事項は、名張市地域防災計画に規定する。 

２ 協議会に関する事項に変更があった場合も、同様とする。 

（事務局） 
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第12条 協議会の事務局を名張市危機管理室に置く。 

２ 事務局に書記を置き、危機管理室職員をもって充てる。 

３ 事務局は、会長の命を受け、協議会の事務を処理する。 

（費用） 

第13条 協議会にかかる経費は、原則として名張市の負担とする。 

（規約等の届出） 

第14条 協議会の規約及び会員名簿は、東海総合通信局長に届け出るものとし、変更し

た場合も、同様とする。 

附 則 

この規約は、公布の日から施行し、平成８年４月１日から適用する。 

附 則（平成10年１月29日規則第４号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成９年４月１日から適用する。 

附 則（平成11年７月26日規則第11号） 

この規則は、公布の日から施行し、平成11年７月１日から適用する。 

附 則（平成12年７月４日規則第36号） 

この規則は、平成12年７月１日から施行する。 

附 則（平成13年３月13日規則第６号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線運営協議会規約の規

定は、平成13年１月６日から適用する。 

附 則（平成13年３月30日規則第10号抄） 

この規則は、平成13年４月１日から施行する。 

附 則（平成13年４月23日規則第13号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線運営協議会規約の規

定は、平成13年４月１日から適用する。 

附 則（平成14年４月２日規則第26号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線運営協議会規約の規

定は、平成14年３月１日から適用する。 

附 則（平成15年３月31日規則第23号） 

この規則は、平成15年４月１日から施行する。 

附 則（平成15年７月４日規則第36号） 

この規則は、公布の日から施行する。ただし、次の各号に掲げる改正規定は、それぞ

れ当該各号に定める日から適用する。 

(１) 別表国土交通省近畿地方整備局木津川上流工事事務所の項の改正規定 平成15

年４月１日 

(２) 別表近畿日本鉄道（株）名張駅の項の改正規定 平成15年６月28日 

(３) 別表中部電力（株）名張営業所の項の改正規定 平成15年７月１日 

附 則（平成16年５月24日規則第17号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線運営協議会規約の規

定は、平成19年10月１日から適用する。 

附 則（平成 20年４月１日規則第 23 号） 

この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 21年３月 31 日規則第 18号） 

この規則は、平成 21 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 22年３月 17 日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線運営協議会規約の規定は

平成 22 年１月 29 日から適用する。 
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附 則（平成 24年３月 30 日規則第 17号） 

この規則は、平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 25年３月 12 日規則第５号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成 28年３月 31 日規則第 18号） 

この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 29年３月 29 日規則第 19号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成 29 年４月１日から施行する。 



67 

 

別 表 （ 第 ２ 条 関 係 ）  

 

名 張 市 防 災 行 政 無 線 運 営 協 議 会 会 員  

 

団体名（機関名） 役職名 

名張市 市長 

名張市 副市長 

国土交通省近畿地方整備局木津川上流河川事務所 所長 

日本郵便(株)名張郵便局 局長 

独立行政法人水資源機構木津川ダム総合管理所 所長 

独立行政法人水資源機構木津川ダム総合管理所青蓮寺ダム管理所 所長 

独立行政法人水資源機構木津川ダム総合管理所比奈知ダム管理所 所長 

名張警察署 署長 

（一社）名賀医師会 会長 

中部電力パワーグリッド(株) 伊賀営業所 所長 

近畿日本鉄道（株）名張駅 駅長 

三重交通(株)伊賀営業所 所長 

名張近鉄ガス(株) 代表取締役 

名張市土木協力会 会長 

(株)アドバンスコープ 代表取締役社長 

地域づくり代表者会議 会長 

名張市消防団 団長 

名張市 統括監 

名張市 総務部長 

名張市 地域環境部長 

名張市 市民部長 

名張市 福祉子ども部長 

名張市 産業部長 

名張市 都市整備部長 

名張市 上下水道部長 

名張市 市立病院事務局長 

名張市教育委員会 教育次長 

名張市消防本部 消防長 

伊賀南部環境衛生組合 事務局長 
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様式第１号（第９条関係） 

 

無 線 局 管 理 責 任 者 届 出 書  

 

 

 

                                年  月  日 

 

  名張市防災行政無線 

   運営協議会会長 

  名張市長           様 

 

                     住 所 

                 届出者 団体名(機関名) 

                     役職・氏名           

 

   名張市防災行政無線運営協議会における無線局管理責任者を選任(変更)したので届 

け出ます。 

 

 

新無線局管理責任者 

 

役  職 ・ 氏  名 

 

 

 

旧無線局管理責任者 

 

役  職 ・ 氏  名 

 

 

 

 

就任（変更）年月日 

 

 

           年    月    日 

 

 

 

変 更 の 理 由 
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様式第２号（第１０条関係） 

 

無 線 局 運 用 証 明 書  

 

 

  運 

 

 

  用 

 

 

  者 

 住 所 

 

 

 

 団 体 名 ( 機 関 名 ) 

 

 

 

 役 職 及 び 氏 名 

 

 

 

運用する無線局の免許番号 

 

 

 

運 用 す る 無 線 局 の 目 的 

 

 

 

運 用 す る 期 間 

 
       年   月   日 か ら 
 
       年   月   日 ま で 
 

 

 上記のとおり、名張市が免許を受けている無線局を運用していることを証明します。 

 

      年   月   日 

 

             住 所  名張市鴻之台１番町１番地 

        免許人 

             氏 名  名張市長           ㊞ 
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５ 名張市防災行政無線管理運用規程 

平成 8 年 4 月 22 日規程第 5 号 

名張市防災行政無線管理運用規程 

 （目的） 

第１条  この規程は、別の法令等に定めがあるもののほか、名張市における防災行政の責務

を遂行するため、防災行政無線の適正かつ能率的な管理運用を図ることを目的とする。 

 

 （用語の意義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

（１）防災行政無線 地域防災に関する名張市と防災関係機関と生活関連機関とが行う通信

をいう。 
  （２）無線局 防災行政無線の無線設備及びその操作を行う者の総体をいう。 

  （３）無線設備 電波を送り、又は受けるための電気的設備をいう。 

（４）基地局 統制局と陸上移動局及び陸上移動局と陸上移動局の中継を行う無線局をい

う。 
  （５）陸上移動局 陸上移動中又はその特定しない地点に停止中運用する無線局をいう。 

（６）統制局 名張市役所庁舎内に開設し、陸上移動局との通信及び通信の統制を行う無線

局をいう。 

 

 （管理部室） 

第３条 無線局の統括管理は、危機管理室が行うものとする。 

 

 （無線管理者） 

第４条 無線局に無線管理者を置く。 

２ 無線管理者は、危機管理室長をもって充てる。 

３ 無線管理者は、名張市地域防災無線の運用に関する業務を統括する。 

 

 （通信取扱責任者） 

第５条 無線局に通信取扱責任者を置く。 

２ 通信取扱責任者は、危機管理室員をもって充てる。 

３ 通信取扱責任者は、無線管理者の命を受け、無線局の事務を処理する。 

 

 （通信担当者） 

第６条 通信担当者は、電波法（昭和 25年法律第 131 号）に規定する無線従事者で、無線設

備を操作しうる資格を有する者のうち、市長が認めた者とする。 

２ 通信担当者は、通信取扱責任者の命を受け、無線設備の操作を行うものとし、無線業務

日誌の記載を行うものとする。 

３ 通信担当者は、通信の相手方である陸上移動局の無線設備を操作する通信取扱者（以下

「通信者」という。）を指揮監督する。 

 

 （陸上移動局の無線局管理責任者） 

第７条 陸上移動局にそれぞれ無線局管理責任者を置く。 

２ 無線局管理責任者は、配備先所属長をもって充てる。 

３ 無線局管理責任者は、陸上移動局の運用に関する業務を統括し、通信者を指揮する。 

 

 （通信者） 
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第８条 通信者は、電波関係法令を遵守し、法令に基づいた無線設備の操作を行うものとす

る。 

 

 （秘密の保持） 

第９条 通信の業務に従事する者は、その職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

 

 （無線従事者の配置） 

第 10 条 無線管理者は、基地局の無線設備を操作するに支障のないよう無線従事者の適正配

置に努めるものとする。 

 

 （時間外勤務体制） 

第 11 条 無線管理者は、日曜、休日等、その他勤務時間外に無線局運用の必要が生じた場合

は、通信担当者及び必要な通信者に時間外勤務を命じ、通信の運用にあたらせるものとす

る。 

 

 （無線局の構成等） 

第 12 条 無線局の構成は、別図のとおりとする。 

２ 無線局の呼出符号、配備場所等は別表のとおりとする。 

 

 （通信の原則） 

第 13 条 通信は、簡潔、明瞭に行い、無線局開局の目的に反するものを内容としてはならな

い。 

２ 通信は、非常に関する通信を優先し、普通通信は、受付順により行う。 

 

 （通信の種類） 

第 14 条 通信の種類は、次のとおりとする。 

（１）非常通信 災害の発生等非常の場合の通信をいう。 

（２）普通通信 平常に行う通信をいう。 

（３）訓練通信 訓練の通信をいう。 

 

 （通信の統制） 

第 15 条 無線管理者は、非常災害時及びその他通信の円滑な運用の確保が必要と認めたとき

は、通信の統制を行うものとする。 

 

 （通信体制） 

第 16 条 無線管理者は、次の各号のいずれかに該当するときは、直ちに通信取扱責任者によ

って当該無線局の無線局管理責任者に通信の確保に必要な措置をとらせなければならな

い。 

（１）災害その他緊急事態が発生し、又は発生するおそれがあると認められるとき。 

（２）その他無線管理者が特に必要があると認めたとき。 

 

 （非常災害時の指揮命令） 

第 17 条 非常災害時における無線局運用は、災害対策本部長（災害対策本部が設置されてい

ないときは市長とする。）の命を受け、無線管理者が通信担当者を指揮するものとする。 

 

 （無線設備の保全） 

第 18 条 無線局の保全に関する取扱いは、通信担当者が行い、無線設備の機能を保持し、良

好な通信が確保できるよう努めなければならない。 
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 （無線設備の保守点検） 

第 19 条 無線管理者は、無線設備保全のため、定期点検を年２回以上実施しなければならな

い。 

 

 （事故の場合の措置） 

第 20 条 通信担当者は、無線設備が事故のため通信を行うことができなくなったときは、必

要な措置をとるとともに速やかに通信取扱責任者に報告しなければならない。 

２ 通信取扱責任者は、前項の報告があったときは、速やかに無線管理者に報告しなければ

ならない。 

 

 （通信訓練） 

第 21 条 無線管理者は、無線局の円滑な運用に必要な通信訓練を毎年２回以上行うものとす

る。 

 

 （陸上移動局の配備） 

第 22 条 無線管理者は陸上移動局常置場所及びその他必要な場所に陸上移動局を配備する。 

 

 （通信者の研修） 

第 23 条 無線管理者は、通信者に対して電波法令及び無線局運用に必要な事項について研修

を行うものとする。 

 

 （無線業務日誌） 

第 24 条 無線管理者は、無線業務日誌を備え付け、通信担当者に対し、通信の都度必要な事

項を記入させなければならない。 

 

 （無線従事者の異動報告） 

第 25 条 無線管理者は、無線従事者に異動があったときは、電波法第 51 条に規定する選・

解任届を速やかに東海総合通信局長に届け出るものとする。 

 

 （備付簿冊等） 

第 26 条 無線局に備え付ける簿冊等は、次の各号に掲げるものとし、無線管理者が管理保存

するものとする。 

（１）免許状 送信装置のある見やすい場所に掲げ、陸上移動局はこれに代わる証票を無線

機本体に貼付する。 

（２）電波法令等 

（３）無線局の申請及び届出に係る一切の書類 

（４）正確な時計 

（５）無線業務日誌（使用を終わった日から２年間保存する。） 

（６）無線従事者選・解任届の写し 

（７）名張市防災行政無線管理運用規程 

（８）名張市防災行政無線運営協議会規約及び会員名簿 

（９）名張市地域防災計画 

 

 （委任） 

第 27 条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

 

   附 則 
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 この規程は、平成１2年７月１日から施行する。 

 

附 則（平成 13年３月 13 日規程第１号） 

この規程は、公布の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線管理運用規程の規定は、

平成 13 年１月６日から適用する。 

附 則（平成 13年４月 23 日規程第６号） 

この規程は、公布の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線管理運用規程の規定は、

平成 13 年４月１日から適用する。 

附 則（平成 14年６月７日規程第 13 号） 

この規程は、公布の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線管理運用規程の規定は、

平成 14 年６月１日から適用する。 

附 則（平成 15年７月４日規程第９号） 

この規程は、公布の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線管理運用規程の規定は、

平成 15 年４月１日から適用する。 

附 則（平成 16年５月 24 日規程第８号） 

この規程は、公布の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線管理運用規程の規定は、

平成 16 年４月１日から適用する。 

附 則（平成 19年３月 30 日規程第７号抄） 

（施行期日） 

１ この規程は、平成 19 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 19年 10 月 17 日規程第 36 号） 

この規程は、公表の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線管理運用規程の規定は、

平成 19年 10 月１日から適用する。 

附 則（平成 20年４月１日規程第５号） 

この規程は、平成 20 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 21年３月 31 日規程第４号） 

この規程は、平成 21 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 22年３月 17 日規程第１号） 

この規程は、公表の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線管理運用規程は、平成 22

年１月 29日から適用する。 

附 則（平成 24年３月 30 日規程第６号） 

この規程は、平成 24 年４月１日から施行する。 

附 則（平成 25年３月 12 日規程第１号） 

この規程は、公表の日から施行する。 

附 則（平成 28年３月 31 日規程第３号） 

この規程は、平成 28 年４月１日から施行する。 
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（第 12 条関係） 
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別表（第 12 条関係）名張市防災行政無線呼出番号表                              

呼出番号 設置場所 グループ番号 備考 

100 通信室 00      統制台 

101 通信室 00      副統制台 

200 

 無線機械室半固定１ 00 05     半固定型 

＊＊1 都市整備部       リモコン 

＊＊２ 福祉子ども部       リモコン 

＊＊３ 危機管理室       リモコン 

＊＊４ 秘書広報室       リモコン 

201 

 無線機械室半固定２ 00 05     半固定型 

＊＊1 教育委員会       リモコン 

＊＊２ 地域環境部       リモコン 

＊＊３ 産業部       リモコン 

202 無線機械室半固定３ 00 05     半固定型 

210 地域環境部 00 05     携帯型 

211 教育委員会 00 05     携帯型 

212 都市整備部 00 05     携帯型 

213 産業部 00 05     携帯型 

220 公用車(地域環境部) 00 05     車携帯型 

221 公用車(福祉子ども部) 00 05     車携帯型 

222 公用車(総務部) 00 05     車携帯型 

223 公用車(危機管理室) 00 05     車携帯型 

224 公用車(都市整備部) 00 05     車携帯型 

225 公用車(都市整備部) 00 05     車携帯型 

226 公用車(産業部) 00 05     車携帯型 

300 一ノ井市民センター 00 04 05 07 18 25 半固定型 

301 こども支援センターかがやき 00 04 05 07 22 25 半固定型 

302 保健センター 00 04 05 07 08  半固定型 

303 上下水道部 00 05     半固定型 

304 市立病院（事務局） 00 05     半固定型 

305 名張消防署通信指令室 00 05 23    半固定型 

306 伊賀南部環境衛生組合（総務室） 00 05     半固定型 

307 総合福祉センターふれあい 00 04 05 07 08 25 半固定型 

308 武道交流館いきいき 00 04 07 10 25  半固定型 

309 総合体育館 00 04 07 19 25  半固定型 

400 一般社団法人名賀医師会 00 06 25    携帯型 

401 名張土木協力会協同組合 00 06 25    携帯型 

402 
独立行政法人水資源機構 

木津川ダム総合管理所 
00 06 25    携帯型 

403 

独立行政法人水資源機構 

木津川ダム総合管理事務所 

青蓮寺ダム管理所 

00 06 25    携帯型 

404 

独立行政法人水資源機構 

木津川ダム総合管理事務所 

比奈知ダム管理所 

00 06 25    携帯型 
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呼出番号 設置場所 グループ番号 備考 

405 国土交通省 近畿地方整備局 

木津川上流河川事務所 
00 06 25    携帯型 

406 日本郵便株式会社 名張郵便局 00 06 25    携帯型 

407 名張警察署 00 06     携帯型 

408 三重交通株式会社 伊賀営業所 00 06 25    携帯型 

409 近畿日本鉄道株式会社 名張駅 00 06 25    携帯型 

410 名張近鉄ガス株式会社 00 06 25    携帯型 

411 
中部電力パワーグリッド株式会社 

名張サービスステーション 
00 06 25    携帯型 

412 株式会社アドバンスコープ 00 06 25    携帯型 

413 名張市上下水道協同組合 00 06 25    携帯型 

500 名張市民センター 00 03 04 07 08 25 半固定型 

501 名張地区まちづくり協議会 00 07 08 25   携帯型 

502 名張地区まちづくり協議会 00 07 08 25   携帯型 

503 名張地区まちづくり協議会 00 07 08 25   携帯型 

504 中央ゆめづくり館 00 03 07 09 25  携帯型 

505 自主防災組織 鴻之台・希央台地域 00 07 09 25   携帯型 

506 自主防災組織 鴻之台・希央台地域 00 07 09 25   携帯型 

507 自主防災組織 鴻之台・希央台地域 00 07 09 25   携帯型 

510 蔵持市民センター 00 03 04 07 10 25 半固定型 

511 蔵持地区まちづくり委員会 00 07 10 25   携帯型 

512 蔵持地区まちづくり委員会 00 07 10 25   携帯型 

513 蔵持地区まちづくり委員会 00 07 10 25   携帯型 

520 梅が丘市民センター 00 03 04 07 11 25 半固定型 

521 川西・梅が丘地域づくり委員会 00 07 11 25   携帯型 

522 川西・梅が丘地域づくり委員会 00 07 11 25   携帯型 

523 川西・梅が丘地域づくり委員会 00 07 11 25   携帯型 

530 薦原市民センター 00 03 04 07 12 25 半固定型 

531 薦原地域づくり委員会 00 07 12 25   携帯型 

532 薦原地域づくり委員会 00 07 12 25   携帯型 

533 薦原地域づくり委員会 00 07 12 25   携帯型 

534 葛尾公民館 00 03 12 25   準半固定型 

535 家野ふれあい 00 03 12 25   準半固定型 

540 美旗市民センター 00 03 04 07 13 25 半固定型 

541 地縁法人美旗まちづくり協議会 00 07 13 25   携帯型 

542 地縁法人美旗まちづくり協議会 00 07 13 25   携帯型 

543 地縁法人美旗まちづくり協議会 00 07 13 25   携帯型 

550 比奈知市民センター 00 03 07 14 25  半固定型 

551 ひなち地域ゆめづくり委員会 00 07 14 25   携帯型 

552 ひなち地域ゆめづくり委員会 00 07 14 25   携帯型 

553 ひなち地域ゆめづくり委員会 00 07 14 25   携帯型 

560 すずらん台市民センター 00 03 04 07 15 25 半固定型 

561 すずらん台町づくり協議会 00 07 15 25   携帯型 

562 すずらん台町づくり協議会 00 07 15 25   携帯型 
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呼出番号 設置場所 グループ番号 備考 

563 すずらん台町づくり協議会 00 07 15 25   携帯型 

570 錦生市民センター 00 03 07 17 25  半固定型 

571 地縁法人錦生自治協議会 00 07 17 25   携帯型 

572 地縁法人錦生自治協議会 00 07 17 25   携帯型 

573 地縁法人錦生自治協議会 00 07 17 25   携帯型 

574 龍口集議所 00 03 17 25   準半固定型 

580 赤目市民センター 00 03 07 18 25  半固定型 

581 赤目まちづくり委員会 00 07 18 25   携帯型 

582 赤目まちづくり委員会 00 07 18 25   携帯型 

583 赤目まちづくり委員会 00 07 18 25   携帯型 

584 長坂区民会館 00 03 18 25   準半固定型 

585 赤目滝集会所 00 03 18 25   準半固定型 

590 箕曲市民センター 00 03 04 07 19 25 半固定型 

591 箕曲地域づくり委員会 00 07 19 25   携帯型 

592 箕曲地域づくり委員会 00 07 19 25   携帯型 

593 箕曲地域づくり委員会 00 07 19 25   携帯型 

600 百合が丘市民センター 00 03 04 07 20 25 半固定型 

601 
一般社団法人青蓮寺・百合が丘 

地域づくり協議会 
00 07 20 25   携帯型 

602 
一般社団法人青蓮寺・百合が丘 

地域づくり協議会 
00 07 20 25   携帯型 

603 
一般社団法人青蓮寺・百合が丘 

地域づくり協議会 
00 07 20 25   携帯型 

610 くにつふるさと館 00 03 07 21 25  半固定型 

611 長瀬市民センター 00 03 07 21 25  半固定型 

612 国津地区地域づくり委員会 00 07 21 25   携帯型 

613 国津地区地域づくり委員会 00 07 21 25   携帯型 

614 国津地区地域づくり委員会 00 07 21 25   携帯型 

615 百々文化会館 00 07 21 25   準半固定型 

616 羽根集会所 00 07 21 25   準半固定型 

617 吉原区集会所 00 07 21 25   準半固定型 

620 桔梗が丘市民センター 00 03 04 07 22 25 半固定型 

621 桔梗が丘南市民センター 00 03 04 07 22 25 半固定型 

622 桔梗が丘自治連合協議会 00 07 22 25   携帯型 

623 桔梗が丘自治連合協議会 00 07 22 25   携帯型 

624 桔梗が丘自治連合協議会 00 07 22 25   携帯型 

625 桔梗が丘自治連合協議会 00 07 22 25   携帯型 

630 つつじが丘市民センター 00 03 04 07 16 25 半固定型 

631 つつじが丘・春日丘自治協議会 00 07 16 25   携帯型 

632 つつじが丘・春日丘自治協議会 00 07 16 25   携帯型 

633 つつじが丘・春日丘自治協議会 00 07 16 25   携帯型 

634 春日丘自治会館 00 07 16 25   準半固定型 
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呼出番号 設置場所 グループ番号 備考 

700 名張小学校 00 01 04 07 08 25 半固定型 

701 蔵持小学校 00 01 04 07 10 25 半固定型 

702 薦原小学校 00 01 04 07 12 25 半固定型 

703 名張市郷土資料館 00 01 04 07 17 25 半固定型 

704 比奈知小学校 00 01 04 07 14 25 半固定型 

705 滝之原体育館 00 01 04 07 14 25 半固定型 

706 美旗小学校 00 01 04 07 13 25 半固定型 

707 箕曲小学校 00 01 04 07 19 25 半固定型 

708 錦生赤目小学校 00 01 04 07 18 25 半固定型 

709 国津体育館 00 01 04 07 21 25 半固定型 

710 桔梗が丘小学校 00 01 04 07 22 25 半固定型 

711 桔梗が丘南小学校 00 01 04 07 22 25 半固定型 

712 桔梗が丘東小学校 00 01 04 07 22 25 半固定型 

713 つつじが丘小学校 00 01 04 07 16 25 半固定型 

714 すずらん台小学校 00 01 04 07 15 25 半固定型 

715 梅が丘小学校 00 01 04 07 11 25 半固定型 

716 百合が丘小学校 00 01 04 07 20 25 半固定型 

717 名張中学校 00 01 04 07 08 25 半固定型 

718 赤目中学校 00 01 04 07 18 25 半固定型 

719 桔梗１体育館 00 01 04 07 22 25 半固定型 

720 北中学校 00 01 04 07 13 25 半固定型 

721 南中学校 00 01 04 07 16 25 半固定型 

722 桔梗が丘中学校 00 01 04 07 08 25 半固定型 

723 旧県立桔梗が丘高等学校 00 01 04 07 22 25 半固定型 

724 県立名張青峰高等学校 00 01 04 07 20 25 半固定型 

725 県立特別支援学校伊賀つばさ学園 00 02 04 07 13 25 半固定型 

726 特別養護老人ホーム第３はなの里 00 25 26    準半固定型 

727 名張特別養護老人ホーム 00 25 26    準半固定型 

728 名張育成園 00 25 26    準半固定型 

729 特別養護老人ホーム国津園 00 25 26    準半固定型 

730 特別養護老人ホーム第２はなの里 00 25 26    準半固定型 

731 在宅複合型施設グリーンピア名張 00 25 26    準半固定型 

732 特別養護老人ホーム名張もみじ山荘 00 25 26    準半固定型 

733 名張市市民情報交流センター 00      半固定型 

800 消防団長 00 23 24    携帯型 

801 消防団副団長 00 23 24 25   携帯型 

802 消防団副団長 00 23 24 25   携帯型 

803 消防団市街地分団長 00 23 24 25   携帯型 

804 消防団蔵持分団長 00 23 24 25   携帯型 

805 消防団薦原分団長 00 23 24 25   携帯型 

806 消防団美旗分団長 00 23 24 25   携帯型 

807 消防団比奈知分団長 00 23 24 25   携帯型 

808 消防団錦生分団長 00 23 24 25   携帯型 

809 消防団赤目分団長 00 23 24 25   携帯型 
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呼出番号 設置場所 グループ番号 備考 

810 消防団箕曲分団長 00 23 24 25   携帯型 

811 消防団国津分団長 00 23 24 25   携帯型 

812 蔵持分団原出ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

813 蔵持分団原出ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

814 蔵持分団里ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

815 蔵持分団大屋戸ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

816 薦原分団薦原ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

817 薦原分団西田原ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

818 美旗分団西原町ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

819 美旗分団南古山ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

820 美旗分団美旗中村ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

821 比奈知分団下比奈知ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

822 比奈知分団上比奈知ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

823 比奈知分団滝之原ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

824 錦生分団坂之下ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

825 錦生分団鹿高ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

826 箕曲分団瀬古口ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

827 箕曲分団箕曲中村ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

828 箕曲分団夏見下出ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

829 国津分団奈垣・神屋ポンプ庫 00 23 24 25   携帯型 

900 名張消防署 00 25 97    携帯型 

901 名張消防署 00 25 97    携帯型 

902 
特定非営利活動法人 

赤目四十八滝渓谷保勝会 
00 25 97    携帯型 

903 
 

      
故障により

廃棄 

904 地域経営室 00 05     携帯型 

905 特別養護老人ホームゆう 00 25 26    携帯型 

906 予備 00 25     携帯型 

907 予備 00 25     携帯型 

908 予備 00 25     携帯型 

909 予備 00 25     携帯型 

910 予備 00 25     携帯型 

911 予備 00 25     携帯型 

912 予備 00 25     携帯型 

913 予備 00 25     携帯型 

914 予備 00 25     携帯型 

915 予備 00 25     携帯型 

916 予備 00 25     携帯型 

917 予備 00 25     携帯型 

918 予備 00 25     携帯型 

919 中央ゆめづくり協議会 00 03 07 09 25  携帯型 

920 赤目四十八滝渓谷保勝会 00 25 97    携帯型 

921 予備 00 25     携帯型 
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６ 名張市防災行政無線管理運用要綱 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、名張市防災行政無線管理運用規程（平成８年名張市規程第５号）の施行について、必

要な事項を定めるものとする。 

 

 （目的外使用の禁止） 

第２条 無線局は、免許状に記載された目的又は通信の相手方若しくは通信事項の範囲を越えて運用しては

ならない。ただし、電波法令で認められた目的外通信は、この限りでない。 

 

 （免許状記載事項の遵守） 

第３条 固定した無線局は、免許状に記載された設置場所以外に移動して運用してはならない。 

２ 移動する無線局は、免許状に記載された移動範囲を越えて運用してはならない。 

３ 無線局は、自局に指定された呼出符号以外の呼出符号を使用してはならない。 

 

 （無線局の開局及び運用） 

第４条 無線局は、常時開局し、運用するものとする。 

２ 無線局が相手を呼び出そうとするときは、電波を発射する前に受信機を最良の状態に調整しなければな

らない。 

 

 （呼出方法） 

第５条 特定の無線局を呼び出す方法は、相手局の呼出符号を操作部のテンキー等により入力し、呼び出す

ものとする。 

２ 不特定の無線局をまとめて呼び出す方法は、各グループ番号を操作部のテンキー等により入力し、呼び

出すものとする。 

 

 （呼出しの反復） 

第６条 前条の呼出しを行っても相手局の応答がないときは、２分間以上の間隔を置いて呼出しを行うもの

とする。この場合において､２回反復しても応答がないときには､１５分（他の通信に混信を与えるおそれ

がないと認められるときは３分）以上経過した後でなければ再び呼出しを行ってはならない。 

 

 （応答方法） 

第７条 無線局は、自局に対する呼出しを受けたときは、直ちに応答しなければならない。 

２ 一般的な応答方法は次のとおりとする。 

（１）相手局の呼出符号      ３回以下 

（２）こちらは          １回 

（３）自局の呼出符号       １回 

（４）どうぞ           １回 

 

 （通報の送信方法） 

第８条 呼出しを行い、応答があり、応答事項について「どうぞ」の送信があったときは、直ちに通報の送
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信を行うものとする。 

２ 通報の送信方法は、次のとおりとする。 

（１）相手局の呼出符号      １回 

（２）こちらは          １回 

（３）自局の呼出符号       １回 

（４）通報 

（５）どうぞ           １回 

 

 （送受信の終了） 

第９条 送信の終了は、前条第２項第４号の後「以上です。」を送信する。受信の終了は、送信の終了後

「了解」を送信するものとする。 

 

 （非常通信） 

第１０条 災害の発生等非常時において、統制局に対し、緊急連絡が必要なときは、操作部の緊急ボタンを

使って行うものとする。 

 

 （訓練通信） 

第１１条 訓練時において、通報を送信しようとするときは、「訓練」を前置きして行うものとする。 

 

 （非常時の通信統制） 

第１２条 無線管理者は、非常時において、災害対策本部が設置されたとき又はそれに準じた体制をとった

ときは、当該本部等において通信統制を行うものとする。 

 

 （非常時の通信体制） 

第１３条 非常時における通信体制は、次に定めるところによる。 

（１）無線管理者は、名張市災害対策本部長の指示に基づき通信担当者に無線機を動作させるとともに待機

させるものとする。 

（２）無線管理者は、災害対策本部又はそれに準じた体制をとったときは統制局に通信担当者を、陸上移動

局に通信者を配置するものとする。 

（３）基地局及び統制局の非常電源は、自家発電設備及びバッテリーによるものとし、陸上移動局の非常電

源は、備付けの自家発電設備及びバッテリーによるものとする。 

 

附 則 

１ この要綱は、告示の日から施行し、平成８年４月１日から適用する。 

２ 名張市行政無線局管理運用要綱（平成４年制定）は廃止する。 

附 則（平成 22年３月 17 日告示第 26号） 

この要綱は、告示の日から施行し、改正後の名張市地域防災無線管理運用要綱の規定は、平成

22 年１月 29 日から適用する。 
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7 災害時の医療救護活動に関する協定書 
 

 名張市（以下「甲」という。）と一般社団法人名賀医師会（以下「乙」という。）とは、災害時における医

療救護活動について、次のとおり協定を締結する。 
 
 （総則） 
第１条 この協定は、名張市地域防災計画（以下「防災計画」という。）に基づき、甲が実施する災害時の

医療救護活動に対する乙の協力に関し、必要な事項を定めるものとする。 
 
 （災害医療救護計画） 
第２条 乙は、災害時における医療救護活動の円滑な実施を図るため、災害医療救護計画を策定し、これを

甲に提出するものとする。 
２ 乙は、災害医療救護計画の内容を変更したときは、速やかに変更事項を甲に提出するものとする。 
 
 （医療救護班の派遣） 
第３条 甲は、防災計画に基づき、医療救護活動を実施する必要が生じた場合は、乙に対して医療救護班の

編成及び派遣を要請するものとする。 
２ 乙は、前項の規定による要請を受けたときは、医師、看護師等で構成する医療救護班を第１０条に規定

する救護所に派遣するものとする。 
３ 甲は、乙に対し、医療救護班の派遣を要請する場合は、次に掲げる事項を示した文書又は電話等により

行うものとする。 
（１） 災害発生の日時及び場所 
（２） 災害の発生原因及び状況 
（３） 出動に要する人員数及び必要な医薬品、資器材等の種類 
（４） その他必要と認められるもの 
４ 緊急やむを得ない事情により、甲の要請を受けるいとまのない場合には、乙は、医療救護班を派遣した

後、速やかに甲に報告し、その承認を得るものとする。 
 

（医療救護班に対する指揮） 
第４条 乙が派遣する医療救護班に対する指揮は、医療救護活動の迅速かつ円滑な運営を図るため、甲が災

害医療救護計画に基づき乙の長を通じて行うものとする。 
 
 （連絡調整） 
第５条 医療救護班の医療救護活動に係る連絡調整は、甲及び乙が指定した者が協議して行うものとする。 

（医療救護班の業務） 
第６条 乙が派遣する医療救護班は、防災計画に基づく指定避難場所、災害現場等に設置する救護所におい

て医療救護活動を行うことを原則とする。 
２ 医療救護班の業務は、防災計画に定めるほか、次のとおりとする。 
（１） 被災者の状態判定 
（２） 医療機関への搬送の要否及び搬送順位の決定 
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（３） 傷病者に対する応急処置及び必要な医療行為 
（４） 被災者の死亡確認及び死体の検案 
（５） その他状況に応じた処置 
 
 （医療救護班の輸送） 
第７条 甲は、医療救護活動が円滑に実施できるよう、医療救護班の輸送について必要な措置を採るものと

する。 
 
 （医薬品等の供給） 
第８条 乙が派遣する医療救護班が使用する医薬品及び衛生材料の補給、通信の確保等については、医療救

護班が携行し、又は調達することにより行うものとする。ただし、乙から要請があった場合は、甲が調達

する。 
 
 （収容医療機関の指定） 
第９条 乙は、甲が傷病者の収容医療機関を指定するときは、これに協力するものとする。 
 

（救護所の設置） 
第１０条 甲は、災害の状況により必要に応じて救護所を設置する。 
２ 甲は、前項に定めるもののほか、災害の状況により必要と認めたときは、医療救護活動が可能な被災地

周辺の医療施設に、乙の協力を得て救護所を設置する。 
３  甲は、救護所において医療活動に必要とする給食及び給水を行うものとする。 

 
 （医療費） 
第１１条 甲が設置する救護所における傷病者に対する医療費は、無料とする。 
２ 収容医療機関等における医療費は、原則として患者負担とする。 
 
 （費用弁償） 
第１２条 甲の要請に基づき、乙が医療救護活動を実施した場合に要する次に掲げる経費は、甲が負担する

ものとする。 
（１） 医療救護班の編成及び派遣に要する費用 
（２） 医療救護班が携行し、又は調達し、医療救護活動のために使用した医薬品、衛生材料等の実費 
（３） 医療救護班が携行した衛生材料等が滅失損傷した場合の実費 
（４） 医療救護班が交通機関を利用した場合の実費 
 

（報告）  
第１３条 乙は、医療救護活動終了後速やかに、甲の定めるところにより医療救護活動従事者の氏名及び人

数その他医療救護活動の内容を甲に報告するものとする。 
 

（災害補償） 
第１４条 甲の要請に基づく医療救護班員が、医療救護活動において負傷し、疾病にかかり、又は死亡した
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場合は、災害補償を行うものとする。 
 

（費用の請求） 
第１５条 乙は、第１２条に規定する経費及び前条に規定する補償（以下「費用」という。）を請求するとき

は、甲の定める方法により行うものとする。 

 
（費用の支払） 

第１６条 甲は、前条の規定により費用の請求があった場合において、その内容を精査し、適当であると認

めたときは、その費用を速やかに乙に支払うものとする。 
 
 （医事紛争の処理） 
第１７条 医療救護班が転送した患者の診療について、当該患者を診療した後方支援医療機関と患者との間

に医事紛争が生じた場合は、乙は直ちに甲に連絡するものとする。 
２ 甲は、前項の規定による連絡を受けたときは、速やかに調査し、甲、乙協議の上、誠意をもって解決の

ための適切な措置を採るものとする。 
 
 （災害救助法との関係） 
第１８条 災害救助法（昭和２２年法律第１１８号）による指定を受けた場合は、本協定書は指定日より同

法の定めるところによる。 
 
 （細 目） 
第１９条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施のために必要な事項については、別に定めるもの

とする。 
 

（旧協定の終了） 
第２０条 この協定の締結に伴い、甲及び乙が平成６年３月３１日に締結した災害時の医療

救護活動に関する協定は、破棄する。  
 
 （協 議） 
第２１条 この協定に定めのない事項及びこの協定実施に当たって疑義が生じた場合には、甲、乙協議の上

定めるものとする。 
 
 （有効期間） 
第２２条 この協定の有効期間は、この協定の締結の日から起算して１年間とする。ただし、この協定の有

効期間満了の日の１か月前までに、甲、乙いずれからも何らの申し出がない場合は、有効期間満了の日の

翌日から起算して更に１年間この協定は延長され、以後同様とする。 
 
 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通を保有するものと

する。 
平成２６年１０月２９日 
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災害時の医療救護活動に関する協定書実施細目 

 
 名張市（以下「甲」という。）と一般社団法人名賀医師会（以下「乙」という。）とは、 
平成 年 月 日付けをもって締結した「災害時の医療救護活動に関する協定書」（以下「協定書」

という。）第１９条の規定に基づき、次のとおり実施細目を定める。 
 

（要請する災害の程度） 
第１条 甲が要請の対象とする災害は、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１

項第１号に定めるものとする。 
２ 協定書第３条第１項に規定する医療救護活動を実施する必要が生じた場合とは、集団的に多数

の傷病者が生じた場合をいう。 
 

（要請の方法） 
第２条 協定書第３条第 1 項の規定による要請は、市長から一般社団法人名賀医師会長に対して行

うものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、緊急やむを得ないと判断されるときは、甲の指定する連絡調整責任

者から乙の指定する連絡調整責任者に直接派遣要請をすることができるものとする。 
３ 乙は、甲の派遣要請を受ける前に緊急やむを得ない事由により独自の判断で医療救護班を派遣

した場合には、その旨を速やかに甲に報告するとともに、甲の承認を受けるものとする。 
 

（緊急連絡網の整備） 
第３条 甲及び乙は、協定書第３条第１項に規定する医療救護活動の要請及び実施を迅速かつ円滑

に行うため緊急連絡網を整備し、相互に共有するものとする。 
 

（連絡調整の責任者） 
第４条 協定書第５条に規定する連絡調整の甲の責任者は名張市健康福祉部長とし、乙の責任者は

救急担当理事とする。 
 

（連絡調整事項） 
第５条 協定書第５条に規定する連絡調整を行う事項は、次に掲げるとおりとする。 
（１） 医療救護班の編成に関すること。 
（２） 医療救護班の移動に関すること。 
（３） 救護所の設置に関すること。 
（４） 死亡者に関すること。 
（５） 後方支援医療機関に関すること。 
（６） 医薬品及び医療材料に関すること。 
（７） その他医療救護活動に関すること。 
 

（医療救護班の編成） 
第６条 医療救護班は、医師、看護師その他補助要員により構成する。 
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２ 班長は、医師が行う。 
３ 班長は、必要により甲の救急隊員、看護師等の応援を求めることができる。 
 

（医療救護活動の実施場所） 
第７条 医療救護班は、協定書第６条第１項に規定する救護所において、同条第２項に規定する業

務を行うものとする。ただし、必要がある場合は災害現場において、その業務の一部を行うもの

とする。 
 

（医療救護活動従事者の費用弁償額） 
第８条 協定書第１２条各号に掲げる経費に係る費用弁償の額は、災害救助法施行細則（昭和４０

年三重県規則第１１号）の規定の例による額とする。ただし、必要に応じ甲、乙協議の上この額

に加算することができる。 
 

（実施報告） 
第９条 乙は、医療救護活動終了後、医療救護活動報告書（様式１）を甲に提出するものとする。 
 

（費用弁償の請求） 
第１０条 乙は、協定書第１２条各号に掲げる経費に係る費用弁償を受けようとする場合には、次

の各号に掲げる経費の区分ごとにそれぞれ当該各号に定める書類を、甲に提出するものとする。 
（１） 医療救護班の編成及び派遣に要する費用 医療救護班費用弁償請求書(様式２) 
（２） 医療救護班が、携行し、又は調達し、医療救護活動のために使用した医薬品、 

衛生材料等の実費 医療救護活動実費弁償請求書（様式３）及び医薬品、医療材料等使用報

告書（様式４） 
（３） 医療救護班が携行した衛生材料等が滅失損傷した場合の実費 物品損傷報告書（様式５） 
（４） 医療救護班が交通機関を利用した場合の実費 交通機関等利用実費請求書（様式６） 
２ 乙は、医療救護活動の終了後、速やかに取りまとめ、甲に請求するものとする。 
 

（災害補償の範囲） 
第１１条 協定書第１４条に規定する災害補償の額は、議会の議員その他非常勤の職員の公務災害

補償等に関する条例（昭和４３年名張市条例第８号）の規定の例による額とする。 
 

（費用弁償の支払） 
第１２条 甲は、第８条に規定する費用弁償について、乙又は当該医療機関からの請求を受理した

ときは、速やかにこれを支払うものとする。 
  

（事故の報告） 
第１３条 乙は、協定書第１４条に規定する災害補償の対象となる事故が発生したときは、速やか

に医療救護活動従事者事故報告書（様式７）により甲に報告するものとする。 
 

（広報） 



87 

 

第１４条 市民、報道関係機関等に対する医療救護活動に関する広報は、甲が行う。 
 

（通信施設の配備） 
第１５条 甲は、医療救護活動を円滑に実施するため、防災行政無線等の通信施設を救護所に配備

する。 
 

（旧実施細目の終了） 
第１６条 この実施細目の締結に伴い、甲及び乙が平成６年３月３１日に締結した災害時の医療救

護活動に関する協定書実施細目は、破棄する。 
 
 
 この実施細目の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自その１通を保

有するものとする。 
 
   平成２６年１０月２９日 
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様式１（実施細目第 9 条関係） 
 

医 療 救 護 活 動 報 告 書 
 

名張市地域防災計画に基づく医療救護活動要請により下記のとおり医療救護活動を行 
いましたので報告します。 

   
   
 年   月   日 
  
                        名賀医師会長         ㊞ 
 
 
名張市長         様 
 

災害発生日時  年  月   日 覚 知 時 間 日  時  分 覚 知 方 法  

災害発生場所  

医

療

救

護

班

編

成 

班名 職  種 氏    名 所  属 住   所 従 事 期 間 

      

     

     

     

     

     

活 
 
動 
 
内 
 
容 

活動時間 月 日 時 分 ～  月 日 時 分 出動方法  

活動場所  

医療救護人員 
計 死  亡    重  症    中 等 症 軽 傷 

人    人       人        人 人 
（具体的に）  

※ 医療救護班ごとに 1 枚の様式に記入すること 
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様式２（実施細目第１０条関係） 
 
 

医療救護班費用弁償請求書 

 
医療救護活動のため、医療救護班の編成及び派遣に要した費用について、下記のとおり請求し

ます。 
 
     年  月  日 
 
 

名賀医師会長           
  ㊞  

  
 名張市長          様 
 
 

請求金額              円 

 
（内容） 

医療救護活動実施日       年    月    日 

医療救護活動実施場所  

医療救護班派遣要員       班    名 

  
内 
 
 
訳 

医 師       名           円 

看護師       名           円 

その他       名           円 

          ※医療救護活動報告書を添付すること。 
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様式３（実施細目第１０条関係） 
 

医療救護活動実費弁償請求書 

 
 医療救護活動において、使用した医薬品、衛生材料等及び滅失損傷した衛生材料等の費用

並びに医療施設の損傷のため修理に要した費用について、下記のとおり請求します。 
 
     年  月  日 
 

名賀医師会長 
             ㊞ 

 
 
 名張市長         様 
 
 

請求金額             円 
（内容） 

医 療 救 護 活 動 実 施 日 年    月    日 

医療救護活動実施場所  

使用医薬品、医療材料等 品目 円 

損 傷 医 療 材 料 等  件 円 

損 傷 医 療 施 設 等  件 円 

※使用した医薬品、医療材料等については、使用報告書を添付すること。 
※損傷した医療材料等については、物品損傷報告書を添付すること。 
※損傷した医療施設については、関係業者の修繕見積書を添付する 
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様式４（実施細目第１０条関係） 
 

医薬品、医療材料等使用報告書 

 

災 害 発 生 日       年   月   日 

災害発生場所  

 

品  目 
使  用  量 薬価基準の購入価格 

備   考 
単位 数  量 単 価 金   額 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

※品名欄は、医薬品、医療材料等の種類を記入すること。 
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様式５（実施細目第１０条関係） 
 

物 品 損 傷 報 告 書 

 
災 害 発 生 日    年   月   日 

災害発生場所   

 

物 品 名 損傷の種類 損傷の程度 数量 金  額 備 考 

      

      

      

      

      

      

      

      

      

      

※物品名欄は、医療材料等の品名を記入すること。 
※損傷の種類欄は、破壊、破損、汚染、紛失等の種類を記入すること。 
※損傷の程度欄は、全損、半損、使用不能等具体的に記入すること。 
※備考欄は、損傷等の原因その他参考事項を記入すること。 
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様式６（実施細目第１０条関係） 
 

交 通 機 関 等 利 用 実 費 請 求 書 

 
 医療救護活動のため、医療救護班が災害現地の救護所に直行するに当たり、利用した交通

機関に要した費用を、下記のとおり請求します。 
 
 
     年  月  日 
 

名賀医師会長 
                                  ㊞ 
 

名張市長         様 
 

請求金額         円 
（内容） 

医 療 救 護 活 動 実 施 日         年    月   日 

医 療 救 護 活 動 実 施 場 所   

利

用

交

通

機

関

等 

 利 用 者 数  利 用 区 間 積 算 基 準 金 額 備 考 

公共 
交通 
機関 

     

     

タク

シー 
     

     

私用

車等 
     

     
※公共交通機関の備考欄は、近鉄、三交バス等の種類を記入すること。 
※私用車等の利用に当たっては、燃料費を積算すること。 
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様式７（実施細目第１３条関係） 
 

医 療 救 護 活 動 従 事 者 事 故 報 告 書 

 
 医療救護活動実施中、事故傷病者が発生しましたので、下記により報告します。 
     年  月  日 
 

名賀医師会長 
                                  ㊞ 
 
 名張市長       様 
 

氏 名  生年月日 年 月 日 性別  住 所  

所属医療機関  職種  

傷病等  程度  転帰  

外来、入院（  年  月） 診療、入院医療機関名  

受傷（発病）日時     年   月   日 

受傷（発病）場所  

受

傷 
・ 
発

病

時

の

状

況 

（具体的に） 



95 

 

８ 災害時における生活必需物資等の調達に関する協定 

 

名張市（以下「甲」という。）と伊賀ふるさと農業協同組合（以下、「乙」という。）は、災害

時における生活必需物資等（以下、「物資」という。）の確保を図るため、次のとおり協定を締

結する。 
 
（要請） 
第１条 甲は、災害時における物資の確保を図るため、必要があると認めるときは、乙の保有

する物資の調達を要請することができる。 
（調達物資の範囲） 
第２条 甲が乙に供給を要請する物資は次に掲げるもののうち、乙が保有する物資とする。 

（１）食料品 
（２）医療品 
（３）日用品 
（４）その他甲が指定する物資 

（調達要請の方法） 
第３条 前条に掲げる物資の調達要請は、原則として文書（第１号様式）によるものとする。

ただし、文書をもって要請するいとまがないときは口頭で要請し、その後速やかに文書（第

１号様式）を交付するものとする。 
（物資の価格、支払い） 
第４条 物資の取引価格は、災害発生時直前における価格とし、その支払いについては、甲が

負担するものとする。 
（物資の引き渡し） 
第５条 物資の引き渡し場所は甲が指定するものとし、甲は当該場所へ職員を派遣し、調達物

資の確認のうえこれを引き取るものとする。 
（保有数量の報告） 
第６条 甲は、乙に対して、物資の保有数量の報告を求めることができる。この場合において、

乙は可能な範囲で求められた内容について甲に報告するものとする。 
（協議） 
第７条 この協定の実施について疑義が生じたときは、その都度甲、乙協議して定める。 
（有効期間） 
第８条 この協定は、協定締結の日から効力を発し、甲または乙が文書をもって協定の終了を

もって通知しない限り、その効力を持続するものとする。 
 
この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を

保有する。 
 

平成３０年７月５日 
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第１号様式 （第３条関係） 

 

生活必需物資等調達要請書 

 

平成  年  月  日 

伊賀ふるさと農業協同組合 御中 

名張市長 亀 井 利 克 

 

災害時における生活必需物資等の調達に関する協定書第３条の規定に基づ
き、下記のとおり物資の供給協力を要請します。 

災 害 種 別 地震災害 ・ 風水害災害 ・ その他（      ） 

災害の状況  

要請の理由  

引 渡 日 時    平成  年  月  日（ ）   時   分 

引 渡 場 所 

施 設 名 等  

所 在 地  

電 話 番 号  

物資受領責任者  

備 考  

輸 送 方 法  

その他必要な事項  

必

要

と

す

る

物

資 

  

品名 規格 数量 備考 
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９ 災害支援協力に関する覚書 
 

 災害発生時における名張市と名張市内郵便局の協力に関する協定 
 

名張市（以下「甲」という。）と名張市内郵便局（以下「乙」という。）とは、名張市

内に発生した地震その他による災害時において、甲及び乙が相互に協力し、必要な対

応を円滑に遂行するために次のとおり協定する。 
 
（定義） 

第１条 この協定において、「災害」とは、災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３

号）第２条第１号に規定する災害をいう。 
 

（協力要請） 
第２条 甲及び乙は、名張市内に災害が発生し、次に掲げる事項について必要が生じ

た場合は、相互に協力を要請することができる。 
（１）甲又は乙が収集した避難所の開設状況及び被災者の同意の上で作成した避難先

リスト等の情報の相互提供 
（２）郵便局ネットワークを活用した広報活動 
（３）災害救助法適用時における郵便業務に係る災害特別事務取扱い及び援護対策と

して、次のアからエまでに掲げる事項 
ア 被災者に対する郵便葉書等の無償交付  
イ 被災者が差し出す郵便物の料金免除 

    ウ 被災地宛て救助用の郵便物等の料金免除 
    工 被災地宛て寄付金を内容とする郵便物の料金免除 
（４）乙が郵便物の配達等の業務中に発見した道路等の損傷状況の甲への情報提供 
（５）避難所における臨時の郵便差出箱の設置及び郵便局社員による郵便物の取集、

交付等並びにこれらを確実に行うための必要な事項（避難者情報確認シート（避

難先届）又は転居届の配布及び回収を含む。） 
（６）株式会社ゆうちょ銀行の非常払及び株式会社かんぽ生命保険の非常取扱い 
（７）前各号に掲げるもののほか、要請のあったもののうち協力できる事項 
  

（協力の実施） 
第３条 甲及び乙は、前条の規定により要請を受けたときは、その緊急性に鑑み、業

務に支障のない範囲内において協力するものとする。 
 

（経費の負担） 
第４条 第２条に規定する協力要請に対して、協力した者が要した経費については、

法令その他に別段の定めがあるものを除くほか、適正な方法により算出した金額を、

要請した者が負担する。 
２ 前項の規定により、負担すべき金額は、適正な方法により算出するものとし、甲

乙協議の上、決定するものとする。 
（災害情報連絡体制の整備） 

第５条 甲及び乙は、安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議

するものとする。 
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（情報の交換） 
第６条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況、協力要請事項に関し、必要に応じて情

報交換を行うものとする。 
 

（連絡責任者） 
第７条 この協定に関する連絡責任者は、それぞれ次のとおりとする。 
        甲 名張市危機管理室長 
        乙 日本郵便株式会社 名張郵便局 総務部長 
 

（協議） 
第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関し疑義が生じた場合は、両者で

協議し決定する。 
 

（有効期間） 
第９条 この協定の有効期間（以下「協定期間」という。）は、平成２８年１２月２１

日から平成２９年３月３１日までとする。 
２ 協定期間の満了の日の１か月前までに、甲又は乙から解約の申出がない場合は、

協定期間の満了の日の翌日から起算し、さらに１年間協定期間が延長され、以後同

様とする。 
３ この協定の発効と同時に、平成１１年２月１日付で締結した災害支援協力に関す

る覚書は、破棄する。 
 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙双方が押印の上、各自１通

を保有する。 
 

平成２８年１２月２１日 
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１０ 災害時における緊急放送に関する協定 

 
名張市（以下「甲」という。）と株式会社アドバンスコープ（以下「乙」という。）とは、コミュニテ

ィＦＭ放送「ＦＭなばり」（以下「ＦＭなばり」という。）における災害等の緊急放送の実施に関し、次

のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 この協定は、名張市域における災害及び市民生活の安全安心に重大な影響を及ぼす異常事態に

関し、緊急放送を通じて被害の軽減を図り、もって市民生活の安全確保に寄与することを目的と

する。 
 
（定義） 
第２条 この協定における用語の意義は、次のとおりとする。 

（１） 暴風、豪雨、豪雪、洪水、地震、その他異常な自然現象や災害、又は大規模な火事、

事故、若しくは爆発などをいう。 
２．この協定における「緊急放送」は、以下の区分とする。 

（１）「割込放送」 
   ＦＭなばりの編成番組に割り込んで緊急情報を放送すること。 

① 生放送番組への割込放送 
  乙のスタジオから放送を実施している時間内に、割り込んで緊急情報を放送す

ること。 
② 生放送番組以外への割込放送 

午前７時から午後７時までの生放送を除く時間内に、割り込んで緊急情報を放

送すること。 
③ 夜間放送番組への割込放送 

午後７時から翌午前７時までの放送時間内に、割り込んで緊急情報を放 
送すること。 

（２）「特別放送」 
ＦＭなばりの編成番組に関わらず、甲の要請に合わせて乙は放送体制を構築し、継

続して緊急情報を放送すること。 
 
（遵守） 
第３条 甲及び乙は、市民生活の安定に寄与するため、迅速で正確な情報を提供するよう努めるものと

する。 
 
（緊急放送の実施） 
第４条 緊急放送は、別に定める名張市災害等の緊急放送要領に基づき、甲が乙に対して要請し、乙は

「ＦＭなばり」により緊急放送を行うものとする。 
２．乙は、甲からの緊急放送の要請に対して、速やかに放送を実施できる設備及び人的体制を整備

の上、常に維持するよう努めるものとする。 
３．緊急放送の実施に際し、甲が臨時放送に係る免許を付与された場合は、乙は上記の定めに係わ

らず甲の放送に放送設備を貸し出すことができるものとする。 
（費用負担） 
第５条 甲が乙に対して、「割込放送」及び「特別放送」に必要とする体制を確立するよう要請し、乙が

体制を確立した場合には別に定める料金表により、その費用を乙に支払うものとする。 
２．甲が「割込放送」及び「特別放送」を要請し乙がこの放送を実施した場合は、甲はその放送時

間及びＣＭ放送の変更停止に応じて前項の料金表により、その放送費用を乙に支払うものとす

る。 
３．前条第４項の規定により甲に放送設備を貸し出す場合の緊急放送体制の構築及び放送実施に

要する費用負担は、この協定書によらず甲乙別途協議のうえ決定するものとする。 
 

（免責事項） 
第６条 緊急放送の実施により、同時刻に契約していた広告放送ができなかったときは、乙は自己の責

任において、その解決を図るものとする。 
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（協議） 
第７条 緊急放送の実施において、この協定に定めのない事項又は疑義が生じたときは、甲、乙協議し

て定めるものとする。 
 
（協定の期間） 
第８条 この協定の効力は、協定締結の日から平成２０年３月３１日までとする。 
  ２ 協定期間満了の日３ケ月前までに甲又は乙から何ら異議申立てのない場合は、更に１年間延長

するものとし、以後も同様とする。 
 
 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印の上、各自１通を保有するものと

する。 
 

平成１９年３月１５日 
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１１ 災害救助に必要な物資の調達及び防災意識の啓発に関する協定 
（一般社団法人 日本非常食推進機構） 

 
 名張市（以下「甲」という。）と一般社団法人日本非常食推進機構（以下「乙」という。）は、災害時

において市民生活の安全を図るため、災害救助に必要な物資（以下「災害用物資」という。）の調達及び

防災意識の啓発に関する事項について協定を締結する。 
 

（目的） 
第１条 この協定は、甲及び乙が、災害用物資の地域・個人備蓄を推進するための啓発活動を協力して

実施することにより、市民の防災意識の高揚、地域の災害対応力の強化を図るとともに、地震、風水害、

その他災害（以下「災害」という。）が発生し、又は発生するおそれがある場合において、災害用物資の

速やかな調達を行い、市民の安全と安心の確保に資することを目的とする。 
 

（連携・協力） 
第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、災害用物資を活用した防災意識啓発事業を連携し

て推進することとし、甲は、乙が行う社会貢献活動としての事業に限り、可能な範囲で協力を行うもの

とする。 
 

（調達要請） 
第３条 甲は、次の各号に掲げる場合において、災害用物資を確保する必要があると認めるときは、乙

に対し、その保有する災害用物資の調達について協力を要請することができる。 
（１）名張市内において災害が発生し、又は災害が発生するおそれがあるとき。 
（２）名張市以外の災害救助のため、甲に対して物資の調達、支援が要請されたとき。 
 

（調達物資） 
第４条 甲が乙に調達を要請する災害用物資は、甲が指定するもののうち、乙が保有する物資とする。 
 

（要請手続等） 
第５条 第３条に定める調達要請は、別紙１「災害用物資調達要請書」をもって行うものとする。ただ

し、緊急を要するときは、口頭により要請を行い、その後速やかに当該要請書を提出するものとする。 
 

（要請に基づく乙の措置） 
第６条 乙は、第３条に定める要請を受けたときは、その要請事項を実施するための措置を講ずるとと

もに、別紙２「災害用物資保有数量等報告書」により、その措置の状況を甲に報告するものとする。 
 

（災害用物資の運搬及び引渡し） 
第７条 災害用物資の引渡場所は、甲が指定する場所とする。また、引渡場所までの運搬は、乙が行う

ものとする。 
２ 甲は、引渡場所に職員を派遣し、災害用物資を確認のうえ、引き取るものとする。 
 

（費用負担） 
第８条 第４条に規定する調達物資の対価及び第 7 条に定める運搬等に係る費用については、乙が負担

するものとする。ただし、乙が販売を目的として保有する災害用物資を調達した場合の費用は、甲が負

担するものとし、その価格は、災害発生前における価格を基準として、甲乙協議のうえ、決定するもの

とする。 
 

（物資保有数量の報告等） 
第９条 乙は、この協定成立の日および毎年４月１日現在の災害用物資保有数量を別紙、２「災害用物

資保有数量等報告書」により、甲に報告するものとする。 
２ 乙は、災害用物資を取扱わなくなった場合、速やかに甲に報告するものとする。また、この場合、

甲乙協議のうえ、本協定を解除できるものとする。 
 

（情報交換） 
第１０条 甲及び乙は、この協定に定める事項を円滑に推進するため、定期的な情報交換に努めるもの
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とする。 
 

（有効期間及び更新） 
第１１条 この協定の有効期間は、協定を締結した日から平成２６年３月３１日までとする。ただし、

有効期間満了日の１ヶ月前までに甲及び乙のいずれからも特段の申し出がないときは、この協定の有効

期間を更に１年間延長するものとし、以後同様とする。 
 

（協議） 
第１２条 この協定に定めのない事項については、その都度、甲乙協議のうえ、定めるものとする。 
 
 この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名押印のうえ、各自１通を保有する。 
 
平成２５年１月１８日 
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別紙１ 
年  月  日 

 
一般社団法人日本非常食推進機構 
 代表理事 
 

                    三重県名張市長 
 

災害用物資調達要請書 
 

 災害救助に必要な物資の調達及び防災意識の啓発に関する協定第３条の規定に基づき、下記のとおり

要請します。ついては、同協定第６条に基づき、本要請に対する措置状況を報告願います。 
 

記  
 

 
１．災害及び調達を必要とする状況 
 
 
 
２．調達を必要とする物資の内容 

要請期日 必要とする物資の内容 要請量 物資の引渡場所 運搬方法 備考 
      

※要請量は」１日当たりとする。 
 
 

担当 
部      室  

電話 
FAX 
氏名 
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別紙２ 
年  月  日 

三重県名張市長 
 

一般社団法人日本非常食推進機構 
代表理事 

 
災害用物資保有数量等報告者 

 
災害救助に必要な物資の調達及び防災意識の啓発に関する協定 
 
 □第６条に基づき、   年  月  日付災害用物資調達要請対する措置状況 
 □第９条に基づき、   年  月  日現在の災害用物資保有数量 
 
を下記のとおり報告します。 
 

記 
 
１．調達可能数量 

地  区 数量 地  区 数量 
    

    

    

    

    

    

    

    

 
２．状況等 
 
 
※報告内容については、該当する根拠条項にレ点を記すこと。 
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１２ 豪雨等災害情報の提供に関する協定 
 

独立行政法人水資源機構木津川ダム総合管理所長（以下「甲」という。）と、名張市長（以下「乙」と

いう。）は、乙が豪雨等による災害に関する情報を提供することについて、次のとおり協定する。 

 

 （目的） 

第１条 本協定は、豪雨等による災害が発生するおそれがある場合又は発生した場合において、甲が、

乙の依頼により、名張川及び青蓮寺川並びに宇陀川沿線の住民（以下「下流住民」という。）に対して当

該災害に関する情報（避難に関するものを含む。）を提供するため、甲が管理する放流警報設備（以下単

に「放流警報設備」という。）の操作（以下「情報提供操作」という。）を行うことについて、必要な事

項を定めることを目的とする。 

 

  （情報提供操作の実施） 

第２条 甲は、乙から情報提供操作の実施について依頼があった場合は、それに応ずるものとする。た

だし、青蓮寺ダム及び室生ダム並びに比奈知ダム（以下「上流３ダム」という。）の管理上支障があると

きは、この限りではない。 

２ 甲及び乙は、情報提供操作の実施にあたっては、あらかじめ、提供する情報の内容、提供の時期、

提供方法その他必要な事項について、十分に調整するものとする。 

 

  （対象設備等） 

第３条 情報提供操作は、別表に掲げる設備を用いて、次に掲げるところにより行うものとする。 

 一 警報局に取り付けられたスピーカーを用いた音声放送 

 

  （費用負担） 

第４条 甲は、情報提供操作に要する費用については、乙に負担を求めないものとする。２ 情報提供

操作の実施にあたり、新たに整備が必要となった設備（通信回線を含む。）の設置、維持及び運用に要す

る費用は、乙が負担するものとする。 

 

  （責任） 

第５条 情報提供操作の実施により生じた事項については、乙が一切の責を負うものとする。 

 

  （協定外事項） 

第６条 本協定に定めのない事項若しくは本協定について疑義が生じた事項の取扱い又は本協定の変

更については、その都度、甲及び乙が協議して必要な措置を執るものとする。 

 

  （実施要領） 

第７条 本協定を実施するために必要な要領は、甲及び乙が別途協議の上、定めるものとする。 

 

  （有効期限） 

第８条 本協定書は、締結の日から適用し、甲と乙のいずれからも改案及び廃止等の意志表示が無い場

合は、継続されるものとする。 

 

 

 この協定の証として、本書２通を作成し、甲と乙が記名押印の上、各々１通を保有するものとする。 

 

平成１９年 ７月２０日 
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１３ 災害時における生活必需物資の供給応援に関する協定 

 

 

  名張市（以下「甲」という。）と上野卸商業団地連合会（以下「乙」という。）とは、災害時にお

ける生活必需物資の供給応援に関する協定を次のとおり締結する。 

（趣旨） 

第１条 この協定書は、甲の市域内に地震、風水害その他による災害が発生し、又は発生するおそれ

がある場合（以下｢災害時｣という。）に、甲と乙が、相互に協力して災害時に被災者に対する生活

必需物資の供給等を円滑に行い、もって市民生活の安定に寄与することを目的とする。 

（応援事項の発動) 

第２条 この協定に定める災害時の応援事項は、原則として甲が災害対策本部を設置し、乙に対して

応援要請を行ったときをもって発動する。 

（応援の要請） 

第３条 甲は、災害時において被災者への物資の供給を行うため物資調整の必要があると認めるとき

は、次に掲げる事項を記載した書面をもって、乙に対し、乙に加盟する会員企業（以下「会員企

業」という。）が保有する物資について供給の応援（以下「供給応援」という。）を要請するものと

する。ただし、特に緊急を要する場合は、電話等をもって要請し、事後に書面を提出するものとす

る。 

（１）災害の状況及び供給応援を要請する理由 

（２）必要とする物資の品名及びその数量 

（３）物資の引渡しを受ける場所 

（４）その他参考となる事項 

（供給物資の範囲）  
第４条 甲が乙に供給応援を要請する物資は、次に掲げるもののうち、会員企業が保有する物資とす

る。 

（１）食料品（加工食品、飲料水、菓子パン、缶詰等） 

（２）食器類（茶碗、汁わん、皿、はし等） 

（３）日用品雑貨（石鹸、ちり紙、トイレットペーパー、紙おむつ、生理用品、歯磨き粉、歯ブラ

シ、ラッピングシート等） 

（４）光熱用品（電池、ローソク、マッチ、懐中電灯等） 

（５）その他甲が指定する物資 

（応援の実施） 

第５条 乙は、甲から供給応援の要請を受けたときは、特別の事情がない限り当該要請に応じるもの

とする。 

２ 乙は、供給する物資の運搬、納入に当たっては、災害時の交通渋滞や納入先での混乱を考慮し、

自らの責任において速やかにこれを実施するものとする。 

（物資の受け渡し） 

第６条 物資の引渡しに当たっては、甲が物資の種類、数量等を確認のうえ、これを受領するものと

する。 

（報告） 

第７条 乙は、第５条の規定に基づき供給応援を実施した場合は、次に掲げる事項を記載した書面を

もって、速やかに甲に対し報告するものとする。ただし、特に緊急を要する場合は、電話等をもっ

て報告し、事後に書面を提出するものとする。 
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（１）供給応援を実施した物資の品名及びその数量 

（２）供給応援を実施した場所 

（３）納入車両に係る事項 

（４）その他必要な事項  

（連絡責任者） 

第８条 第３条の規定による供給応援の要請に関する事項の伝達及びこれに関する連絡を円滑に行う

ため、甲及び乙相互の連絡責任者を定めるものとする。 

（経費の負担） 

第９条 供給応援のために要する経費は、甲が負担する。 

２ 前項の経費は、災害発生時直前における通常の価格を基準として、甲及び乙が協議の上、決定す

るものとする。 

３ 甲は、乙が供給した物資の代金及び運搬等必要経費について負担するものとし、その代金は適法

な支払請求書を受理した日から30日以内に甲が支払うものとする。 

（保有数量の報告）  
第 10 条 甲は乙に対し、必要に応じて物資の保有数量の報告を求めることができるもの

とする。  
（返却措置 ) 
第 11 条 供給応援した物資のうち、供給後不用物資が生じた場合は、甲乙協議のうえ返

却措置をするものとする。  
（連絡調整 ) 
第 12 条 甲及び乙は、災害時にこの協定を円滑に運営するため、平素から、必要に応じ

て会議を開き、連絡調整を行うこととする。  
（効力）  
第 13 条 この協定は、締結の日から効力を発し、甲又は乙が文書をもって協定の終了を

通知しない限りその効力を有するものとする。  
（補則）  
第 14 条 この協定の実施に関し必要な事項は別に定める。  
２ この協定に定めのない事項は、その都度協議して定めるものとする。 
 

 この協定締結の証として、本書を２通作成し、甲、乙記名押印の上、それぞれ各１通

を保有する。  
 
  平成１９年１１月２９日  
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１４ 広域応援協定 

 

（Ⅰ）三重県市町災害時応援協定 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、県内の市町村（以下「市町村等」という。）において災害が発生し、被災市町村

独自では十分に被災者の救援等の応急措置が実施できないと認められるとき、三重県（以下「県」

という。）及び市町村相互の応援による応急措置等を迅速かつ円滑に遂行するために、必要な事項に

ついて定めるものとする。 

 

（応援の内容） 

第２条 市町村が行う応援の内容は、次のとおりとし、県は当該市町村が行う応援活動を支援するものと

する。                                 

 （１） 食料、飲料水及び生活必需品並びにその供給に必要な資機材の提供 

 （２） 被災者の救出・救護・防疫等災害応急活動に必要な資機材及び物資の提供 

 （３） 施設等の応急復旧に必要な資機材及び物資提供 

 （４） 災害応急活動に必要な医療職、技術職等の職員並びに情報収集及び連絡事務等に必要な職

員の派遣 

 （５） 避難所等の提供、傷病者の受け入れなど必要な措置 

 （６） 火葬場の提供 

 （７） ボランティアの受入支援に関する事項 

（８） 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

 

（応援要請の手続） 

第３条 応援を受けようとする市町村は、次に掲げる事項を明確にして、無線又は電話等により県に要

請し、後に文書（様式１）を速やかに送付するものとする。ただし、県に要請するいとまがないとき

は、被災市町村は直接応援可能な市町村に要請し、事後速やかに県に報告するものとする。 

（１） 被害の状況 

（２） 応援を要請する内容 

ア 物資・資機材の搬入 

    物資等の品目・数量、搬入場所、輸送手段、交通情報等 

     イ 人員の派遣 

       職種、人数、派遣場所、活動内容、派遣期間、輸送手段、交通情報等 

     ウ その他必要な事項 

２ 要請を受けた県は、被災市町村の被害状況や災害応急措置に必要な物資、人員等の把握を行い、

応援可能な市町村に応援要請を依頼するものとする。 

 

３ 県は被災市町村から応援要請等に関する文書の提出を受けたときは、速やかにその写しを応援市

町村に送付するものとする。 
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４ 県は応援市町村との連絡調整を行い、応援内容等について被災市町村に口頭又は電話等で伝達

し、後日速やかに応援通知書（様式２）を交付するものとする。 

 

 （緊急時における自主的活動） 

第４条 周辺市町村は、災害発生時において、通信の途絶等により被災状況等の情報が入手できない

場合、速やかにその被災状況等について自主的に情報の収集・提供を行うものとする。  

２ 周辺市町村は、前項の情報収集に基づき、被害が甚大で、かつ、事態が緊急を要すると認められ

る場合、県と連絡調整のうえ自主的に応援活動を実施するものとする。 

３ 前項による応援については、前条に定める要請があったものとみなす。 

 

（経費の負担） 

第５条 応援に要した経費は、原則として応援を受けた市町村の負担とする。 

２ 応援職員等が応援に伴い負傷、疾病又は死亡した場合における公務災害補償等に要する経費は、

応援市町村の負担とする。 

３ 前２項に定めるもののほか、応援職員等の派遣に要する経費については、応援を受けた市町村及

び応援市町村が協議して決める。 

４ 応援職員等が応援に伴い第三者に損害を与えた場合、応援を受けた市町村が賠償の責めに任ず

る。 

  ただし、応援職員等の重大な過失により発生した損害賠償に要する費用については、応援市町村

の負担とする。 

５ 前項に定める応援を受けた市町村の負担額は、応援市町村が加入する保険により支払われる金額

を控除した額とする。 

 

（情報交換） 

第６条  県及び市町村は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、必要な情報等を相互に交換

するものとし、情報交換を密にするため、原則として年１回連絡会議を開催するよう努めるものと

する。 

 

（訓練の参加） 

第７条  市町村は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、県及び他の市町村主催の防災訓練

に相互に参加するように努めるものとする。 

 

（県の役割） 

第８条   県は、この協定が円滑に実施できるよう、市町村に対し支援・協力を行うものとする。 

 

（他の協定との関係） 

第９条 この協定は、県と市町村とがすでに締結されている協定及び個別に締結する災害時の応援協

定を妨げるものではない。 
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（補則） 

第 10 条 この協定の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

２ この協定に定めのない事項は、その都度、県及び市町村が協議して定める。 

  

   附 則 

 （施行期日） 

１ この協定は、平成１２年９月１日から施行する。 

 

 

（Ⅱ）三重県水道災害広域応援協定 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、地震、渇水、事故等の水道災害時において、三重県内の全市町村及び水道用水

供給事業者（以下「市町村等」という。）が行う応援活動について、必要な事項を定めるものとす

る。 

 

（基本姿勢） 

第２条 第７条の連絡体制を円滑にし、本協定の活用を促進させるため、県内を北勢、中勢、南勢志

摩、東紀州及び伊賀の５ブロック（以下「ブロック」という。）に分け、各ブロックは、それぞれ地

域に応じた対策を織り込んだ相互応援体制を確立するものとする。 

 

（広域応援体制） 

第３条 震度５弱以上の地震等（以下「大災害」という。）の災害発生時に迅速かつ適切な応急対策を

実施するための広域応援体制として、三重県水道災害対策本部（以下「本部」という。）、三重県水

道災害現地連絡本部（以下「現地連絡本部」という。）を組織し、相互に協力するものとする。 

２ 前項の広域応援組織は、別図のとおりとする。 

３ 三重県地域防災計画で規定する三重県災害対策本部が設置されたときは、本部はそれに包括され

る。 

 

（本部） 

第４条 本部は、三重県水道災害広域応援対策推進委員会（以下「委員会」という。）の構成員が、指

名する者をもって構成する。 

２ 本部長には三重県環境安全部長を、副本部長には三重県企業庁長をもって充てる。 

３ 本部長は本部を統括し、副本部長はこれを補佐する。 

 

（現地連絡本部） 

第５条 現地連絡本部は、本部及び市町村水道部局等の職員の中から現地連絡本部長が指名する者を

もって構成する。 

２ 現地連絡本部長は、本部長が指名する。 
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３ 現地連絡本部長は、現地連絡本部を統括する。 

 

（本部等の設置） 

第６条 三重県域に大災害が発生した場合には、本部は、自動的に設置され、現地連絡本部は、本部

長が必要と認めた場合に設置するものとする。 

２ 前項の場合のほか、本部は三重県環境安全部長が必要と認めた場合に設置するものとする。 

３ 本部は、環境安全部内に、現地連絡本部は適宜必要な場所に設置するものとする。 

 

（連絡体制） 

第７条 災害が発生した場合の連絡体制は、別途定める実施要領により、地震、渇水及び事故等ごと

に取り決めるものとする。 

 

（応援） 

第８条 応援は、原則として次の各項により行うものとする。 

２ ブロックの代表市町村（以下「代表者」という。）は、被災市町村等から応援依頼を受け、必要と

認めたとき、本部へ応援を要請する。 

３ 本部は、代表者からの要請に基づいて応援の調整を行った後、他の代表者を通じ、市町村等に応

援要請を行う。 

４ 現地連絡本部が設置されたときは、第２項及び第３項で規定する応援要請については、現地連絡

本部が代表者に代わってこれを行う。 

５ 応援要請を受けた市町村等は、極力これに応じ、応援に努めるものとする。 

 

（要請方法） 

第９項 被災市町村等が、代表者に応援を要請しようとするとき並びに前条第２項、第３項及び第４

項の規定により応援を要請しようとするときは、応援要請書（別記第１号様式）により行うものと

する。 

２ 被災市町村等の判断により市町村等間の応援要請を行った場合は、本部又は委員会へ応援要請書

（別記第１号様式）により事後報告するものとする。 

３ 代表者等は、応援要請後速やかに応援要請書を取りまとめたうえ、本部又は委員会へ報告するも

のとする。 

 

（応援の内容） 

第 10 条 応援活動は原則として、被災市町村等の応急給水及び復旧計画に基づき、その指示に従って

作業に従事するものとする。 

２ 応援活動の主な内容は次のとおりとする。 

 (1) 応急給水作業 

 (2) 応急復旧作業 

 (3) 応急給水及び復旧用資機材の供出 

 (4) 前３号に掲げるもののほか特に要請のあった事項 
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３ 原則として、前項第１号及び第２号の作業期間は、７日以内とし、継続する場合は被災市町村

等、応援市町村等及び本部の協議による。 

 

（応援物資等の調査） 

第 11 条 市町村等は、応援活動を円滑に実施するため保有する物資等を調査し、その結果を応援物資

等調査表（別記第 2 及び第 3 号様式）により、毎年４月末日までに委員会に提出するものとする。 

２ 委員会は、前項の調査表を取りまとめ、市町村等に送付するものとする。 

 

（応援体制） 

第 12 条 応援市町村等が派遣する職員（以下「応援職員」という。）は、災害の状況に応じて給水用

具、作業工具、食糧、衣類、資金等を携行するものとする。 

２ 応援職員は、応援市町村等名を表示する腕章等を着用するものとする。 

 

（受援体制） 

第 13 条 受援市町村等は、原則として災害の状況に応じ、応援職員の宿舎の斡旋その他の必要な便宜

を供与するものとする。 

２ 受援市町村等は、原則として資機材等の応援を受ける場合は、倉庫、保管場所等を確保し、これ

らを管理するものとする。 

 

（経費の負担） 

第 14 条 応援に要する経費は、法令等に別段定めのあるものを除くほか、次のとおりとする。 

 (1) 応急給水、応急復旧、応急給水及び復旧用資機材等に要する費用は、原則として受援市町村等

が負担する。 

 (2) 応援市町村等の職員を派遣するのに要する経費は、応援市町村等が負担する。 

 (3) 応援職員が応援業務により負傷し、疾病にかかり、又は死亡した場合における災害補償は、応

援市町村等の負担とする。 

 (4) 応援職員が業務上第三者に損害を与えた場合においては、原則として、その損害が応援業務中

に生じたものについては受援市町村等が、受援市町村等への往復途中に生じたものについては、

応援市町村等が負うものとする。 

２ 前項各号の定めにより難いときは、関係市町村等が協議して定めるものとする。 

 

（協議） 

第 15 条 この協定の実施に関し必要な事項又は定めのない事項については、その都度協議して定める

ものとする。 

 

（実施期日） 

第16条 この協定は、平成９年１０月２１日から実施する。 

 

別図 三重県水道災害広域応援組織図 （省略） 
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別記第１号様式様式 （省略） 

別記第２号様式様式 （省略） 

別記第３号様式様式 （省略） 

 

 
（Ⅲ）三重県災害等廃棄物処理応援協定書 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害等の発生時に三重県（以下「県」という。）、三重県内の市町村、一部事

務組合及び広域連合（以下「市町村等」という。）が、ごみ、し尿等一般廃棄物の処理を円滑に実施

するための応援活動について必要な事項を定める。 

 

（定義） 

第２条 この協定において「災害等」とは、災害対策基本法（昭和36年法律第223号）第２条第１号に

規定する災害（以下「災害」という。）並びに市町村等が設置する一般廃棄物処理施設等の事故等又

はその他応援を要すると認められる事故等をいう。 

２ この協定において「一般廃棄物」とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律137

号）第２条第２項に規定する一般廃棄物をいう。 

３ この協定における「応援」とは、次に掲げる行為をいう。 

(1) 一般廃棄物の処理に必要な施設、機材、物資等の提供及び斡旋 

(2) 一般廃棄物の処理に必要な職員の派遣及び処理業者の斡旋 

(3) 前２号に定めるもののほか、一般廃棄物の処理に関し必要な事項 

４ この協定において「応援要請市町村」とは、災害等により一般廃棄物の処理に支障が生じ、他の市

町村等に応援の要請を行う市町村等をいう。 

５ この協定において「応援市町村」とは、応援要請市町村からの応援要請を受託し、応援を行う市町

村等をいう。 

６ この協定において「ブロック」とは、別表に掲げる市町村等で構成する区域とする。 

 

（広域応援体制の組織） 

第３条 災害等の発生時に迅速かつ適切な一般廃棄物の処理を実施するため、県内を９ブロックに分

け、各ブロックに幹事市を置く。 

２ 災害等の状況から市町村等での一般廃棄物処理が困難で、他市町村等からの応援が必要となった段

階から、広域応援体制として三重県災害等廃棄物処理対策本部（以下「本部」という。）を県庁に、

三重県災害等廃棄物処理現地連絡本部（以下「現地連絡本部」という。）を被災市町村等の属するブ

ロックの幹事市を所管する県民局に設置し、相互に協力する。 

なお、災害等が局所的で本部及び現地連絡本部の設置が必要がないと判断される場合には、本部及び 

現地連絡本部は設置しないものとする。 

３ 三重県地域防災計画で規定する三重県災害対策本部が設置されたときは、本部はそれに包括され

る。また、三重県地域防災計画で規定する地方災害対策部が設置されたときは、現地連絡本部はそれ

に包括される。 

 

（本部） 

第４条 本部には本部長及び副本部長を置き、本部長は三重県環境森林部長を、副本部長は環境森林

部資源循環室長をもって充てる。 

２ 本部長は本部を統括し、副本部長はこれを補佐する。 

３ 本部の構成員は本部長が指名する者をもって構成する。 

（現地連絡本部） 

第５条 現地連絡本部長は、本部長が指名する。 

２ 現地連絡本部長は、現地連絡本部を統括する。 

３ 現地連絡本部は現地連絡本部長が指名する者をもって構成する。 

 

（応援要請） 
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第６条 災害等により一般廃棄物の適切な処理が困難となった場合、応援要請市町村は県へ応援の調

整を要請し、県は応援要請市町村における災害等の発生状況や応援要請内容を踏まえ、応援要請市町

村の属するブロックの幹事市と調整し、ブロック内での対応が可能な場合、ブロック内の市町村等へ

応援を要請する。 

なお、応援要請市町村が直接近隣の市町村等へ応援を要請することを妨げない。この場合、その旨

を県に報告するものとする。 

２ 応援要請市町村の属するブロック内の応援で適切な一般廃棄物の処理が困難な場合には、県は他ブ

ロックの幹事市と調整し、他ブロックの市町村等へ応援を要請する。 

３ 県内のブロック間の応援では適切な一般廃棄物の処理が困難な場合には、県は他県へ応援を要請し 

調整を図る。 

４ 応援市町村は、自らの業務に支障がない限り応援を行うものとする。 

５ 直接一般廃棄物の処理を行わず、民間業者等への委託又は許可により処理を実施している市町村等

においては、応援要請市町村と民間業者間の斡旋等の仲介を行うことにより、応援が円滑に実施でき

るようにするものとする。 

６ 応援要請は、次の条項をできるだけ明確にし、災害等において使用可能な伝達手段により行い、県

への応援調整要請を応援調整要請書（様式第１号）により、又、応援市町村への応援要請を応援要請

書（様式第２号）により速やかに行うものとする。 

(1) 災害の発生日時、場所、災害の状況 

(2) 必要とする業務の内容、施設及び処理量の見込み 

(3) 必要とする人員、物資、車両、資機材等の品名及び数量 

(4) 応援要請の場所及び期間 

(5) 連絡責任者 

(6) その他必要な事項 

 

（経費の負担） 

第７条 応援に要する経費は、原則として応援要請市町村がこれを負担するものとし、支払い方法等

については応援要請市町村、応援市町村の双方で協議し、決定するものとする。 

２ 応援要請市町村が負担すべき経費のうち、応援市町村の処理に要する経費については、その内容を

考慮し、市町村等及び県で協議のうえ取り決めるものとする。 

３ 応援市町村の職員が応援業務により負傷、疾病又は死亡した場合における公務災害補償に要する経

費は、応援市町村の負担とする。 

（他の協定との関係） 

第８条 この協定は、市町村等が災害対策基本法第67条の規定等により締結した他の協定に基づく応

援等を妨げるものではない。 

 

（民間業者への協力要請） 

第９条 県及び市町村等は、この協定に基づく応援を迅速に行うため、必要に応じて民間の廃棄物処

理業者等に協力を要請するものとする。 

（県の組織変更に伴う措置） 

第10条 県組織の変更が生じた場合、この協定書の第４条に規定する本部長は変更後の組織の廃棄物

を所管する部の長を、又、副本部長は変更後の組織で環境森林部資源循環室長と同等の役職の職員を

充てるものとする。 

（市町村等の組織変更に伴う措置） 

第11条 この協定を締結した市町村等が市町村合併等により新たな市町村等を構成する場合には、新

たに構成する市町村等はこの協定を承継したものとする。 

（協議） 

第12条 この協定の実施に関し必要な事項又は定めのない事項については、県及び市町村等がその都

度協議して定めるものとする。 

（実施期日） 

第13条 この協定は平成１６年１０月２９日から実施する。 

この協定の締結を証するため、本書８０通を作成し、協定者が記名押印のうえ、各自１通を保有す

る。 

 

平成１６年１０月２９日 
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(Ⅳ)三重県災害等廃棄物処理応援協定書に基づく覚書 

 

 三重県災害等廃棄物処理応援協定書第７条第２項の規程に基づき、次のとおり取り決めるものとす

る。 

 

第１条 応援市町村のごみ処理に要する経費は、１トン当たり、10,000円とする。 

 

第２条 前条の規定については、必要に応じ見直しを行うものとする。 

 

平成１６年１０月２９日 

 

 三重県災害等廃棄物処理応援協定書第７条第２項の規程に基づき、次のとおり取り決めるものとす

る。 

 

第１条 応援市町村のし尿処理に要する経費は、１キロ当たり、2,000円とする。 

 

第２条 前条の規定については、必要に応じ見直しを行うものとする。 

 

平成１７年 ３月 １日 

 



116 

 

（様式第１号） 

         年  月  日 

 

 三重県知事 様 

        （市町村等名） 

 

三重県災害等廃棄物処理応援協定に基づく応援調整要請について 

 

 

このことについて下記により応援調整を要請いたします。 

 

 

記 

 

１ 災害の状況 

災害の種類  

災害発生日時  

災害発生場所  

災害による被災の状況  
＜必要に応じて別紙（様式任意）に記載＞ 

 

２ 災害等廃棄物処理の計画＜必要に応じて別紙（様式任意）に記載＞ 

 

３ 応援要請内容 

【ごみ関係】 

項目 内容 

収集車 ・収集車の種類等 

（   ｔ車 台）（必要人員  名） 

（   ｔ車 台）（必要人員  名） 

・要請期間  年 月 日～  年 月 日 

・応援要請場所 
 

一次保管 
・ごみ種類及び保管量 

（      ｔ） 

（      ｔ） 

・要請期間  年 月 日～  年 月 日 

焼却等中間処理 ・ごみ種類及び焼却等中間処理量 

（      ｔ） 

（      ｔ） 

・要請期間  年 月 日～  年 月 日 

最終処分 ・ごみ種類及び最終処分量 

（      ｔ） 

（      ｔ） 

・要請期間  年 月 日～  年 月 日 

その他 

 

 

＜必要に応じて別紙（様式任意）に記載＞ 
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【し尿関係】 

項目 内容 

 

収集車 ・収集車の種類等 

（     ｔ車 台）（必要人員   名） 

（    ｔ車 台）（必要人員   名） 

・要請期間  年 月 日～ 年 月 日 

・応援要請場所 

処理 ・処理量 

（      ｔ） 

・要請期間  年 月 日～  年 月 日 

その他  
＜必要に応じて別紙（様式任意）に記載＞ 

３ 連絡先 

市町等名  

担当部課  

連絡責任者  

電話  

FAX  

電子メールアドレス  

その他  
＜必要に応じて別紙（様式任意）に記載＞ 

４ その他必要事項 
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（様式第２号） 

         年  月  日 

（市町村等名）   様 

       （市町村等名） 

 

三重県災害等廃棄物処理応援協定に基づく応援要請について 

  

 

このことについて下記により応援を要請いたします。 

 

 

記 

１ 災害の状況 

災害の種類  

災害発生日時  

災害発生場所  

災害による被災の状況  
＜必要に応じて別紙（様式任意）に記載＞ 

 

２ 災害等廃棄物処理の計画＜必要に応じて別紙（様式任意）に記載＞ 

 

３ 応援要請内容 

【ごみ関係】 

項 目 内 容 

収集車 ・収集車の種類等 

（    ｔ車  台）（必要人員   名） 

（   ｔ車    台）（必要人員   名） 

・要請期間年月日～ 年月日 

・応援要請場所 

一次保管 ・ごみ種類及び保管量 

（ ｔ） 

（ ｔ） 

・要請期間年月日～ 年月日 

焼却等中間処理 ・ごみ種類及び焼却等中間処理量 

（ ｔ） 

（ ｔ） 

・要請期間年月日～ 年月日 

最終処分 ・ごみ種類及び最終処分量 

（ ｔ） 

（ ｔ） 

・要請期間年月日～ 年月日 

その他 

 

 

＜必要に応じて別紙（様式任意）に記載＞ 

【し尿関係】 

項目 内容 

 

収集車 ・収集車の種類等 

（     ｔ車 台）（必要人員   名） 

（     ｔ車 台）（必要人員   名） 

・要請期間  年 月 日～ 年 月 日 

・応援要請場所 

処理 ・処理量 
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（      ｔ） 

・要請期間  年 月 日～  年 月 日 

その他  
＜必要に応じて別紙（様式任意）に記載＞ 

 

 

３ 連絡先 

市町等名  

担当部課  

連絡責任者  

電話  

FAX  

電子メールアドレス  

その他  
＜必要に応じて別紙（様式任意）に記載＞ 

４ その他必要事項 
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１５ 大規模災害相互物資援助協定（大阪府交野市・奈良県香芝市） 
 
 （趣 旨） 
第１条 この協定は災害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に 
 規定する災害をいう。）が発生し又は発生するおそれがあると認めるとき、災害応急対 
 策に万全を期するため 
  大阪府 交 野 市 と 
  三重県 名 張 市 と 
  奈良県 香 芝 市 の三市が必要な食糧、医療品、生活必需品、資機材等の物資の相 
 互援助を行うことについての協定を定めるものとする。 
 
 （物資援助要請） 
第２条 災害が発生し又は発生するおそれがあり、物資援助を要請することが必要と認め 
 るときは、協定する市に対し物資援助を要請することができるものとする。 

 
 （物資援助の範囲） 
第３条 援助を要請する物資は次に掲げるものとする。 
（１）主食、副食、医療品、衣料、日用品、資機材等又はこれに類する物資で備蓄した物 
  資とする。 
（２）その他、援助を要請する市が指定する物資 

 
 （要請の方法） 
第４条 第２条の要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要する場合は口 
 頭、電話又は電信等により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 
 
 （援助要請に基づく措置） 
第５条 第２条の要請を受けたときは、優先的に物資を援助するものとする。 
 
 （維持管理） 
第６条 援助された物資の維持管理は、援助を要請した市が行うものとする。 
 
 （経 費） 
第７条 第２条の要請に基づき援助した物資並びに輸送、維持管理等に要した経費は、援 
 助を要請した市が負担するものとする。ただし、特段の理由がある場合については 

別に定める。 
 
 （連絡責任者） 
第８条 この協定に基づく適正な事務執行のため次のとおり連絡責任者を置くものとする。（１）大阪

府交野市 土木部 土木総務課長（現在は都市整備部防災安全課長） 
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（２）三重県名張市 企画調整部 政策広報課防災対策室長（現在は危機管理室長） 
（３）奈良県香芝市 市長公室 企画課長（現在は企画調整部企画政策課長） 
 
 （その他） 
第９条 この協定の実施に関して必要な事項及びこの協定に定めのない事項は協議して定 
 めるものとする。 
 
 （有効期間） 
第１０条 この協定の有効期間は平成８年７月８日から平成１１年７月７日までとする。 
２ 前項の期間満了の１月前までに、協定締結をした三市のいずれからもこの協定改正の 
 意思表示がないときは、さらに１年間協定を延長するものとし以後同様とする。 
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１６ 大規模災害相互物資援助協定に関する実施要綱（大阪府交野市・奈良県香芝市） 
 
 （趣 旨） 
第１条 この実施要綱は、大規模災害相互物資援助協定（以下「協定」という。）第９条 
 に基づき、協定に必要な事項を定めるものとする。 

 
 （資料の交換） 
第２条 協定に基づく物資援助が円滑に行われるよう、毎年１回地域防災計画と備蓄物資 
 の品目、数量の資料を相互に交換するものとする。 
 
 （援助要請の内容） 
第３条 協定第４条の要請を行う場合には次に掲げる事項を明らかにするものとする。 
（１）災害状況及び要請理由 
（２）必要とする物資の種類及び数量 
（３）必要とする日時 
（４）必要とする場所 
（５）物資受取責任者の所属、氏名 
（６）その他必要事項 
 
 （緊急援助等） 
第４条 協定締結をした三市域のいずれかに震度５以上の地震が観測された場合又は甚大な災害が発

生し通信の途絶等により各市との連絡が取れない場合には必要に応じ情報収集等を行うものとす

る。 
２ 情報収集の結果、特に緊急を要すると認められるときは物資援助要請を待たずに援助 
 を行うことができるものとする。 
３ 前項による援助については協定第４条に定める要請があったものとみなす。 
 （職員に要する経費負担等） 
第５条 協定第７条に定める経費のうち、援助に要する職員の経費の負担等は次のとおり 
 とする。 
（１）援助をした市の職員の援助活動中における負傷、疾病又は死亡についての公務災害 
  補償に要する経費は、援助をした市の負担とする。 
（２）援助をした市の職員が、援助活動中第三者に被害を与えた場合の損害賠償は、援助 
  をした市の責とする。 
 
 （援助物資等の経費の範囲） 
第６条 前条の経費を除く物資援助に要した経費の範囲は次のとおりとする。 
（１）物資の購入費及び輸送費 
（２）資機材の借上料及び燃料費 
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 （経費の請求） 
第７条 援助を要請した市が負担する経費の請求は、援助をした市が市長名による請求書 
 （関係書類添付）により、援助を要請した市に請求するものとする。 
 
 （経費の支払い） 
第８条 前条で定める請求による経費の支払いは、備蓄した物資については援助した市に 
 同等の物資を搬入することで行い、それを超える物資あるいは資機材の借上料、燃料費、 
 輸送費等については請求額を支払うものとする。 
  ただし、被害の程度により支払いが困難な場合はこの限りでない。 
 
 （援助を行う職員） 
第９条 援助を行う市の職員は、災害の状況に応じ必要な被服、食糧等を携行するものと 
 する。 
２ 援助を行う市の職員は、自治体名を表示する腕章、名札等を付け、その身分を明らか 
 にするものとする。 
 
 （その他） 
第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、当事者で協議して定めるものと 
 する。 
 
   附 則 
 この要綱は、平成８年７月８日から施行する。 
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１７ 大規模災害相互物資援助協定（和歌山県橋本市） 
 

 （趣 旨） 

第１条 この協定は災害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災

害をいう。）が発生し又は発生するおそれがあると認めるとき、災害応急対策に万全を期するため、

和歌山県橋本市と三重県名張市との間において必要な食糧、医療品、生活必需品、資機材等の物資

の相互援助を行うことについての協定を定めるものとする。 

 

 （物資援助要請） 

第２条 災害が発生し又は発生するおそれがあり、物資援助を要請することが必要と認めるときは、

協定する市に対し物資援助を要請することができるものとする。 

 

 （物資援助の範囲） 

第３条 援助を要請する物資は次に掲げるものとする。 

（１） 主食、副食、医療品、衣料、日用品、資機材等又はこれに類する物資で備蓄した物資とす

る。 

（２） その他、援助を要請する市が指定する物資 

 

 （要請の方法） 

第４条 第２条の要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要する場合は口頭、電話又

は電信等により要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

 

 （援助要請に基づく措置） 

第５条 第２条の要請を受けたときは、優先的に物資を援助するものとする。 

 

 （維持管理） 

第６条 援助された物資の維持管理は、援助を要請した市が行うものとする。 

 

 （経 費） 

第７条 第２条の要請に基づき援助した物資並びに輸送、維持管理等に要した経費は、援助を要請し

た市が負担するものとする。ただし、特段の理由がある場合については別に定める。 

 （連絡責任者） 

第８条 この協定に基づく適正な事務執行のため次のとおり連絡責任者を置くものとする。 

（１） 和歌山県橋本市 総務部 市民安全課長 

（２） 三重県名張市 危機管理室長 

 

 （その他） 

第９条 この協定の実施に関して必要な事項及びこの協定に定めのない事項は協議して定めるものと

する。 
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 （有効期間） 

第１０条 この協定の有効期間は平成１９年５月３０日から平成２２年５月２９日までとする。 

２ 前項の期間満了の１月前までに、協定締結をした両市のいずれからもこの協定改正の意思表示が

ないときは、さらに１年間協定を延長するものとし以後同様とする。 

 

 

 上記の条項によって大規模災害相互物資協定を締結し、信義に従って誠実にこれを履行するものと

する。 

 協定締結の証として本書２通を作り当事者記名押印の上、各自１通を保持する。 

 

 

平成１９年５月３０日 
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１８ 大規模災害相互物資援助協定に関する実施要綱（和歌山県橋本市） 

 

 （趣 旨） 

第１条 この実施要綱は、大規模災害相互物資援助協定（以下「協定」という。）第９条に基づき、協

定に必要な事項を定めるものとする。 

 

 （資料の交換） 

第２条 協定に基づく物資援助が円滑に行われるよう、毎年１回地域防災計画と備蓄物資の品目、数

量の資料を相互に交換するものとする。 

 

 （援助要請の内容） 

第３条 協定第４条の要請を行う場合には次に掲げる事項を明らかにするものとする。 

（１） 災害状況及び要請理由 

（２） 必要とする物資の種類及び数量 

（３） 必要とする日時 

（４） 必要とする場所 

（５） 物資受取責任者の所属、氏名 

（６） その他必要事項 

 

 （緊急援助等） 

第４条 協定締結をした市域のいずれかに震度５強以上の地震が観測された場合又は甚大な災害が発

生し通信の途絶等により各市との連絡が取れない場合には必要に応じ情報収集等を行うものとす

る。 

２ 情報収集の結果、特に緊急を要すると認められるときは物資援助要請を待たずに援助を行うこと

ができるものとする。 

３ 前項による援助については協定第４条に定める要請があったものとみなす。 

 

 （職員に要する経費負担等） 

第５条 協定第７条に定める経費のうち、援助に要する職員の経費の負担等は次のとおりとする。 

（１） 援助をした市の職員の援助活動中における負傷、疾病又は死亡についての公務災害補償に要

する経費は、援助をした市の負担とする。 

（２） 援助をした市の職員が、援助活動中第三者に被害を与えた場合の損害賠償は、援助をした市

の責とする。 

 

 （援助物資等の経費の範囲） 

第６条 前条の経費を除く物資援助に要した経費の範囲は次のとおりとする。 

（１） 物資の購入費及び輸送費 
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（２） 資機材の借上料及び燃料費 

 （経費の請求） 

第７条 援助を要請した市が負担する経費の請求は、援助をした市が市長名による請求書（関係書類

添付）により、援助を要請した市に請求するものとする。 

 

 （経費の支払い） 

第８条 前条で定める請求による経費の支払いは、備蓄した物資については援助した市に同等の物資

を搬入することで行い、それを超える物資あるいは資機材の借上料、燃料費、輸送費等については

請求額を支払うものとする。 

  ただし、被害の程度により支払いが困難な場合はこの限りでない。 

 

 （援助を行う職員） 

第９条 援助を行う市の職員は、災害の状況に応じ必要な被服、食糧等を携行するものとする。 

２ 援助を行う市の職員は、自治体名を表示する腕章、名札等を付け、その身分を明らかにするもの

とする。 

 

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、当事者で協議して定めるものとする。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年５月３０日から施行する。 
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１９ 総社市・名張市災害時相互応援協定 
 

（協定の趣旨） 

第１条 この協定は、総社市又は名張市のいずれかの区域内で災害が発生し、被災者支援

等の応急措置の実施が十分にできない場合における、相互の救援資機材の援助及び被災

者支援について、必要な事項を定めるものとする。 

（応援の種類） 

第２条 この協定に基づき実施する応援の種類は、次のとおりとする。ただし、応援は、総社市又は名

張市の過剰な負担にならない範囲内におけるものとする。 

（１）  被災者の支援に必要な物資及び機材の提供 

（２）  食料・飲料水その他生活必需品などの物資及びそれらを提供するために必要な資

機材の提供 

（３）  被災者を一時収容するために必要な施設の提供 

（４）  この協定に基づき実施する応急に必要な職員の派遣 

（５）  前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

（応援の要請手続） 

第３条 応援を要請する場合には、次に掲げる事項を明らかにして、電話等により連絡す

るとともに、速やかに文書により通知するものとする。 

（１） 被害の状況 

（２） 前条第１号から第３号までに掲げる応援に要する品目、規格、数量等 

（３） 前条第４号に掲げる応援に要する職員の職種、人数等 

（４） 応援を受ける場所及び集結場所 

（５） 応援を受ける期間 

（６） 前各号に掲げるもののほか、必要な事項 

（応援の実施） 

第４条 総社市又は名張市は、応援の要請を受けた場合は、直ちに必要な応援を可能な範囲で実施する

ものとする。 

２ 総社市又は名張市は、応援の要請がない場合であっても、収集した情報等から緊急に応援出動する

ことが必要であると認められるときは、自主的な判断に基づき必要な応援を実施するものとする。 

（連絡窓口） 

第５条 総社市又は名張市は、必要な情報等を相互に提供することにより応援の円滑な運営を図るため、

あらかじめ連絡担当部局を定めるものとする。 

（指揮権） 

第６条 応援を行う市の職員が応援に従事するときは、応援を受ける市の災害対策本部長の指揮に従い

行動するものとする。 

（応援経費の負担） 

第７条 応援に要する経費の負担は、法令その他特別に定めがあるものを除くほか、原則として応援を

受ける市の負担とする。 

２ 前項の規定によりがたいときは、その都度両市で協議して定めるものとする。 

（災害補償等） 

第８条 応援に派遣した職員がその業務により負傷、疾病又は死亡した場合における公務

災害補償については、応援を行う市が負担するものとする。ただし、応援を受ける市に

おいて応急治療する場合の治療費は、応援を受ける市が負担するものとする。 
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２ 応援に派遣した職員が、応援を遂行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が応

援を受ける市への往復途中において生じたものを除き、応援を受ける市がその賠償の責

務を負うものとする。 

（協定の期間） 

第９条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了の３

か月前までに、両市いずれからも何ら意思表示がないときは、期間満了の翌日からさら

に１年間この協定は更新されたものとみなす。その後においてもまた同様とする。 

（その他） 

第１０条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項については、両市が協議の

上、定めるものとする。 

 
 令和２年１０月１３日 
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２０ 災害時相互応援協定（袋井市） 
 

（目的） 

第１条 この協定は、いずれかの市に災害が発生した時に、被災市の要請に基づき応急措

置を円滑に遂行するため、基本的な事項について定める。 

（応援の種類等） 

第２条 応援の種類及び内容は、次に掲げるとおりとする。 

（１）食料、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供 

（２）被災者の救出、医療、防疫及び施設の応急復旧に必要な資機材並びに物資の提供 

（３）救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

（４）救援、医療、防疫及び応急復旧活動に必要な職員の派遣 

（５）災害救助ボランティアの斡旋 

（６）被災児童生徒の受入れ 

（７）被災者の一時収容のための施設の提供及び住宅の斡旋 

（８）前各号に掲げるもののほか、特に要請のあった事項 

（応援の手続） 

第３条 応援を要請する市は、次に掲げる事項を明らかにし、文書により要請するものと

する。ただし、緊急の場合は、口頭、電話又は電信により応援を要請し、その後速やか

に文書を提出するものとする。 

（１） 被害及び被害が予想される状況 

（２） 前条第１号から第３号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の

品名及び数量 

（３） 前条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種、人員及び現

場での従事内容 

（４） 応援場所、応援場所の経路及び現場付近の状況 

（５） 応援の期間及び必要とされる装備品 

（６） 前各号に掲げるもののほか必要な事項 

（応援の実施） 

第４条 応援を要請された市は、可能な限りこれに応ずるよう取り組むものとする。 

２ 協定市は、応援の要請がない場合であっても、収集した情報等から緊急に応援出動することが必要

であると認められるときは、自主的な判断に基づき必要な応援を実施するものとする。 

３ 応援の要請を受けた市が応援を実施できない場合は、当該要請をした市に速やかにその旨を連絡す

るものとする。 

（経費の負担） 

第５条 応援に要する経費の負担は、法令その他別に定めがあるものを除くほか、次のとおりとする。 

（１）職員の派遣に要する経費は、応援を行う市が負担するものとし、応援に派遣した職員がその業務

により負傷、疾病又は死亡した場合における公務災害補償については、応援を行う市が行うものと

する。 

（２）応援に派遣した職員が、その業務上第三者に損害を与えた場合は、応援を受けた市が負担するも

のとする。ただし、応援を受ける市への往復の途中に第三者に損害を与えた場合は、応援を行う市

の責任とする。 

（３）前各号に掲げるものの他、応援物資の調達その他応援に要する経費は、原則として応援を受けた

市が負担するものとする。 

（指揮権） 

第６条 応援を行う市の職員が応援に従事するときは、応援を受ける市の災害対策本部長の指揮に従い

行動するものとする。 
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（連絡責任者） 

第７条 第３条の規定による応援の手続きを、緊急時において確実かつ円滑に行うため、各市に連絡責

任者を置くものとする。 

（体制の整備） 

第８条 各市は、この協定に基づく応援を円滑に行うため、必要な体制の整備に努めるも

のとする。 

（補足） 

第９条 この協定の実施に関し、必要な事項及びこの協定に定めのない事項は、各市が協

議して定めるものとする。 

（適用日） 

第１０条 この協定は、令和３年３月２５日から適用する。 
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２１ 広域消防相互応援協定 
 
（Ⅰ）三重県内消防相互応援協定 
 
第１章 総則 

 
 （目的） 

第 1 条 この協定は、消防組織法（昭和 22 年法律第 226 号。以下「法」という。）第 39 条第 2 項の規定

に基づき、三重県内の市町及び消防組合（以下「市町等」という。）が相互の消防力を活用して災害

による被害を最小限に防止することを目的とする。 

 

（協定区域） 

第２条 この協定区域は、三重県全域とする。 

 

（対象とする災害） 

第３条 この協定の対象とする災害とは、次の各号に定める災害とする。 

  （１）大規模又は特殊な災害及び事故等により被害が発生した市町等の消防力では災害の防御が困難

又は困難が予想される災害 

  （２）市町等の境界付近において、火災等の災害又は救急業務を必要とする事故が発生し、被害の拡

大防止等を図るため隣接する市町等の応援の必要がある災害 

 

（応援隊の編成）  

第４条 この協定に基づく消防の応援は、法第 9 条に規定する消防機関により構成される消防 

隊、救助隊、救急隊、その他必要な部隊（以下、「応援隊」という。）によるものとする。 

ただし、消防団の応援については、地域実情に応じて行い、その出動については市町の長、消防長又

は消防署長の命令によるものとし、この協定の経費負担に関する事項を除き適用し 

ないものとする。 

 

（応援要請） 

第５条 被災地の市町等の長（以下「受援側の長」という。）は、第３条第１号の災害が発生し 

た場合、他の市町等の長（以下「応援側の長」という。）に知事を通じて応援要請を行うこと 

ができる。 

２ 知事は、前項に規定する要請があった場合、受援側の長、応援側の長及び代表消防機関の 

長に対し必要な指導及び連絡調整を行うものとする。 

３ 受援側の長は、第３条第２号の災害が発生した場合、隣接する市町等の長に応援要請を行 

うことができる。この場合において、隣接市町等の長（以下「隣接応援側の長」という。） が 

その災害等の発生を覚知し、応援隊を派遣した時は、これを要請に基づく応援とみなす。 

 

（いとまなき場合の応援） 

第６条 応援側の長は、第３条第１号の災害が発生した場合において、当該災害の規模に照ら 

し緊急を要し、前条第 1 項の要請を待ついとまがないと認められるときは、同項の要請を待 

たないで、応援隊を出動させることができる。この場合、受援側の長から応援の要請があっ 

たものとみなす。 

２  知事又は代表消防機関の長は、第３条第１号の災害が発生した場合において、当該災害の 

規模に照らし緊急を要し、前条第 1 項の要請を待ついとまがないと認められるときは、同項 

の要請を待たないで、応援側の長に応援隊の出動を要請することができる。この場合、受援 

側の長から応援の要請があったものとみなす。 

（応援要請方法等） 

第７条 応援要請方法等、この協定の実施に必要な事項は、三重県消防広域応援基本計画に基 

づくものとする。 

２ その他、前項の計画に定めのない場合は、必要に応じて協定市町等の消防長が協議して定 
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めることとする。 

 

（応援隊の派遣） 

第８条 応援側の長は、第５条第 1 項、第 3 項又は第６条第２項の規定により応援要請を受け 

たとき、応援側の市町等の消防力に支障が生ずる等の特別の理由がない場合のほかは応援隊 

を派遣するものとする。 

２ 応援側の長は、第５条第 1 項又は第６条第２項の要請を受け応援隊を派遣する場合、知事 

及び代表消防機関の長に対し、出動部隊、隊員の氏名、無線の呼び出し名称等必要な事項に 

ついて報告するものとする。 

  

（応援隊の指揮） 

第９条 応援隊の指揮は、授援側の長又はその委任を受けた者が応援隊の長を通じて行うもの 

とする。ただし、緊急の場合は直接行うことができる。 

２ 応援隊の長は、前項の規定により指揮を受け活動した場合、その結果について適宜、授援 

側の長又はその委任を受けた者に報告するものとする。 

 

（経費負担） 

第 10 条 この協定に基づく応援に要する経費の負担は、次の各号に定めるところによるものと 

する。 

（１）受援側の長が負担する経費 

  ア 応援活動中に調達した車両及び機械器具の燃料費、食料費 

  イ 当該応援のために特別に必要となった修理費 

  ウ 賞じゅつ金等(当該対象となる者が属する市町等の条例に基づき算出した額とする。) 

  エ 応援活動中に第三者に与えた損害の賠償に要する経費等（応援側の市町等に対して当該損害

を対象とした保険金等が支払われる場合には、当該保険金等の額を控除した額とする。） 

ただし、応援側の市町等の重大な過失等に基づく損害賠償に要する経費は応援側の市町等

の負担とする。 

  オ その他応援活動中に調達した化学消火薬剤等資材費 

（２）応援側の長又は隣接応援側の長が負担する経費 

ア 旅費、出動手当 

イ 公務災害補償に要する経費 

ウ 被災地への移動中及び被災地からの帰還中に第三者に与えた損害の賠償に要する経費 

 

（事務局） 

第 11 条 この協定の円滑な実施を図るため、本協定に関する事務局を三重県に置くものとする。 

 

 

（疑義） 

第 12 条 この協定の実施について疑義を生じたときは、その都度当事者間において協議し、決 

定するものとする。 

２ 前項の協議において、必要なときは県において調整を図ることができる。 

 

（他の協定との関係） 

第 13 条 この協定を締結した市町等が、当該市町等の間で締結しているこの協定以外の協定と 

この協定が競合する場合には、この協定を優先させるものとする。 

 

（代表消防機関） 

第 14 条 この協定に規定する代表消防機関は、四日市市消防本部とする。 

２ 代表消防機関が、その任務を遂行できない場合には、津市消防本部又は知事が指名した消 

防本部が代行消防機関としてその任務を遂行するものとする。 

 

附則 

１ この協定は、平成１９年３月１日から施行する。 

２ この協定の締結に伴い、平成 10 年 7 月 1 日に締結した「三重県内消防相互応援協定」は廃 
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止する。 

３ この協定の成立を証するため協定書３５通を作成し、県及び協定市町等において各１通を 

保管する。 

 

（Ⅱ）三重県防災ヘリコプターに関する支援協定 
 
（趣旨） 

第１条 この協定は、消防組織法（昭和２２年法律第２２６号。以下「法」という。）第３０条第２項の

規定に基づき、三重県内の市町及び消防事務に関する一部事務組合（以下「市町等」という。）が、災

害による被害を最小限に防止するため、三重県が所有する防災ヘリコプター（以下「防災ヘリ」とい

う。）の支援を求めることに関し、必要な事項を定めるものとする。 

（協定区域） 

第２条 この協定に基づき市町等が防災ヘリの支援を求めることができる区域は、当該市町等の区域と

する。 

（災害の範囲） 

第３条 この協定における災害とは、法第１条に規定する水火災又は地震等の災害をいう。 

（支援要請） 

第４条 この協定に基づく支援要請は、災害が発生した市町等（以下「発災市町等」という。）の長が、

次の各号いずれかに該当し、防災ヘリの活動が必要と判断した場合に三重県知事（以下「知事」という。）

に対して行うものとする。 

(１) 災害が隣接する市町等に拡大し、又は影響を与えるおそれのある場合 

(２) 発災市町等の消防力のみでは、災害の防ぎょ又は災害情報の収集が著しく困難と認められる場合 

(３) 前各号に掲げるもののほか、緊急性があり、防災ヘリによる活動が適切と認められる場合 

２ 前項に規定する支援要請は、「三重県防災ヘリコプター運航管理要綱」及び「三重県防災ヘリコプタ

ー緊急運航要領」によるものとする。 

（支援要誇方法の特例） 

第５条 知事は、前条第１項の規定による発災市町等の長から支援要請がない場合でも、能動的に収集し

た被災状況から防災ヘリの支援が必要と認めるときは、当該発災市町等に防災航空隊を派遣する もの

とする。この場合において、知事は、この旨を速やかに当該発災市町等の長に通知するものとする。 

（防災航空隊の派遣） 

第６条 知事は、第４条第１項の規定により支援要請があったときは、当該発災市町等における気象状況

等、防災ヘリの運航に必要な条件を確認のうえ、防災航空隊を派遣するものとする。 

２ 知事は、第４条第１項の規定による支援要請に応じることができない場合は、その旨を速やかに発災

市町等の長に通報するものとする。 

（他県等への応援要請） 

第７条 知事は、災害の規模等により他県等知事等との問で別途締結している協定に基づき、他県等が保

有する防災ヘリコプターの応援による支援を実施できる場合には、その旨を速やかに発災市町等の長

に通報し、当該発災市町等の長の要請がある場合は、他県等知事等に対して応援を要請するものとす

る。 

（防災航空隊の活動） 

第８条 第６条第１項及び前条の規定により支援する場合における防災航空隊の活動は、支援を求めた

市町等の消防機関との相互に密接な連携の下に行動するものとする。 

（経費の負担） 

第９条 この協定に基づく支援に要する防災ヘリの運航経費は、三重県が負担するものとする。 

（その他） 

第１０条 この協定に定めのない事項及びこの協定に関して疑義が生じたときは、三重県と市町等が協

議のうえ、定めるものとする。 

（適用） 

第１１条 この協定は、令和３年４月１日から適用する。 

平成２５年３月１日に締結した 「三重県防災ヘリコプター支援協定」は、廃止する。 

この協定の証として、本書３３通を作成し、知事と市町等の長は、それぞれ記名押印のうえ、各自１

通を保有する。 
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（Ⅲ）名張市・曽爾村消防相互応援協定   
 
 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第２１条の規定に基づき、相互応援を有機的に運用し

広域防災体制の確立を図るため、名張市及び曽爾村（以下「協定団体」という。）は、消防相互応援

に関し、次のとおり協定する。 

 

 （目 的） 

第１条 この協定は、協定団体の区域内における災害に際し、応援協力し、その災害の防除に当た

ることを目的とする。 

 

 （災害の範囲） 

第２条 この協定において災害とは、消防組織法第１条に定める災害をいう。 

 

 （応援の区域） 

第３条 応援の区域は、協定団体の全部又は一部に前条に定める災害が発生した場合、応援するも

のとする。 

 

 （応援の種別） 

第４条 相互応援は、次に掲げる応援とする。 

   （１） 普通応援 

          協定団体の隣接する地域及びその周辺部における災害の発生を覚知した場合、災害発生

    地の市長及び村長（以下「市長等」という。）の要請をまたず出動する応援。 

   （２） 特別応援 

     協定団体の区域内に災害が発生した場合、発生地の市長等の要請に基づいて出動する応 

援。 

 

 （応援の要請） 

第５条 この協定に基づく応援要請は、災害発生地の市長等から、電話その他の方法により、次の

事項を明確にして、応援側の市長等に対して行うものとし、事後速やかに文書（別記様式１）を

提出するものとする。 

   （１） 災害の種別 

   （２） 災害の発生日時、場所及び状況 

   （３） 必要人員及び資機材等の種類と数量 

   （４） 応援隊の現場への進入経路又は誘導員の配置場所等 

   （５） その他必要とする事項 

２ 普通応援で出動した場合、直ちに受援側に電話その他の方法により、連絡するものとする。 
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 （応援隊の派遣） 

第６条 前条の規定により、応援要請を受けた市長等は、速やかに応援隊を派遣するものとする。 

２ 応援要請に応ずることが不可能な場合は、その旨を速やかに受援側の市長等に返答するものと

する。 

 

 （応援隊の誘導） 

第７条 受援地の市長等は、必要な箇所に誘導員を配置し、応援隊の誘導を行うものとする。 

 

 （応援隊の指揮） 

第８条 応援隊の指揮は、受援地の市長等が応援隊の長に対して行うものとする。 

２ 現地に応援隊が先着した場合は、前項の規定にかかわらず、受援地の指揮者が到着するまでの

間は、応援隊の長が指揮するものとする。 

 

 （応援隊の報告） 

第９条 応援隊の長は、現場到着及び引揚げ時、応援活動の概要、その他必要な事項を受援地の市

長等に報告するものとする。 

  なお、応援出動した時は、事後速やかに文書（別記様式２）にて行うものとする。 

 

 （応援に要した経費の負担） 

第１０条 応援に要した経費は、法令その他特別の定めがあるものを除くほか次により負担する。 

   （１） 応援業務による機械器具の破損、燃料及び手当等に関する経費は、原則として応援側の

負担とする。 

   （２） 活動中に要した補給燃料、消費した消火薬剤及び隊員の食糧は、受援側の負担とする。 

   （３） 受援側の指揮下における活動中に発生した応援隊員の人的、物的被害の補償その他必要

な事項については、当事者間において協議の上決定するものとする。 

 

 （業務協力等） 

第１１条 本応援協定を円滑に期するため、関係資料を相互に交換するとともに、火災予防行政等

一般事務についても相互に協力するものとする。 

 

 （実施の細目） 

第１２条 この協定に定めるもののほか、必要な事項は、協議のうえ別に定めるものとする。 

 

（疑義の協議） 

第１３条 この協定に規定していない事項又は疑義が生じた事項については、その都度当事者間に

おいて協議のうえ決定するものとする。 

 



137 

 

    附  則 

 １． この協定は、平成１２年 ３月１６日から施行する。 

  ２．  この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、署名捺印のうえ各１通を保管す

る。 

 

平成 １２ 年  ３ 月 １６ 日 

 

（Ⅳ）名張市・曽爾村消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項 
 
 名張市・曽爾村消防相互応援協定（以下「協定」という。）第１２条に基づき、相互応援に必要な

事項については次のとおりとし、協定書の末尾に添付する。 

 

                                     記 

 

第 １ 協定第１０条第１項第１号中「機械器具の破損」について、その原因が応援側の重大な過

失による場合を除き、その修理費が５０万円を越える場合は、受援側の負担とする。 

       ただし、保険を以って補てんするときは、この限りでない。 

 

第 ２ 協定第１０条第１項第３号中「受援側の指揮下」とは、応援隊の長が受援側の指揮者に現

場到着の旨の報告を行ったときから、引き上げの旨の報告を行ったときまでをいう。 

      ただし、応援隊が現場に先着した場合の活動については、受援側の指揮下における活動と

みなす。 

 

第 ３ 協定第１０条第１項第３号中「人的、物的被害の補償」とは、 

 （１） 応援隊員に対する賞じゅつ金は、応援側自治体の定める条例により受援側が応援側に支払

うものとする。 

 （２） 賞じゅつ金以外の応援隊側自治体の定める条例により、支給される見舞金等については、

応援側の負担とする。 

 （３） 応援隊員に対する公務災害補償等は、応援側の負担とする。 

 （４） 第三者に対する損害賠償費及び損失補償費は、受援側の負担とする。 

 

第 ４ この申し合わせにない事項、又は疑義を生じた事項については、その都度当事者間におい

て協議のうえ決定するものとする。 

 

    附  則 

 １． この申し合わせ事項は、協定書の締結の日から効力を発する。 
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（Ⅴ）名張市及び宇陀市消防相互応援協定 

 
消防組織法（昭和２２年法律第２２６号）第２１条の規定に基づき、相互応援を有機的に運用し広域

防災体制の確立を図るため、名張市及び宇陀市（以下「協定団体」という。）は、消防相互応援に関し、

次のとおり協定する。 
 
（目的） 

第１条 この協定は、協定団体の区域内における災害に際し応援協力し、その災害の防除に当たるこ

とを目的とする。 
（災害の範囲） 

第２条 この協定において災害とは、消防組織法第１条に定める災害をいう。 
 （応援の区域） 
第３条 応援の区域は、協定団体の全部又は一部に前条に定める災害 

が発生した場合、相互に応援するものとする。 
（応援の種別） 

第４条 この協定による応援は、次に掲げるとおりとする。 
(1) 普通応援 協定団体の隣接する地域及び当該地域周辺部における災害の発生を覚知した場合、災

害発生地の市長の要請を待たず出動する応援 
(2) 特別応援 協定団体の地域内に災害が発生した場合、発生地の市長の要請に基づいて出動する応

援 
 （応援要請の方法） 
第５条 この協定に基づく応援要請は、災害発生地の市長から、電話その他の方法により、次の事項

を明確にして、応援側の市長に対して行うものとし、事後速やかに文書（別記様式１）を提出するも

のとする。 
(1) 災害の種別 
(2) 災害の発生日時、場所及び状況 
(3) 必要人員及び資機材等の種類と数量 
(4) 応援隊の現場への進入経路又は誘導員の設置場所等 
(5) その他必要とする事項 

２ 普通応援に出動した場合、応援側は直ちに受援側に電話その他の方法により連絡するものとする。 
 （応援隊の派遣） 
第６条 前条の規定により、応援要請を受けた市長は、速やかに応援隊を派遣するものとする。 
２ 応援側の市長は、前条の応援要請に応ずることができない場合は、その旨を速やかに受援側の市長

に返答するものとする。 
 （応援隊の誘導） 
第７条 受援地の市長は、必要な場所に誘導員を待機させ、応援隊の誘導に努めるものとする。 
（応援隊の指揮） 

第８条 応援隊の指揮は、受援地の市長が応援隊の長に対して行うものとする。 
２ 現地に応援隊が先着した場合は、前項の規定にかかわらず、受援地の指揮者が到着するまでの間は、

応援隊の長が指揮するものとする。 
 （応援隊の報告） 
第９条 応援隊の長は、現場到着及び現場引き揚げ時、応援活動の概要その他必要な事項を受援地の

市長に報告するものとする。 
 なお、応援出動した時は、事後速やかに文書（別記様式２）にて行うものとする。 
 （応援に要した経費の負担） 
第１０条 応援に要した経費は、法令その他特別の定めがあるものを 
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除くほか次の区分により負担するものとする。 
(1) 応援業務による機械器具の破損修理、燃料及び手当等に関する経費は、原則として応援側の負担

とする。 
(2) 活動中に要した補給燃料、消費した消火薬剤及び隊員の食糧は、原則として受援側の負担とする。 
(3) 受援側の指揮下における活動中に発生した応援隊員の人的、物的被害の補償その他必要な事項に

ついては、当事者間において協議の上、決定するものとする。 
 （業務協力等） 
第１１条 本応援協定を円滑に期するため、関係資料を相互に交換するとともに、火災予防行政等一般

事務についても相互に協力するものとする。 
（実施の細目） 

第１２条 この協定に定めるもののほか必要な事項は、協議のうえ別に定めるものとする。 
（疑義の協議） 

第１３条 この協定に規定していない事項又は疑義が生じた事項については、その都度当事者間におい

て協議のうえ決定するものとする。 
    附  則 
１ この協定は、協定締結日から施行する。 
２ この協定の締結を証するため、本協定書を２通作成し、署名押印のうえ各１通を保管する。 
３ 名張市・室生村消防相互応援協定書（平成１２年３月 16 日締結）は廃止する。 
 
 
平成１８年５月２４日 
 
 
（Ⅵ）名張市・宇陀市消防相互応援協定に基づく申し合わせ事項 
 
 名張市・宇陀市消防相互応援協定（以下「協定」という。）第１２条に基づき、相互応援に必要な事項
については次のとおりとし、協定書の末尾に添付する。 
 

記  
 
第１ 協定第１０条第１号中「機械器具の破損修理」について、その原因が応援側の重大な過失による

場合を除き、その修理費が５０万円を超える場合は、受援側の負担とする。 
   ただし、保険により補てんするときは、この限りでない。 
 
第２ 協定第１０条第３号中「受援側の指揮下」とは、応援隊の長が受援側の指揮者に現場到着の旨の

報告を行ったときから、引き揚げの旨の報告を行ったときまでをいう。 
   ただし、応援隊が現場に先着した場合の活動については、受援側の指揮下における活動とみなす。 
 
第３ 協定第１０条第３号中「人的、物的被害の補償」とは、 
 (1) 応援隊員に対する賞じゅつ金は、応援側自治体の定める条例により受援側が応援側に支払うもの

とする。 
 (2) 賞じゅつ金以外の応援側自治体の定める条例により、支給される見舞金等については、応援側の

負担とする。 
 (3) 応援隊員に対する公務災害補償等は、応援側の負担とする。 
 (4) 第三者に対する損害賠償費及び損失補償費は、受援側の負担とする。 
第４ この申し合わせにない事項、又は疑義を生じた事項については、その都度当事者間において協議

のうえ決定するものとする。 
附  則 

 この申し合わせは、協定の締結の日から効力を発する。 
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（Ⅶ）（Ⅴ）～（Ⅵ）にかかる別記様式 
 
（別記様式１） 

文 書 番 号 
  年  月  日 

様 
 

   要  請  者   
 

団 体 名             
職・氏 名           印 

 
 

応  援  要  請  書 
 
 

消防相互応援協定書第５条の規定により、応援を次のとおり要請します。 
 

要請年月日及び時間  

災 害 の 種 別  

災 害 発 生 日 時  

災 害 発 生 場 所 
 

被 害 の 状 況 
 
 
 

必要とする車両、 
資機材等の種類及 
び数量並びに人員 

 

応援隊の主な任務 
 

部 隊 集 結 場 所 
 

連絡担当者の職氏名  

その他必要事項  
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（別記様式２） 
文 書 番 号 
   年 月 日 

 
様 

 
連  絡  者  

 
団 体 名             
職・氏 名           印 

 
 

応 援 出 動 連 絡 書 
 

 
消防相互応援協定により応援出動しましたので、協定書第９条第２項の規定により次のとお

り連絡します。 
 

出動年月日及び時間 
 

災 害 の 種 別 
 

災 害 発 生 場 所 
 

活 動 の 状 況 
 
 
 

出動車両、使用資機  
材等の種類及び数量 
並びに出動人員 

 
 
 

連絡担当者の職氏名 
 

その他必要事項 
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２２ 自衛隊災害派遣及び撤収要請様式 

 
災 害 派 遣 要 請 書 

                         名  第       号 

                             年  月  日 

  三 重 県 知 事  様  

                       名 張 市 長   印 

 

 

            自衛隊の災害派遣要請要求について 

 
災害を防除するため、自衛隊法第８３条に基づく自衛隊の派遣要請を要求します。 

 

記 

 

１ 災害の状況及び派遣を要請する事由 

    災害の状況（特に災害派遣を必要とする区域の状況を明らかにする） 

     

災害派遣を要請する事由 

 

   ２ 派遣を希望する期間 

 

３  派遣を希望する区域及び活動内容 

（１）派遣を希望する区域 

 

（２）派遣を希望する活動内容 

 

（３）連絡場所及び連絡者 

    

４ その他参考となるべき事項 

 
  



143 

 

撤 収 要 請 書 
                        名  第       号 

                           年  月  日 

   三 重 県 知 事  様  

                     名 張 市 長   印 

 

 
        自衛隊の撤収要請要求について 

 

 
このことについて、自衛隊法第８３条の規定により、災害派遣を受けましたが、所期の目的

を終了しましたから、下記のとおり撤収要請を要求します。 

 

記  

 
  １ 撤収要請日時 

        年  月  日  時  分  

 

             
  ２ 派遣要請日時 

        年  月  日  時  分  

 

 

 
  ３ 撤収作業場所 

     
撤収作業内容 
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２３ 海上保安庁応急措置実施要請及び撤収要請様式 

 
応急措置実施要請書 

                         名  第       号 

                             年  月  日 

  三 重 県 知 事  様  

                       名 張 市 長            印 

 

 

海上保安庁の応急措置の実施要請要求について 

 
このことについて、下記のとおり災害対策基本法第７０条第３項及び海上保安庁防災業務

計画第３章第４節第９関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に対する支援に基づ

き、応急措置の実施要請を要求します。 

 

記 

 

１ 災害の状況及び派遣を要請する事由 

    災害の状況（特に応急措置を必要とする区域の状況を明らかにする） 

     

応急措置を要請する事由 

 

   ２ 応急措置を希望する期間 

 

３  応急措置を希望する区域及び活動内容 

（１）応急措置を希望する区域 

 

（２）応急措置を希望する活動内容 

 

（３）連絡場所及び連絡者 

    

４ その他参考となるべき事項 
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撤 収 要 請 書 
                        名  第       号 

                           年  月  日 

   三 重 県 知 事  様  

                     名 張 市 長            印 

 

 
        海上保安庁の応急措置撤収要請要求について 

 

 
このことについて、災害対策基本法第７０条第３項及び海上保安庁防災業務計画第３章第

４節第９関係機関及び地方公共団体の災害応急対策の実施に対する支援に基づき、応急処置の

実施を受けましたが、所期の目的を終了しましたから、下記のとおり撤収要請を要求します。 

 

記  

 
  １ 撤収要請日時 

        年  月  日  時  分  

 

             
  ２ 応急措置要請日時 

        年  月  日  時  分  

 

 

 
  ３ 撤収作業場所 

     
撤収作業内容 
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２４ 三重県防災ヘリコプター運航管理要綱 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この要綱は、三重県防災ヘリコプター（以下「航空機」という。）の運航管理等につい

て必要な事項を定めることにより、航空機の安全かつ効果的な運用を図ることを目的とする。 

（他の法令との関係） 

第２条 航空機の運航管理については、航空法（昭和２７年法律第２３１号。以下「法」とい

う。）に規定するもののほか、この要綱に定めるところによる。 

（用語の定義） 

第３条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところ

による。 

航空機等 航空機、航空機用装備品、防災業務活動用装備品をいう。 

防災業務 航空機を使用して行う救急活動、救助活動、災害応急対策活動、火災防御活動その

他の防災活動に関する業務をいう。 

航空隊員 航空機に搭乗し防災業務に従事する防災対策部災害対策課防災航空班（以下「防災

航空班」という。）の職員をいう。 

自隊訓練 前号の隊員の基本技術及び応用技術の習得を図るため、独自で行う訓練をいう。 

運航計画 航空機を効率的に運航するため、防災業務、自隊訓練等について、定める飛行計画

をいう。 

委託会社 三重県が航空機の操縦、整備点検等の運航管理業務を委託する運航会社をいう。 

 

第２章 防災航空隊 

（三重県防災航空隊の設置） 

第４条 防災航空班に三重県防災航空隊（以下「航空隊」という。）を置く。 

２ 航空隊は、航空機に搭乗し、直接防災業務に従事する。 

３ 航空隊に隊長、副隊長及び隊員を置く。 

４ 隊長及び副隊長は、防災航空班の中から防災対策部災害対策課長（以下「災害対策課長」

という。）が指名する。 

（隊長の任務） 

第５条 隊長は、副隊長及び隊員を指揮監督して防災業務の安全かつ効果的な遂行に努めなけ

ればならない。 

（副隊長の任務） 

第６条 副隊長は、隊長を補佐し、隊員を指揮監督して防災業務の万全を期さなければならな

い。 

２ 隊長に事故があるときは、災害対策課長があらかじめ指名する副隊長がその職務を代行す

る。 
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（隊員の任務） 

第７条 隊員は、隊長及び副隊長の指揮に従い、航空機の性能と災害等の状況に即応した防災

業務に努めなければならない。 

２ 隊員は、防災業務の遂行に当たっては、十分安全を確認するとともに、関係法令等を遵守

し、所期の目的を達成するよう努めなければならない。 

（航空機に搭乗する者の指定） 

第８条 災害対策課長は、航空機を運航する場合には、搭乗する航空隊員を指定するとともに、

運航目的、任務等を明示して当該運航の責任体制を明確にしなければならない。 

 

第３章 運航管理 

 （総括管理者） 

第９条 航空機の運航管理の総括は、防災対策部次長（以下「総括管理者」という。）が行う。 

 （運航管理責任者） 

第１０条 航空隊の指揮監督、航空機の運航、航空機等の維持管理など、航空機の運航管理に

関する事務は、災害対策課長（以下「運航管理責任者」という。）が掌理する。 

 （運航指揮者） 

第１１条 運航指揮者は、隊長をもって充てる。ただし、隊長が航空機に搭乗しないときは、

運航管理責任者が航空機に搭乗する副隊長及び隊員の中から運航指揮者を指定する。 

２ 運航指揮者は、航空機に搭乗中、隊員を指揮監督して防災業務の万全を期さなければなら

ない。 

 （運航計画） 

第１２条 防災業務、自隊訓練等を適正かつ円滑に行うため、航空機の運航計画を定めなけれ

ばならない。 

２ 運航計画は、三重県防災ヘリコプター年間運航計画（様式第１号）及び三重県防災ヘリコ

プター月間運航計画（様式第２号）とし、それぞれ運航管理責任者が定めるものとする。 

 （運航する航空機等） 

第１３条 総括管理者は、法第２３条及び第２５条に定める技能証明書を有する委託会社の整

備士による整備点検を受けなければ、航空機を航空の用に供してはならない。 

２ 運航管理責任者は、備品を適正に管理し、航空機等の性能を最大限発揮できる状態にして

おかなければならない。 

 （運航基準） 

第１４条 航空機は、次に掲げる活動で、航空機の特性を十分に活用することができ、かつ、

その必要性が認められる場合に運航するものとする。 

救急活動 

 イ 救急車で搬送するよりも病院搬送までの時間を短縮できる救急患者の搬送 

 ロ 傷病者発生地への医師の搬送及び医療器材等の輸送 

 ハ 高度医療機関のない地域からの傷病者の転院搬送 

救助活動 

 イ 河川、海等での水難事故等における捜索、救助 

 ロ 山岳遭難事故等における捜索、救助 

 ハ 高層建築物火災による救助 

 二 山崩れ等の災害により、陸上から接近できない被災者等の救出 

災害応急対策活動 

 イ 地震、台風、豪雨等の災害の状況把握 

 ロ 津波情報等の広報及び海面の監視 

 ハ 離島、被災地等の孤立場所等への緊急物資、医療品等の輸送及び応援 

  要員、医師等の搬送 

 二 ガス爆発事故、高速道路等での大規模事故等の状況把握 
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 ホ 各種災害等における住民への避難誘導及び警報等の伝達 

火災防御活動 

 イ 林野火災等における空中からの消火活動 

 ロ 火災における情報収集、伝達、住民への避難誘導等の広報 

 ハ 交通遠隔地への消火資器材、消火要員等の輸送 

広域航空消防防災応援活動 

近府県市等との航空消防防災応援協定等による相互応援 

防災対策活動 

 イ 災害危険個所等の調査 

 ロ 各種防災訓練等への参加（他の公共団体からの長からの要請を含む。） 

 ハ 住民への災害予防の広報 

自隊訓練 

一般行政活動 

三重県防災ヘリコプターの一般行政利用に関する取扱要領に基づく一般 

行政利用活動 

その他総括管理者が必要と認める活動 

２ 航空機の運航は、午前８時３０分から午後５時１５分までとする。 

３ 前項の規定に関わらず、第１項第１号から第５号までに規定する運航（以下「緊急運航」

という。）及びその訓練は、日の出から日没までとする。 

４ 大災害に対応するため、特に総括管理者が必要と認める場合は（被害状況把握活動）及び

その訓練を行う場合は、第２項の規定は適用しない。 

 （緊急運航） 

第１５条 緊急運航は、第１２条第１項に規定する運航計画に基づく運航（以下「通常運航」

という。）に優先する。 

２ 航空機の通常運航中に緊急運航を要する事態が生じた場合には、運航管理責任者は、直ち

に緊急運航に移行する旨を運航指揮者に指示しなければならない。 

３ 緊急運航の要請があった場合、運航管理責任者は、直ちに、総括管理者にその内容及び出

動の有無を報告しなければならない。 

４ 緊急運航に関し、必要な事項は別に定める。 

 （緊急運航に伴う報告） 

第１６条 運航指揮者は、緊急運航を行ったときは、緊急運航報告書（様式第３号）を作成し、

速やかに運航管理責任者に報告しなければならない。 

 （情報連絡及び報告） 

第１７条 運航指揮者は、航空機に搭乗中知り得た重要な情報等について、運航管理責任者に

報告しなければならない。 

２ 運航指揮者は、航空機に搭乗し業務を終了したときは、運航状況等について飛行報告書（様

式第４号）を作成し、運航管理責任者に報告しなければならない。 

 （飛行場外離着陸場） 

第１８条 運航管理責任者は、市町と協議し、防災業務を円滑に遂行するため、法７９条ただ

し書の規定に基づく飛行場外離着陸場及び法第８１条の２に基づく緊急離着陸場を確保し

ておかなければならない。 

２ 隊長は、前項の飛行場外離着陸場を調査し、常にその実態把握に努めるものとする。 

 

第４章 使用手続 

 （使用予定表） 

第１９条 航空機の使用（緊急運航及び自隊訓練に係るものを除く。以下本章において同じ。）

を予定する者は、２月末日までに翌年度の使用予定について、防災ヘリコプター使用年間予

定表（様式第５号）を提出し、かつ、使用月の前々月の末日までに、当該使用月の使用予定

について、防災ヘリコプター使用月間予定表（様式第６号）を運航管理責任者に提出しなけ
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ればならない。ただし、第１５条第１項の緊急運航については、この限りでない。 

 （航空機の使用） 

第２０条 前条の規定により使用予定表を提出した者であって、航空機を使用する者は、防災

ヘリコプター使用申請書（様式第７号）により使用する日の１５日前までに運航管理責任者

に申請しなければならない。ただし、第１５条第１項の緊急運航にあっては、ファックス、

電話等の方法により、当該申請に代えることができるものとする。 

２ 前項により航空機の使用を予定する者及び三重県防災ヘリコプターの市町等防災訓練等

への参加に関する取扱要領による防災訓練等その他各相互応援協定等により航空機に搭乗

する者（以下「航空機搭乗者等」という。）は、別に定める航空機搭乗の際の留意事項を厳守

しなければならない。 

 （航空機の使用承認） 

第２１条 運航管理責任者は、前条の申請があったときは、その使用目的、使用内容等を審査

のうえ、適当と認めるときは、その使用を承認するものとする。 

２ 運航管理責任者は、前項により承認した場合は、航空機使用承認書（様式第８号）を交付

するものとする。 

 

第５章 安全管理等 

 （安全管理） 

第２２条 総括管理者は、航空関係法令及び国土交通大臣の定める航空機の運用限界等指定書

を踏まえ、防災業務の適正な執行体制及び航空事故防止対策を確立し、安全管理の適正を期

さなければならない。 

２ 運航管理責任者は、防災業務の遂行に当たり、航空隊員の任務及び分担業務の適正な執行

を確保し、航空事故防止対策を講ずる等、安全管理に万全を期すとともに、航空機等を格納

する施設の適正な保守管理を行わなければならない。 

（運航指揮者の責務） 

第２３条  運航指揮者は、防災業務の遂行に当たっては、航空隊員の任務及び分担業務が適正

に執行され、当該業務が効果的かつ安全に遂行できるよう努めなければならない。 

第６章 教育訓練 

（隊員等の教育訓練） 

第２４条 総括管理者は、航空隊員の教育訓練を実施するために必要な訓練体制並びに施設、

設備及び教材の整備を図り、航空隊員の養成及び資質の向上に努めなければならない。 

２ 運航管理責任者は、防災業務を効率的に行うため、市町及びその他関係機関と連携のうえ、

必要な訓練を実施しなければならない。 

（自隊訓練） 

第２５条 運航管理責任者は、運航計画に基づき、自隊訓練を実施しなければならない。 

第７章 事故防止対策等 

（捜索及び救難体制の確立） 

第２６条  総括管理者は、航空事故が発生するおそれ若しくは発生した疑いのある場合又は航

空事故が発生した場合の捜索救難等の初動体制及びその後の処理に関する体制を確立しな

ければならない。 

（航空事故発生時の措置） 
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第２７条 運航指揮者は、航空機に搭乗中、航空機の故障、気象の急変等により航空事故が発

生するおそれがある場合又は発生した場合は人命、財産に対する危難の防止に最善の手段を

尽くすなど、万全の措置を講じ、その状況を運航管理責任者及び最寄りの航空局空港事務所

に、直ちに報告しなければならない。 

２ 運航管理責任者は、前項の報告を受け、又は前項に関する情報を入手した場合には、前条

に規定するところにより、直ちに所要の捜索救難活動を開始するとともに、その旨を総括管

理者に報告しなければならない。 

（事故報告） 

第２８条  総括管理者は、法第７６条第１項に規定する事故が発生した場合には、国土交通大

臣に報告しなければならない。 

２ 総括管理者は、前項に規定する事故が発生した場合には、直ちに原因、損害等について調

査し、その結果を知事に報告しなければならない。 

第８章 雑則 

（記録及び報告） 

第２９条  運航管理責任者は、航空関係法令に基づく記録のほか、必要な記録簿を備え、防災

業務に関する記録を整理しておかなければならない。 

（その他） 

第３０条  この要綱の施行について必要な事項は、別に定める。 

 

   附 則 

 この要綱は、平成５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 

      附 則 

  この要綱は、平成１３年１月１日から施行する。 

      附 則 

  この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。 

      附 則 

  この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１９年３月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 
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附 則 

 この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 
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様式第５号(第１９条関係) 
 

防災ヘリコプター使用年間予定表 
 

 
課   名 
連 絡 先 
職名・氏名 
 
 

 
１ 使用年月日及び使用時間 
 
 
２ 使用目的 
 
 
 
３ 飛行経路 
 
 
 
４ 離着陸場所 
 
 
５ 飛行時間 
 
 
６ 搭乗者(職名及び氏名) 
 
 
７ その他参考となる事項 
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様式第６号(第１９条関係) 
 
 

防災ヘリコプター使用月間予定表 
 

 
課   名 
連 絡 先 
職名・氏名 

 
 
 
 
１ 使用年月日及び使用時間 
 
 
２ 使用目的 
 
 
 
３ 飛行経路 
 
 
 
４ 離着陸場所 
 
 
５ 飛行時間 
 
 
６ 搭乗者(職名及び氏名) 
 
 
７ その他参考となる事項 
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様式第７号(第２０条関係) 
防災ヘリコプター使用申請書 

 
                               第         号 

                               年  月  日 
 

運航管理責任者   様 
       

     申請者 
                     （担当者：          TEL               ） 
 
 三重県防災ヘリコプター運航管理要綱第２０条の規定に基づき、下記のとおり申請します。 
 

記  

 
以上 

 
１ 使用日時 

(予備日) 
  年  月  日（ ）  時   分～   時   分 

（    年  月  日（ ）   時   分～   時   分） 

２ 使用目的  

３ 使用内容  

４ 飛行経路  

５ 離着陸場所  

６ 搭乗者所属 職 名 氏 名 男・女 年 齢 備 考 

      

      

      

      

      

      

（注）① 使用に係る事業計画及び飛行経路図（調査地点明記）を添付すること。 
② 雨天の場合等の予備日を記載すること。 
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様式第８号（第２１条関係） 
 

防災ヘリコプター使用承認書 
                               

 
  年  月  日 

 
（申請者） 
              

様 
 
 
運 航 管 理 責 任 者 
 
 

 
 

   年   月   日付で申請のあった防災ヘリコプターの使用については、下記

により承認します。 
 

記 
 
１ 使 用 日 時         年  月  日（ ）  時  分～  時  分 
  
 
 
２ 使 用 目 的      

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

  



156 

 

２５ 三重県防災ヘリコプター緊急運航要領 
 
（趣旨） 
第１ この要領は、三重県防災ヘリコプター運航管理要綱（以下「要綱」という。）第１５条第

４項の規定に基づき、防災ヘリコプターの緊急運航（以下「緊急運航」という。）に関して、

必要な事項を定めるものとする。 
（他の規定との関係） 
第２ 緊急運航については、要綱及び三重県防災ヘリコプター支援協定（以下「協定」という。）

に定めるもののほか、この要領の定めるところによる。 
（緊急運航の要件） 
第３ 緊急運航は、原則として要綱第１４条第１項第１号から５号までに掲げる活動で、次の

要件を充たす場合に運航することができるものとする。 
（１）公共性     

地域並びに地域住民の生命、身体、財産を災害から保護することを目的と 
すること 

（２）緊急性     
差し迫った必要性があること（緊急に活動を行わなければ、県民の生命、 
財産に重大な支障が生ずるおそれがある場合） 

（３）非代替性    
防災ヘリコプター以外に適切な手段がないこと（既存の資機材、人員では十分な活動

が期待できない、又は活動できない場合） 
（緊急運航の要請基準） 
第４ 緊急運航は、前条の要件を充たし、かつ別紙に掲げる基準に該当する場合に要請できる

ものとする。 
（緊急運航の要請） 
第５ 緊急運航の要請は、協定に基づき、災害等が発生した市町及び消防の一部事務組合の機

関の長（以下「機関の長」という。）が防災対策部災害対策課長（以下「運航管理責任者」と

いう。）に行う。 
２ 前項の要請は、防災ヘリコプター緊急運航要請書（様式第１号）により行うものとする。 
（緊急運航の決定） 
第６ 運航管理責任者は、第５に規定する緊急運航の要請を受けた場合には、災害の状況及び

現場の気象状況等を確認の上、出動の可否を決定し、防災航空隊長（以下「隊長」という。）

に必要な指示をするとともに、要請者にその旨、回答しなければならない。 
２ 隊長は、第５に規定する緊急運航の要請を受けた場合には、直ちに要請内容に対応する出

動体制を整えなければならない。 
（受入れ体制） 
第７ 緊急運航を要請した機関の長は、防災航空隊と緊密な連絡を図るとともに、必要に応じ、

次の受入れ体制を整えるものとする。 
（１）離着陸場所の確保及び安全対策 
（２）傷病者等の搬送先の離着陸場所及び病院等への搬送手配 
（３）空中消火用資機材、空中消火給水場所の確保 
（４）その他必要な事項 

（三重県地域防災計画に基づく緊急運航） 
第８ 三重県地域防災計画に基づく緊急運航については、当該防災計画に定めるもののほか、

運航管理責任者の命により出動する。 
（報告） 
第９ 隊長は、緊急運航を終了した場合には、災害速報（様式第２号等）により、速やかに活

動の内容を運航管理責任者に報告するものとする。 
２ 緊急運航を要請した機関の長は、災害等が収束した場合、災害状況報告書（様式任意）に
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より、その旨報告するものとする。 
（附  則） 
この要領は、平成５年４月１日から施行する。 
（附  則） 
この要領は、平成１０年４月１日から施行する。 
（附  則） 
この要領は、平成１４年４月１日から施行する。 
（附  則） 
この要領は、平成１６年４月１日から施行する。 
（附  則） 
この要領は、平成１８年４月１日から施行する。 
（附  則） 
この要領は、平成２３年４月 1 日から施行する。 
（附  則） 
この要領は、平成２５年４月 1 日から施行する。 
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別紙（第４関係） 
防災ヘリコプター緊急運航要請基準 

 
１ 救急活動 
（１）救急車で搬送するよりも病院搬送までの時間を短縮できる救急患者の搬送 
   （別紙）P２２、P２３参照 
（２）傷病者発生地への医師の搬送及び医療器材等の輸送 
   離島、山村等の交通遠隔地において、緊急医療を行うため、医師、器材等を搬送する必

要があると認められる場合 
（３）高度医療機関のない地域からの傷病者の転院搬送 
   遠隔地へ緊急に転院搬送を行う場合で、医師がその必要性を認め、かつ医師が搭乗でき

る場合 
（４）移植のための臓器等の搬送 
   移植医療を行うため、臓器や担当医師、医療器材等を緊急に搬送する必要があると認め

られる場合であって、防災ヘリコプター以外に適切な搬送手段がない場合 
（５）その他救急活動上、特に防災ヘリコプターによる活動が、有効と認められる場合 
 
２ 救助活動 
（１）河川、海等での水難事故、山岳遭難事故等における捜索又は救助 
   水難事故及び山岳遭難事故において、現地の消防力だけでは対応できないと認められる

場合 
（２）高層建築物火災による救助 
   中高層建築物火災において、地上からの救出が困難で、屋上からの救出が必要と認めら

れる場合 
（３）山崩れ等の災害により、陸上から接近できない被災者等の救出 
   大雨、山崩れ等により、陸上からの救出が不可能で、救出が緊急に必要と認められる場

合 
（４）高速道路及び自動車専用道路上での事故で、地上からの収容、搬送が不可能と認められ

る場合 
（５）その他救助活動上、特に防災ヘリコプターによる活動が有効と認められる場合 
 
３ 災害応急対策活動 
（１）被災状況等の調査及び情報収集活動 
   地震、台風、豪雨、津波等の自然災害又は、ガス爆発事故、高速道路等での大規模事故

が発生若しくは発生するおそれがある場合で、広範囲にわたる状況把握調査、情報収集活

動を行うとともにその状況を監視する必要があると認められる場合 
（２）食糧、衣料その他の生活必需品及び復旧資材等の救援物資、人員等の搬送 
   災害が発生し、又は発生するおそれがある場合で、食糧、衣料、その他の生活必需品・

復旧資材等の救援物資、医薬品、人員等を緊急に輸送又は搬送する必要が認められる場合 
（３）災害に関する情報、警報等の伝達等広報宣伝活動 
   災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、災害に関する情報及び避難命令等の警

報、警告等を迅速かつ正確に伝達するため必要があると認められる場合 
（４）その他災害応急対策上、特に防災ヘリコプターによる活動が、有効と認められる場合 
 
４ 火災防御活動 
（１）林野火災等における空中からの消火活動 
   地上における消火活動では、消火が困難であり、防災ヘリコプターによる消火の必要が

あると認められる場合 
（２）被害状況調査及び情報収集活動 
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   大規模火災、爆発事故等が発生し、又は延焼拡大のおそれがあると認められ、広範囲に

わたる被害状況把握調査、情報収集活動を行う必要があると認められる場合 
（３）消防隊員、消防資機材等の搬送 
   大規模林野火災等において、人員、資機材等の搬送手段がない場合又は防災ヘリコプタ

ーによる搬送が有効と認められる場合 
（４）その他、火災防御活動上、特に防災ヘリコプターによる活動が有効と認められる場合 
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別紙２ 
 
 傷病者が事故又は急病等に起因して、次の１以上の場合に該当し、重症が疑われ、事案発 
生地点がヘリコプターの有効範囲の場合 
 なお、救急現場に医師、救急救命士がいる場合はヘリコプターに搭乗することを原則とす 
る。 
（受傷原因等） 
１ 自動車事故 
（１）自動車からの放出 
（２）同乗者の死亡 
（３）自動車の横転 
（４）車が概ね５０ｃｍ以上つぶれた事故 
（５）客室が概ね３０ｃｍ以上つぶれた事故 
（６）歩行者若しくは自転車が、自動車にはねとばされ、又はひき倒された事故 
２ オートバイ事故 
（１）時速３５km 程度以上で衝突した事故 
（２）ライダーがオートバイから放り出された事故 
３ 転落事故 
（１）３階以上の高さからの転落 
（２）山間部での滑落 
４ 窒息事故 
（１）溺水 
（２）生き埋め 
５ 列車衝突事故 
６ 航空機墜落事故 
７ 傷害事件（撃たれた事件、刺された事件） 
８ 重症が疑われる中毒事故 
（要救助者の現在の状態） 
９ バイタルサイン 
（１）目を開けさせる（覚醒させる）ためには、大声で呼びかけつつ、痛み刺激（つねる）を

与えることを繰り返す必要がある（ジャパンコーマスケールで３０以上） 
（２）脈拍が弱くてかすかしか触れない、又は全く脈が触れない状態 
（３）呼吸が弱くて止まりそうな状態、遠く、浅い呼吸をしている状態、呼吸停止 
（４）呼吸障害、呼吸がだんだん苦しくなってきている状態 
１０ 外傷 
（１）頭部、頚部、躯幹又は肘、若しくは膝関節より近位の四肢の外傷性出血 
（２）２箇所以上の四肢変形又は四肢（手指、足趾を含む）の切断 
（３）麻痺を伴う肢の外傷 
（４）広範囲の熱傷（体のおおむね１／３を越えるやけど、気道熱傷） 
（５）意識障害を伴う電撃症（雷や電線事故で意識がない） 
（６）意識障害を伴う外傷 
１１ 疾病 
（１）けいれん発作 
（２）不穏状態（酔っぱらいのように暴れる） 
（３）新たな四肢麻痺の出現 
（４）強い痛みの訴え（頭痛、胸痛、腹痛） 
１２ その他 
（１）上記のような重症なものでなくとも、事案発生地では、ヘリコプターを使用すると、自

動車又は船舶を使用するよりも３０分以上搬送時間が短縮できる場合 
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（２）現場隊員から要請がある場合 
（３）ヘリコプターの有効範囲ではないが、諸般の事情（道路の渋滞、崖崩れ等による道路の

寸断等）により、ヘリコプター搬送をすると、覚知から病院搬送までの時間を短縮できる

場合 
その他 
（１）出動要請基準 
   防災ヘリコプターの出動判断フローチャートとヘリコプター有効範囲で判断する。 
（２）ヘリコプター有効範囲 
   ヘリコプター有効範囲地図参照 
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様式第１号（第５関係） 
防災ヘリコプター緊急運航要請書 

 
受信時間 時   分現在 

１ 要請機関名             電話       発信者 

２ 災害の種別 （１）救急 （２）救助 （３）災害応急（調査･広報） 
（４）火災防御 （５）その他 

３ 活動内容 調査、広報、撮影、傷病者搬送、空中消火、救急、救助 
輸送（品名数量       ）その他（           ） 

４ 発生場所及び発生

時間 

     市 町             地内 
（発生時間）    年   月   日 午前・午後   時   分 
（目  標） 
（離着陸場所) 

５ 現地の気象条件 天候     風向     風速     気温 
視程     ｍ 気象予警報（        警報・注意報） 

６ 現場指揮者 所属・職名・氏名 

７ 現場との連絡手段 
無線種別 デジタル（主運用波・統制波 １ ２ ３ ） 
     アナログ（県波・全国波 １ ２ ３ ） 
現場指揮本部（車）呼出名（コールサイン） 

三重県防災航空隊  電    話  059－235－2555 
          緊急要請専用  059－235－2558 
          衛星系防災フ ァ ッ ク ス  0 ポーズ+7 ポーズ 145－19 

８ 
 

要

請

を

必

要

と

す

る

理

由 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
＊ 災害の状況、要請する活動の内容、受入れ体制を記述する。 
（救助の場合には、事故の原因、事故の状況、人数等も記入する。） 

目

標 
別添地図のとおり 
＊ 目標が明確となる大きめの図面を添付のうえ、ゼンリン住宅地図のページを記入 

受信者 
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９ 
 

傷

病

者

搬

送

の

場

合 

傷病者 
住所 

 
氏名 

 
 

生年月

日 
 

年 齢 

 
 

歳 性別 

 

 
症 状 

 

 
 
 

 
着陸場所 
の目標等 

出 動 先

所 在 地

及 び 目

標 

 
 

搬 送 先

所 在 地

及 び 目

標 

 
 

同乗者 医師及び看護師

氏名  関係者

氏名  

病院への

搬送方法 救急車の手配  病院の

手配 

 

受入病院 所 在 地 
名   称  連絡先 

 
 

電話 

搬送先消防本部 担当者 
      消防本部             課 

 
氏名          電話 

 

１０ 必要資機材  

１１ 他航空機の要請 （有・無）機関名          要請機数      機 

１２ その他必要事項 

 

 
＊以下の項目は、防災航空隊で出動の可否を決定後、連絡します。 

１ 使用無線等 
無線種別 デジタル（主運用波・統制波  ） 
     アナログ（県波・全国波    ） 
現場指揮本部（車）呼出名（コールサイン） 

２ 到着予定時間   年  月  日（  曜日）午前・午後   時   分 

３ 活動予定時間     時間    分 

４ 燃料の確保 要手配・手配不要       ㍑（ドラム缶   本） 



164 

 

様式第２号(第９関係) 
災  害  等  速  報 

 

要請活動種別 （１）救急 （２）救助 （３）災害応急（調査･広報） 
（４）火災防御 （５）その他 

要 請 者  

発生場所  

発生日時 
（要請日時）   年  月  日 天候（   ） 要請

方法 

 

事故概要 

 

死傷者等 

死者（性別・年齢） 
 
 

計   名 

 
負傷者等           名 
 
 うち重症          名 
 
   軽症          名 

行方不明者        名 

要救護者数 
（見込み）              名 救助人員           名 

活動の状況 

 

そ の 他 
参考事項 

 

報告者氏名 
 

活動従事者 
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運航に必要な気象条件 
 

 視   程 雲     高 備     考 

管 
 

制 
 

圏 
 

内 

離着陸 

5,000m 以上 
 
 

(1,500m 以上) 

300m 以上 
 

（最低安全高度 
以上の雲高） 

１ 航空法及び当該飛行場運用

規則による。 
２ （ ）内は特別有視界飛行に

よる基準 
 
※特別有視界飛行(SVFR) 
(1) 雲から離れて飛行 
(2) 飛行視程 1,500m 以上を維

持 
(3) 地面又は水面を引き続き視

認 
 

以上の条件で管制圏内が 
ＩＭＣ時の離着陸をいう。 

飛行中 

飛 行 視 程 
5,000m 以上 

 
 

(1,500m 以上) 

上方 150m 
下方 300m 
 

水平距離 600m の範囲

内に雲がないこと 

管 
 

制 
 

圏 
 

外 

飛行中 

飛 行 視 程 
 

1,500m 以上 

地面又は水面から 300 
 

ｍ以上の高度 

上方に 150ｍ下方に 300ｍで

水平に 600ｍの範囲に雲がない

こと 
 

飛 行 視 程 
1,500m 以上 

 
（他の物件と

の衝突を避け

ることができ

る速度で飛行

する場合は適

用しない。） 

地面又は水面から 300 
 

ｍ以下の高度 

(1)雲から離れて飛行 
 

(2)地面又は水面を引き続き視

認 
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運航に必要な気象情報の観測通報要領 
 

観測項目 通報単位 通  報  要  領 
通報の一例 説       明 

視程 「Ｋｍ」 「視程約 
１０Ｋｍ」 

観測地点から約１０Ｋｍ離れている山、塔、建物等が見え

る。（視程とは、地（水）平線上、目で見通せる最大距離） 

雲 

雲 
 

量 
｢10 分位｣ 「雲量約 

６/１０」 

快晴………………雲量    １/１０未満 
晴 ……………… 〃    １/１０～５/１０ 
曇 ……………… 〃    ６/１０～９/１０ 
本曇……………… 〃   １０/１０ 

高

さ 「ｍ」 
「雲の高さ

約５００

ｍ」 

周囲の山の高さ等を参考にして判定する。標高５００ｍの

山の頂上付近に雲がかかって見える。 

風 

方 
 
 

向 

「８方向」 「風向南」 

 

強 
 
 

さ 

「ｍ」 「風速約 
５ｍ」 

状  況 風力 
段階 風速（m／ｓ） 

静穏煙はまっすぐ昇る。 １ ０～0.6 未満 
煙がなびく。 ２ 0.6～1.6〃 
顔に風を感じる、木の葉が動く。 ３ 1.6～3.4〃 
砂ぼこりが立ち、紙片が舞う。 ４ 3.4～5.5〃 
葉のあるかん木が揺れ始め、池又は

沼の水面に波頭が立つ。 ５ 5.5～8.0〃 

大枝が動く、電線がなる。 ６ 8.0～10.8〃 
樹木全体が揺れ、風に向かって歩行

困難になる。 ７ 10.8～13.9〃 

小枝が折れる、風に向かって歩けな

い。 ８ 13.9～17.2〃 
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